2017年　憲法記念日、および前後の社説論説主張
朝日新聞
社説　憲法７０年　先人刻んだ立憲を次代へ
朝日新聞2017年5月3日05時00分
　時代劇で江戸の長屋に住む八っつぁん熊さんが万歳三唱をしたら、脚本家は落第である。
　あれは日本古来の振る舞いではないと、ＮＨＫ大河ドラマなどの時代考証を手がける大森洋平さんが著書で書いている。１８８９年、明治憲法の発布を祝うために大学教授らが作り出した。ちゃぶ台も洗濯板も、明治になって登場した。
　動作や品物だけではない。
　西欧の思想や文化に出会った当時の知識人は、その内容を人々に伝えようと苦心し、新しく単語をつくったり、旧来の言葉に意味を加えたりした。いまでは、それらなくして世の中は成り立たないと言ってもいい。
　■消えた「個人」
　個人、もその賜物（たまもの）の一つだ。
　「すべて国民は、個人として尊重される」。日本国憲法第１３条は、そう定めている。
　根底に流れるのは、憲法は一人ひとりの人権を守るために国家権力を縛るものである、という近代立憲主義の考えだ。
　英文では〈ａｓ　ｉｎｄｉｖｉｄｕａｌｓ（個人として）〉となっている。翻訳家の柴田元幸さんはここに、固有の権利を持つ人間というニュアンスを感じたという。もし〈ａｓ　ｈｕｍａｎｓ（人間として）〉だったら「単に動物ではないと言っているだけに聞こえます」。
　ひとり、一身ノ身持、独一個人（どくいつこじん）と〈ｉｎｄｉｖｉｄｕａｌ〉の訳語に試行錯誤した福沢諭吉らがこの話を聞いたら、ひざを打ったに違いない。『文明論之概略』で福沢は、日本の歴史には「独一個人の気象」がないと嘆いた。
　個人の尊厳をふまえ、幸福を追い求める権利をうたいあげた１３条の文言には、洋の東西を超えた先人たちの思いと労苦が息づいている。
　ところが自民党は、５年前に公表した憲法改正草案で「個人」を「人」にしてしまった。
　安倍首相は昨年、言い換えに「さしたる意味はない」と国会で答弁した。しかし草案作りに携わった礒崎陽輔参院議員は、自身のホームページで、１３条は「個人主義を助長してきた嫌いがある」と書いている。
　■和の精神と同調圧力
　「個人という異様な思想」「個人という思想が家族観を破壊した」。首相を強く支持する一部の保守層から聞こえてくるのは、こんな声だ。
　一方で、草案の前文には「和を尊び」という一節が加えられた。「和の精神は、聖徳太子以来の我が国の徳性である」と草案のＱ＆Ａは説明する。
　角突き合わさず、みんな仲良く。うまくことを進めるうえで「和」はたしかに役に立つ。
　しかし、何が歴史や文化、伝統に根ざした「我が国」らしさなのかは、万歳三唱やちゃぶ台の例を持ち出すまでもなく、それぞれの人の立場や時間の幅の取り方で変わる。
　国内に争乱の記録はいくらもあるし、かつて琉球王国として別の歴史を歩んだ沖縄は、ここで一顧だにされていない。
　一見もっともな価値を掲げ、それを都合よく解釈し、社会の多様な姿や動きを封じてしまう危うさは、道徳の教科書でパン屋が和菓子屋に変わった一件を思いおこせば十分だ。検定意見の根拠は「我が国や郷土の文化と生活に親しみ、愛着をもつ」と定めた学習指導要領だった。
　ただでさえ同調圧力の強いこの社会で、和の精神は、するりと「強制と排除の論理」に入れ替わりうる。
　■近代的憲法観の転覆
　「個人」を削り、「和」の尊重を書きこむ。そこに表れているのは、改憲草案に流れる憲法観――憲法は歴史や伝統などの国柄を織り込むべきもので、国家権力を縛るものという考えはもう古い――である。
　だから、人は生まれながらにして権利を持つという天賦人権説を西欧由来のものとして排除し、憲法を、国家と国民がともに守るべき共通ルールという位置づけに変えようとする。
　これは憲法観の転覆にほかならない。経験知を尊重する保守の立場とは相いれない、急進・破壊の考えと言っていい。
　明治憲法を起草した伊藤博文は、憲法を創設する精神について、第一に「君権（天皇の権限）を制限」し、第二に「臣民の権利を保護する」ことにあると力説した。むろん、その権利は一定の範囲内でしか認められないなどの限界はあった。
　だが、時代の制約の中に身を置きながら、立憲の何たるかを考えた伊藤の目に、今の政権担当者の憲法観はどう映るか。
　明治になって生まれたり意味が定着したりした言葉は、「個人」だけではない。「権利」も「自由」もそうだった。
　７０年前の日本国憲法の施行で改めて命が吹き込まれたこれらの概念と、立憲主義の思想をより豊かなものにして、次の世代に受け渡す。いまを生きる私たちが背負う重大な使命である。
社説　憲法７０年　この歴史への自負を失うまい
朝日新聞2017年5月3日05時00分
　１９４７年５月３日、『新しい憲法　明るい生活』と題する小冊子が発行された。政府肝煎りの憲法普及会が作り、２千万部を全国の家庭に配った。
　後の首相、芦田均による発刊の言葉が高らかだ。「古い日本は影をひそめて、新しい日本が誕生した」。本文は、新時代を生きる国民に「頭の切りかえ」を求めている。
　施行から７０年。憲法は国民の間に定着したかに見える。それでは為政者の頭はしっかり切りかわったか。残念ながら、答えは否である。
　先月行われた施行記念式典で、安倍首相は７０年の歩みへの「静かな誇り」を語った。憲法の「普遍的価値」を心に刻む、とも述べた。
　額面通りには受け取れない。首相自身の言葉の数々が、その本音を雄弁に語る。
　「今こそ、憲法改正を含め、戦後体制の鎖を断ち切らなければなりません」
　あるいはまた、自民党の選挙スローガン「日本を、取り戻す。」について、「これは戦後の歴史から、日本という国を日本国民の手に取り戻す戦いであります」。
　静かに誇るどころか、戦後の「新しい日本」を否定するような志向が浮かぶ。一時は沈静化したかに見えた「押しつけ憲法」論が、色濃く影を落とす。
　そのような安倍政権の下で、憲法は今、深く傷つけられている。かつてない危機にあると言わざるをえない。
　集団的自衛権は９条を変えない限り行使できない――。この長年堅持されてきた憲法解釈を覆した決定に、「立憲主義の破壊」との批判がやまないのは当然だろう。
　念入りに葬られたはずの教育勅語。その復権を黙認するかのような最近の動向も同様である。戦前の亡霊が、これだけの歳月をもってしても封じ込められていないことに暗然とする。
　安倍政権に欠けているのは、歴代内閣が営々と積み重ねてきた施政に対する謙虚さであり、さらに言えば、憲法そのものへの敬意ではないか。「憲法改正を国民に１回味わってもらう」という「お試し改憲」論に、憲法を粗略に扱う体質が極まっている。
　国民主権、人権尊重、平和主義という現憲法の基本原理が役割を果たしたからこそ、日本は平和と繁栄を達成できた。ともかくも自由な社会を築いてきた。その歴史に対する自負を失うべきではない。
　現憲法のどこに具体的で差し迫った不具合があるのか。改憲を語るなら、そこから地道に積み上げるのが本筋だ。
　目下の憲法の危機の根底には、戦後日本の歩みを否定する思想がある。特異な歴史観には到底同調できないし、それに基づく危険な改憲への道は阻まなければならない。
　『新しい憲法　明るい生活』は言う。「政府も、役人も、私たちによってかえることができる」。そして、「これからは政治の責任はすべて私たちみんながおう」とも。
　７０年前の言葉が、今まさに新鮮に響く。
社説　憲法７０年　「第２の政治改革」構想を
朝日新聞2017年5月5日05時00分
　政治システムとは機械仕掛けの時計のようなものだろう。
　優れた全体設計が求められ、繊細なバランスの上で歯車やバネが役割を果たさなければ、針は狂い、故障してしまう。
　「安倍１強」の下で、日本の政治システムの歯車が狂いつつあるのではないか。不自然な国有地払い下げに端を発した森友学園の問題を見るにつけ、そう感じざるをえない。
　■首相への権力集中
　安倍首相は本人も妻昭恵氏も関与していないと繰り返す。政府は事実究明に後ろ向きだ。
　一方、政府の監視役であるべき国会は、国権の最高機関としての役割を果たせないでいる。
　野党は国政調査権の発動を求めるが、与党の反対で実現しない。財務省資料の国会提出は宙に浮いたままだ。
　政府・与党を掌握する首相への権力集中という政治状況が、問題を解明しようとする歯車の動きを止めているのだ。
　首相の１強は、１９８０年代末から進められてきた「政治改革」の帰結ともとれる。
　金権政治への国民の怒りを受けた一連の政治改革は、自民党一党支配を元凶と見立て、政権交代可能な政治をめざした。
　勝敗をより際立たせて強い政権をつくるため衆院に小選挙区制を導入。政党助成金制度で、政治家個人や派閥より政党に政治資金が集まるようにした。
　その後も省庁再編、国家安全保障会議や内閣人事局の設置など、歴代政権がバトンをつなぎながら「政治主導」「首相官邸機能の強化」を追求した。
　人事権、公認権、カネ、情報……。権力の源泉が首相に集中する一方で、国会による監視機能は相対的に低下した。
　確かに、小選挙区制は政権交代をもたらした。政治とカネの大きな疑惑も減った。
　だが、政権交代を繰り返すことで、権力チェックの機能が強まる。そんな好循環は旧民主党政権の挫折によっておぼつかなくなっている。
　■抑制と均衡の回復を
　政治改革の成果は生かしながらも、行き過ぎた権力の集中がないかを検証し、統治機構のバランスを回復するメンテナンスが必要だ。
　立法府と行政府の間に抑制と均衡の緊張関係を取り戻す。そのための「第２の政治改革」と言ってもいい。
　例えば森友学園問題で俎上（そじょう）にのぼった国政調査権。ドイツでは行使の権利を議会の少数派に与えている。同様の制度を日本でも導入できないか。
　憲法に書き込む方法もあろうが、国会法などの改正で実現することもできる。
　「強すぎる首相」の一因である、首相の衆院解散権を抑制すべきだという指摘もある。
　衆院憲法審査会では「解散理由を国会で審議するなど解散手続きを法律で定める方法と、憲法を改正して解散の条件を明記する方法がある」という具体的な選択肢も議論された。
　政治の歯車が狂うのは権力の集中によってだけではない。衆参の多数派が異なる「ねじれ」現象で国会が停滞し、「決められない政治」と批判を浴びた。再び衆参がねじれた場合に、国会がどのように合意形成をはかるのかという問題にも答えを出しておく必要がある。
　■三権の全体構想から
　似通った選挙制度と権限をもつ衆院と参院という二院制の役割分担をどう整理するかは、政治改革で積み残された大きなテーマでもある。
　衆院のコピーではなく、参院独自の果たすべき役割とはなにか。「再考の府」か。それとも「地方の府」か。
　憲法学者の大石眞・京大名誉教授はこう指摘する。
　「衆参それぞれの役割をイメージしたうえで、選挙制度や権限はどんな組み合わせがよいのかという統治機構全体を構想する議論を始めるべきだ」
　まずは司法を含む三権全体のあり方を点検する議論から始めたうえで、今の不具合は国会の規則や慣例の変更で対応できるのか。国会法、公職選挙法、内閣法など「憲法付属法」の改正が必要なのか。統治機構の基本枠組みを定めた憲法の改正が避けられないのか――。
　そうした整理を進めることこそ、あるべき道筋だろう。
　自民党からは「参院選の合区解消」「緊急時の国会議員の任期延長」など統治機構の一部をとらえた改憲論も上がる。手を付けやすいテーマでとにかく改憲をという思惑が透ける。
　求められるのは、このような改憲ありきの局所的な手直しではないことは明らかだ。
　日本国憲法は施行から７０年の時を刻んだ。自由や人権、平和主義といった憲法の核心といえる理念を守り、次の世代に引き継いでいくには、健全な政治システムが必須となる。
　その針と歯車は狂いなくしっかりと動いているか。主権者である国民一人ひとりが絶えず目を光らせる努力が欠かせない。
社説　憲法７０年　９条の理想を使いこなす
朝日新聞2017年5月4日05時00分
　戦後７０年余、平和国家として歩んできた日本が、大きな岐路に立たされている。
　台頭する隣国・中国と、内向きになる同盟国・米国。北朝鮮の核・ミサイルによる軍事的挑発はやまない。
　日本は自らをどう守り、アジア太平洋地域の平和と安定のために役割を果たしていくか。
　答えに迷うことはない。
　憲法９条を堅持し、先の大戦の反省を踏まえた戦後の平和国家の歩みを不変の土台として、国際協調の担い手として生きていくべきだ。
　■平和主義を次世代へ
　安倍首相はきのう、憲法改正を求める集会にビデオメッセージを寄せ、「２０２０年を新しい憲法が施行される年にしたい」と語った。
　首相は改正項目として９条を挙げ、「１項、２項を残しつつ、自衛隊を明文で書き込むという考え方は国民的な議論に値する」と語った。
　自衛隊は国民の間で定着し、幅広い支持を得ている。政府解釈で一貫して認められてきた存在を条文に書き込むだけなら、改憲に政治的エネルギーを費やすことにどれほどの意味があるのか。
　安倍政権は安全保障関連法のために、憲法解釈を一方的に変え、歴代内閣が違憲としてきた集団的自衛権の行使容認に踏み込んだ。自衛隊を明記することで条文上も行使容認を追認する意図があるのではないか。
　９条を改める必要はない。
　戦後日本の平和主義を支えてきた９条を、変えることなく次の世代に伝える意義の方がはるかに大きい。
　■専守防衛の堅持を
　日本防衛のため一定の抑止力は必要だが、それだけで平和と安定が築けるわけではない。
　米国が北朝鮮に軍事攻撃を仕掛ければ、反撃を受けるのは日本や韓国であり、ともに壊滅的な被害を受ける可能性がある。日米韓に中国、ロシアを巻き込んだ多国間の対話と、粘り強い外交交渉によって軟着陸をはかるしかない。
　そこで地域の協調に力を尽くすことが日本の役割だ。そのためにも、専守防衛を揺るがしてはならない。
　自衛隊はあくまで防衛に徹する「盾」となり、強力な打撃力を持つ米軍が「矛」の役割を果たす。この役割分担こそ、９条を生かす政治の知恵だ。
　時に単独行動に走ろうとする米国と適切な距離を保ち、協調を促すため、日本が９条を持つ意義は大きい。
　中国や韓国との関係を考えるときにも、他国を攻撃することはないという日本の意思が基礎になる。侵略と植民地支配の過去をもつ日本は、その歴史から逃れられない。
　一方で、今年は国連平和維持活動（ＰＫＯ）協力法制定から２５年の節目でもある。
　ＰＫＯを含め海外に派遣された自衛隊は、一発の銃弾も撃っていない。一人も殺さず、一人も殺されていない。
　９条が自衛隊の海外での武力行使に歯止めをかけてきたことの効用だ。その結果、中東などで培われた日本の平和ブランドを大事にしたい。
　紛争の起きた国の再建を手伝う「平和構築」は憲法前文の精神に沿う。日本も「地球貢献国家」として、自衛隊が参加できるＰＫＯ任務の幅を広げたい。朝日新聞は憲法施行６０年の社説で、そう主張した。
　同時に、忘れてならない原則がある。自衛隊の活動は、あくまで９条の枠内で行われることだ。それを担保するＰＫＯ参加５原則を緩めてまで、自衛隊派遣を優先してはならない。
　■日本の「骨格」を保つ
　ＰＫＯは近年、住民保護のために積極的に武力を使う方向に「変質」している。そこに自衛隊を送れば実質的に紛争に関与する恐れが強まる。
　ＰＫＯ以外にも視野を広げれば、災害支援や難民対策、感染症対策など日本にふさわしい非軍事の貢献策は多い。こうした人間の安全保障の観点から、日本ができる支援を着実に実行することが、長い目でみれば日本への信頼を育てる。
　安全保障の文脈にとどまらない。戦前の軍国主義の体制ときっぱり決別し、個人の自由と人権が尊重される社会を支えてきたのも、９条だった。
　これを改めれば、歴史的にも社会的にも、戦後日本はその「骨格」を失う。戦前の歴史への反省を否定する負のメッセージと国際社会から受け取られかねない。その損失はあまりにも大きい。
　軍事に偏らず、米国一辺倒に陥らず、主体的にアジア外交を展開する。国際協調の担い手として、常に冷静な判断を世界に示す。そんなバランスのとれた日本の未来図を描きたい。
　９条は日本の資産である。
　そこに込められた理想を、現実のなかで十分に使いこなす道こそ、日本の平和と社会の安定を確かなものにする。
社説　憲法７０年　「第２の政治改革」構想を
朝日新聞2017年5月5日05時00分
　政治システムとは機械仕掛けの時計のようなものだろう。
　優れた全体設計が求められ、繊細なバランスの上で歯車やバネが役割を果たさなければ、針は狂い、故障してしまう。
　「安倍１強」の下で、日本の政治システムの歯車が狂いつつあるのではないか。不自然な国有地払い下げに端を発した森友学園の問題を見るにつけ、そう感じざるをえない。
　■首相への権力集中
　安倍首相は本人も妻昭恵氏も関与していないと繰り返す。政府は事実究明に後ろ向きだ。
　一方、政府の監視役であるべき国会は、国権の最高機関としての役割を果たせないでいる。
　野党は国政調査権の発動を求めるが、与党の反対で実現しない。財務省資料の国会提出は宙に浮いたままだ。
　政府・与党を掌握する首相への権力集中という政治状況が、問題を解明しようとする歯車の動きを止めているのだ。
　首相の１強は、１９８０年代末から進められてきた「政治改革」の帰結ともとれる。
　金権政治への国民の怒りを受けた一連の政治改革は、自民党一党支配を元凶と見立て、政権交代可能な政治をめざした。
　勝敗をより際立たせて強い政権をつくるため衆院に小選挙区制を導入。政党助成金制度で、政治家個人や派閥より政党に政治資金が集まるようにした。
　その後も省庁再編、国家安全保障会議や内閣人事局の設置など、歴代政権がバトンをつなぎながら「政治主導」「首相官邸機能の強化」を追求した。
　人事権、公認権、カネ、情報……。権力の源泉が首相に集中する一方で、国会による監視機能は相対的に低下した。
　確かに、小選挙区制は政権交代をもたらした。政治とカネの大きな疑惑も減った。
　だが、政権交代を繰り返すことで、権力チェックの機能が強まる。そんな好循環は旧民主党政権の挫折によっておぼつかなくなっている。
　■抑制と均衡の回復を
　政治改革の成果は生かしながらも、行き過ぎた権力の集中がないかを検証し、統治機構のバランスを回復するメンテナンスが必要だ。
　立法府と行政府の間に抑制と均衡の緊張関係を取り戻す。そのための「第２の政治改革」と言ってもいい。
　例えば森友学園問題で俎上（そじょう）にのぼった国政調査権。ドイツでは行使の権利を議会の少数派に与えている。同様の制度を日本でも導入できないか。
　憲法に書き込む方法もあろうが、国会法などの改正で実現することもできる。
　「強すぎる首相」の一因である、首相の衆院解散権を抑制すべきだという指摘もある。
　衆院憲法審査会では「解散理由を国会で審議するなど解散手続きを法律で定める方法と、憲法を改正して解散の条件を明記する方法がある」という具体的な選択肢も議論された。
　政治の歯車が狂うのは権力の集中によってだけではない。衆参の多数派が異なる「ねじれ」現象で国会が停滞し、「決められない政治」と批判を浴びた。再び衆参がねじれた場合に、国会がどのように合意形成をはかるのかという問題にも答えを出しておく必要がある。
　■三権の全体構想から
　似通った選挙制度と権限をもつ衆院と参院という二院制の役割分担をどう整理するかは、政治改革で積み残された大きなテーマでもある。
　衆院のコピーではなく、参院独自の果たすべき役割とはなにか。「再考の府」か。それとも「地方の府」か。
　憲法学者の大石眞・京大名誉教授はこう指摘する。
　「衆参それぞれの役割をイメージしたうえで、選挙制度や権限はどんな組み合わせがよいのかという統治機構全体を構想する議論を始めるべきだ」
　まずは司法を含む三権全体のあり方を点検する議論から始めたうえで、今の不具合は国会の規則や慣例の変更で対応できるのか。国会法、公職選挙法、内閣法など「憲法付属法」の改正が必要なのか。統治機構の基本枠組みを定めた憲法の改正が避けられないのか――。
　そうした整理を進めることこそ、あるべき道筋だろう。
　自民党からは「参院選の合区解消」「緊急時の国会議員の任期延長」など統治機構の一部をとらえた改憲論も上がる。手を付けやすいテーマでとにかく改憲をという思惑が透ける。
　求められるのは、このような改憲ありきの局所的な手直しではないことは明らかだ。
　日本国憲法は施行から７０年の時を刻んだ。自由や人権、平和主義といった憲法の核心といえる理念を守り、次の世代に引き継いでいくには、健全な政治システムが必須となる。
　その針と歯車は狂いなくしっかりと動いているか。主権者である国民一人ひとりが絶えず目を光らせる努力が欠かせない。
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社説　憲法施行７０年／自公維で３年後の改正目指せ

　◆「本丸」に着手するなら戦略的に◆
　憲法はきょう、施行から７０周年を迎える。
　国民主権、平和主義、基本的人権を３原則とする憲法は、国民に広く支持され、定着した。
　一方で、一度も改正されていないため、内外の情勢が大きく変化する中で、様々な歪（ひず）みや乖離（かいり）が生じているのは確かである。
　安倍政権の安全保障関連法制定は、現憲法の枠内で齟齬（そご）を是正する一つの試みだった。だが、日本を取り巻く国際情勢の悪化を踏まえれば、十分とは言えまい。
　◆幅広い合意形成が重要
　国の最高法規を、新たな時代の多様な課題にきちんと対応できる内容に着実に見直す。与野党には、その重要な作業に誠実かつ真摯（しんし）に取り組む責任がある。
　安倍首相は読売新聞とのインタビューで、「２０２０年を新しい憲法が施行される年にしたい」と語り、２０年までの憲法改正・施行の実現に向けて意欲を示した。
　憲法改正に前向きな勢力は、衆参両院で改正発議に必要な３分の２を超えているのに、肝心の両院憲法審査会での論議は停滞気味と言わざるを得ない。首相自らが、あえて改正の目標年を明示して、議論の活性化を図ったことは評価できよう。
　首相は、具体的な改正項目として、９条を挙げ、「私の世代で自衛隊が違憲だと言われる状況を変えねばならない」と強調した。
　戦争放棄などを規定した現行の１、２項は維持し、自衛隊の根拠規定を追加する案にも言及した。自民党総裁として、党の具体案作りを急がせるという。
　自衛隊は軍隊や戦力でないため憲法に反しない。今の政府解釈は確かに、極めて分かりづらい。多くの憲法学者が自衛隊を「違憲」と決めつける異常な状況を早期に解消すべきだ、という首相の問題意識は理解できる。
　最近、北朝鮮は核・ミサイル開発に伴う軍事的挑発を繰り返し、中国は独善的な海洋進出や軍備増強を続ける。自衛隊を憲法に明確に位置づける必要性は大きい。
　◆教育無償化は慎重に
　９条改正でこの点を前面に掲げるのは、「加憲」を主張する公明党や、改正に慎重な民進党に配慮し、より多くの党の賛成で改正の発議を目指すためだろう。
　国民投票で過半数の賛成が必要という改正のハードルの高さを踏まえれば、幅広い合意形成を優先するのは当然だ。仮に最初の国民投票で改正が失敗すれば、その後、改正は何年も遠のくだろう。
　首相は１３年に改正要件を緩和する９６条の改正を唱えた際、「先行改憲」などと批判され、９６条改正論を封印した経緯もある。
　９条は憲法改正の本丸だ。国論を二分しかねない、重いテーマでもある。自民党は、衆参両院の憲法審査会の議論を踏まえ、民進党とも丁寧に意見交換し、戦略的に取り組まねばならない。
　首相は、教育の無償化を実現するための改正にも前向きな考えを示した。「高等教育も全ての国民に真に開かれたものとしなければならない」と語った。
　教育無償化を憲法改正の３本柱の一つに掲げる日本維新の会との連携を強化する狙いがあろう。
　しかし、無償化の対象を、義務教育の小中学校だけでなく、幼稚園・保育園から高校、大学にまで広げる場合、年間４兆円超の財源を要するとされる。国債発行で賄うような安易な「次世代へのつけ回し」は禁物だ。
　親の所得制限を伴う給付型奨学金の拡大といった代替案を含め、慎重な検討が求められよう。
　大規模災害時における緊急事態条項の創設も重要な論点だ。
　国政選が実施できないような被害が出た場合、国会議員の任期延長を可能にしておく。こうした特例措置には、与野党を問わず、支持する意見が多い。
　◆緊急事態条項の検討を
　より効果的な被災者の救助・支援のため、首相権限を一時的に強化する規定も、多くの国の憲法が備えている。「災害大国」の危機管理策を真剣に検討すべきだ。
　地方の人口減少が続く中、参院選の合区の是非についても、本格的に議論する必要がある。
　地方では、「我々の声が国政に届きにくくなる」との危機感が強い。合区の解消には、参院議員に地域代表の性格を持たせ、全都道府県から最低１人を選出する仕組みの導入が一案とされる。
　衆参両院の役割分担を含めた根本的な議論が欠かせない。現在は、参院各会派の代表が参院選挙制度改革を協議しているが、有識者を交えた議論の場を新設することも考えてはどうか。
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社説　海自「米艦防護」／双方向の協力で同盟を強固に

　自衛隊が米軍を守る新任務に就いた。日米同盟の強化に向け、重要かつ象徴的な動きである。
　政府は、昨年３月施行の安全保障関連法に基づき、海上自衛隊艦船が平時に米軍艦船を守る「米艦防護」を初めて実施した。
　ヘリコプター搭載型の海自護衛艦「いずも」が、房総半島沖で米海軍補給艦と合流し、四国沖まで共に航行する数日間、警護する。補給艦はその後、日本海で米原子力空母「カール・ビンソン」などに給油する可能性がある。
　今回の米艦防護は、米軍の要請を受けて、稲田防衛相が「共同訓練」として実施を命令した。昨年１２月策定の「武器等防護」に関する運用指針に沿ったものだ。
　北朝鮮の軍事的挑発が続く中、日米の強固な絆を示すことで、抑止を図る効果を持とう。
　補給艦は本格的な反撃能力を有しない。敵の攻撃には、防空システムなどを持つ「いずも」が対処する。太平洋で米艦が攻撃される可能性は小さいが、緊張感を持って任務に臨んでほしい。
　従来、米軍艦船が目の前で攻撃されても、自衛隊は法律上、何もできなかった。２００１年の米同時テロ直後、米空母の警護を要請された際は、調査・研究の名目で対応する苦肉の策を講じた。
　安保関連法によって、米艦防護が可能になり、こうした矛盾を解消できた意義は大きい。
　日米安保条約上、米国は日本防衛の義務を有する。日本は米軍基地を提供し、米国防衛は行わない。片務的ではないにせよ、この非対称の関係が、日本は何もしないという米側の不満の要因だった。
　今後、防御が手薄な空母や、ミサイル迎撃態勢にあるイージス艦などの防護要請も想定される。
　実績を着実に重ね、双方向の協力を充実させるべきだ。
　自衛隊が役割を拡大し、非対称の関係を是正すれば、米軍が対日防衛により真剣に取り組むことにつながる。日本の発言力を高め、日米連携も緊密化しよう。
　疑問なのは、一部の野党が米艦防護を「米軍との一体化」などと批判していることだ。
　日本近海で活動する米軍艦船は基本的に、日本や地域の平和と安定を維持する任務を担っている。同盟国として、その米軍艦船を十分に守れる能力を持ちながら、法律上の制約で実行できなかった従来の状況こそが問題だった。
　米艦防護を通常の任務として円滑に実施できる同盟関係を構築することが肝要である。
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社説　施行から７０年の日本国憲法／前を向いて理念を生かす

　全２０巻に及ぶ昭和万葉集は、戦前から戦後への激動期を、人びとがどんな感覚でくぐり抜けてきたかを伝える貴重な記録集だ。 
　１９４７年５月３日に施行された新憲法はこう詠まれている。 
　＜やけあとのつちもめぶきてあをみたりほこなき国をはるふかみつつ＞（金田一京助） 
　「ほこなき国」とは「武器を持たない国」を指す。焦土に残った木々の緑が深まる中で平和憲法が誕生した情景を歌ったのだろう。 
　それから７０年。日本国憲法はきょう古希を迎えた。 
　現行憲法の源流は、敗戦直前に日本が受諾したポツダム宣言にある。 
　「基本的人権の尊重」「平和的傾向の責任ある政府の樹立」などの要求がそれだ。明治憲法は抜本的な改革が避けられなくなっていた。 
　日本政府は独自に改憲試案を作成したものの、旧憲法の修正にとどまっていた。このため、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）民政局のスタッフ２５人が原案を書き、実行を迫った。 
　このように現行憲法がＧＨＱという圧倒的権力の下で制定されたことは疑いようがない。 
　それでも私たちは、戦後日本の建設にこの憲法が果たしてきた役割を高く評価すべきだと考える。 
　理由の第一は、民主主義の裾野を格段に広げたことだ。 
　国家を支配する最高の力、すなわち主権が、天皇から国民に移った。憲法による最大の変化だ。 
　言論の自由や生存権は、永久に侵せない基本的人権として保障された。法の下の平等原則によって男女同権が社会規範になった。憲法施行に先立ち、４６年４月の衆院選からは婦人参政権が実現している。 
　第二は、廃虚から経済を復興させる礎になったことである。 
　民主化政策に伴う国民所得の平均化は国内の市場規模を拡大させた。５５年時点で８・６兆円に過ぎなかった名目国内総生産は、７２年に早くも１０倍以上に膨張している。国民生活は明らかに豊かになった。 
　さらに特筆すべきは、平和国家としての自己像を定着させたことだ。 
　時々の国際情勢に応じて日本の安全保障政策はさまざまな圧力にさらされたが、憲法９条は一線を越えないよう引き戻す力になってきた。 
　防衛力の整備を最小限に抑え、国家資源を経済に優先投入する路線は、憲法制定時の首相・吉田茂によって敷かれた。 
　国際政治学者の高坂正尭（こうさかまさたか）は「完全非武装論と憲法改正論の両方からの攻撃に耐え、論理的にはあいまいな立場を断固として貫いた」と吉田の現実主義を肯定的に評している。 
　この憲法は誕生してから一度も改正されていない。世界の近代憲法の中で極めて珍しいことだ。 
　しかし、そのことは憲法をめぐる政治状況が健全であることを意味しているわけではない。 
　まず、基本的な憲法観についての深い断絶がある。 
　自民党は、自主憲法の制定を主眼に結成された。その思想の根底には、意に沿わぬ憲法を無理に保有させられたという屈辱感がある。 
　そして現在、この「押しつけ憲法」論を最も濃厚に引き継いでいるのが、安倍晋三首相だ。 
　他方で復古的な保守への反作用として、憲法には一切手を触れさせまいとする原理主義的な護憲勢力があった。戦前の軍国主義に対する嫌悪感が出発点になっている。 
　この両者は永遠に混じり合わない水と油のように反目し、憲法に対する冷静な議論を妨げてきた。 
　憲法を全否定する姿勢も、憲法を神聖視するのも、極論である。 
　特に隔たりが著しいのは、９条と日米安全保障条約のとらえ方だ。 
　戦争放棄と戦力不保持を規定した９条は、戦後体制の産物だ。これに対し、安保条約は東西冷戦という新たな国際環境が産み落とした。 
　両者は日本の安保政策にとって表裏一体の関係にある。ところが、異なる時代背景を持っているため、運用にあたっては著しく複雑な論理を必要としてきた。 
　この結果、９条は解釈変更が繰り返され、集団的自衛権行使を容認した安保関連法の審議過程では、国論を二分する論争に発展した。 
　さらに現行憲法の構造的な特質として、法律に対するグリップ力の弱さを指摘しなければならない。 
　典型は９２条だろう。地方公共団体に関して「地方自治の本旨に基づいて、法律でこれを定める」と規定しているだけで、具体的な内容は法律に任されている。 
　もしも「地方自治の本旨」とは何かが踏み込んで定義されていれば、米軍普天間飛行場の移設をめぐる政府と沖縄県の対立は異なる展開になっていたかもしれない。 
　ケネス・盛・マッケルウェイン東京大准教授の研究によると、ドイツ基本法（憲法）は地方分権の記述が３割を占めるのに対し、日本の憲法は全体の３％に過ぎないという。 
　憲法は国家の根本原則を定めたものだ。どこまでが憲法領域で、どこまでが法律領域かは、国によって異なる。ただ、統治の基本ルールを憲法に明示していなければ政府の恣意（しい）的な行動を招く可能性がある。 
　安倍政権の長期化が見込まれる中で、憲法論議はまったく新しいステージに上りつつある。すでに衆参両院で改憲を容認する勢力が３分の２以上を占め、自民党は改憲項目の絞り込みを目指している。 
　衆参の憲法審査会では、大災害の発生など緊急事態時に国会議員の任期延長を例外的に認める条項や、地方の人口減少に対応して参院議員を都道府県の代表に定義し直す案などが、検討対象に挙がっている。 
　時代の変化に合わせた統治ルールの修正はあってもいい。 
　だが、自民党の改憲論には「手始めに」の狙いがついて回る。任期延長などを導入部として本丸の９条改正に迫る思惑が透けて見えるため、議論が堂々巡りになってしまう。 
　結局は、主要な与野党間で９条についての共通理解が必要になる。 
　まずは憲法論議をより前向きなものにしていくために、国際協調主義の深化を訴えたい。 
　自国エゴに基づく防衛論を主張したり、逆に日本だけ軍事と無縁であればいいと考えたりせず、国際平和を追求する中で９条の今日的なあり方をとらえ直すことだ。 
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）から陸上自衛隊が撤収すれば、部隊での日本のＰＫＯ参加はゼロになる。 
　２１世紀に入り、ＰＫＯは武力を使ってでも住民保護を優先する流れが強まっている。９条の平和主義を維持しながら、日本がどう世界の安全に貢献するかは、苦しくても答えを出さなければならない課題だ。 
　海洋国家・日本の生命線は、世界との平和的なつながりである。現行憲法の役割を、グローバルに発展させることで、後ろ向きの「押しつけ論」から脱却できるはずだ。

毎日新聞／2017/5/5 4:00

社説　首相の「９条改正」発言／重要な提起ではあるが

　安倍晋三首相が憲法改正について「２０２０年を新しい憲法が施行される年にしたい」と明言した。さらに戦争放棄を定めた９条に自衛隊の存在を明記するなどの案を示した。 
　施行時期の目標を明らかにし、具体的な改憲項目を明示した踏み込んだ発言だ。改憲実現に向けた意思を改めて明確にし、国会や国民の活発な議論を促す狙いなのだろう。 
　自衛隊の憲法明記を支持する意見は根強くある。公明党も「加憲」論議の対象としている。改憲派も護憲派も９条を憲法論議の要と捉えるなか首相の提起はそれなりに重要だ。 
　しかし、議論のテーブルに載せるには、あまりに多くの問題がある。 
　まず、首相が施行時期を東京五輪開催年に重ねたことだ。両者は何の関係もない。自民党総裁の３選を見据え、任期中に改憲を実現したい思いからの後付けの理屈に聞こえる。 
　国会軽視の姿勢も問題だ。衆院の憲法審査会は参政権や国と地方などの課題を巡り有識者を呼んで議論している。自民党は野党第１党の民進党との調整を重視している。 
　改憲案を審議する権限は憲法審査会にしかない。その頭越しで公明党などの改憲容認勢力さえ固めればいいという話ではないだろう。 
　首相は９条改正について１項の戦争放棄と２項の戦力不保持を堅持しつつ「自衛隊を明文で書き込む」ことを提起した。２項を抜本改正し国防軍などを創設するという従来の考え方からは退いたように見える。 
　自衛隊は政府解釈で合憲とされ、災害派遣や国連平和維持活動（ＰＫＯ）などを通じて国民に定着し、高く評価されている。 
　にもかかわらず、首相は一部の憲法学者らの「自衛隊違憲論」を引き合いに９条改正を主張した。これは説得力に欠けるのではないか。 
　一方、今の自衛隊は「自衛のための必要最小限度の実力」を超え、違憲となる「戦力」に相当するという議論もある。明記される自衛隊の位置付けが戦力不保持の規定とどう整理されるか、はっきりしない。 
　首相が言う「新しい憲法」という表現からは、米国による「押しつけ憲法」から脱却したいことへのこだわりもにじむ。 
　９条は国のかたちを定める核心部分だ。扱いは丁寧であるべきだ。

毎日新聞／2017/5/2 4:00

社説　自衛隊が初めて米艦防護／実績作りを急いでないか

　安全保障関連法で自衛隊の新たな任務となった「米艦防護」が初めて実施された。米軍の要請に応じ海上自衛隊の艦船が米軍の艦船を守る。 
　もともと自衛隊は武器や弾薬が奪われないようにしたり、艦船や航空機が破壊されないようにしたりするため、武器を使って守る規定がある。自衛隊法９５条の武器等防護だ。 
　安保法制ではこの対象を、「自衛隊と連携して日本の防衛に資する活動」をしている米軍など他国軍の武器や装備にも拡大し、必要最小限の武器使用を認めるようにした。 
　共同訓練などの平時や武力攻撃に至らないグレーゾーン事態での武器使用が可能となり、導入の際は、他国軍を武力で守る集団的自衛権の抜け道になるとの指摘もあった。 
　今回の米艦防護は、米国が北朝鮮に対する軍事的圧力を強めるため、朝鮮半島沖に艦船などを結集させる動きの中で実施された。 
　具体的には房総半島沖から西に向かう米軍の補給艦に海自最大のヘリコプター搭載型護衛艦「いずも」が並走する。日米の一体化を北朝鮮に対してアピールする狙いがある。 
　ただし、今回の活動の効果は必ずしも定かではない。安保法制で認められた新任務の実績づくりを急いでいるようにも見える。 
　米艦防護は当初、秋の日米共同訓練で実施する計画だったが、北朝鮮情勢の緊張の高まりを受け、前倒ししたのが実態だ。 
　「いずも」はもともとシンガポールで開催される国際観艦式に参加するため出港する段取りだった。それに合わせて急ごしらえで計画を立案したのが本当のところではないか。 
　実施する海域は北朝鮮の弾道ミサイル着弾の可能性が低い太平洋だ。実際の攻撃リスクを回避したかったのかもしれない。しかし、米軍と一体化する中で潜在的な攻撃のリスクは完全には消えない。 
　米艦防護は稲田朋美防衛相の命令に基づくが、「特異な事象」が発生しない限り公表しない方針だ。しかし、こうしたリスクを負う実力部隊の自衛隊の運用が国民の目から遠ざけられ、その承認に国会が関与しなくていいのか、という疑問は残る。 
　米艦防護は米軍のニーズが高い任務とされる。それが日常化する恐れはないのか。慎重な運用が必要だ。

日経新聞
日本経済新聞／2017/5/3 4:00

社説　身近なところから憲法を考えよう

　ひとになぞらえれば、いよいよ古希である。いまの憲法が施行されて70年を迎えた。あちこちガタが来てもおかしくない。だから、大事にいたわるのか、それとも手術に踏み切るのか。思案のしどころだが、その前によく考えておきたいことがある。憲法は何のためにあるのだろうか。
　いにしえの中国の説話のひとつに「鼓腹撃壌」というのがある。皇帝が自分はどう評価されているのかが知りたくて、お忍びで街歩きに出る。すると、老人が「皇帝なんぞ自分とは関係ない」と歌っていた、というものだ。
70年前になかった課題
　為政者の姿を感じさせないのがよい政治というわけだ。鼓腹撃壌とは腹や地面をたたきながら歌い踊るさまを指す。小渕恵三元首相は「国民が鼓腹撃壌でいることが理想」とよく話していた。
　確かに知っている閣僚の名前を挙げよ、といわれて、すぐに思い出すのは誰か。ばりばり活躍している現職でなく、震災の被災者をないがしろにする発言をした前復興相だったりする。記憶に残る為政者ができがよいとは限らない。
　憲法も世論調査で「大事か」と聞かれれば「そう思う」と答える人が大半だろう。だが、日ごろ憲法の存在をさほど意識せずにいる国民の方が多いはずだ。憲法が日々気がかりな社会と、あまり気にならない社会のどちらが暮らしやすいかはいうまでもない。
　70年前の国民はどう受け止めたのだろうか。施行当時、さまざまな解説書が配られた。憲法普及会の『新しい憲法　明るい生活』という冊子は2000万部も印刷されたそうだ。国会議事堂の隣の憲政記念館で開催中の70年記念展示でみることができる。
　題名からわかるように、憲法を難しいものと捉えず、日常生活に則して考えようという内容だ。いまの私たちも同じ視点で見ていったらどうだろうか。
　１年半ほど前、最高裁がこんな判決を出した。女性は離婚後、半年は再婚できないとしていた民法の規定は「過剰な制約」であり、100日を超える部分は違憲と判断した。離婚後に出産した子の父が誰かを科学的に調べることが容易になったことが背景にある。
　同じ頃、渋谷区が同性カップルに結婚に相当する証明の発行を始めた。憲法は「婚姻は両性の合意のみに基づいて成立」と規定し、政府は同性婚を認めていない。同性婚は合憲か違憲か。70年前には議論にもならなかった。
　最高裁が初めて出した違憲判決は刑法の尊属殺人の過重罰規定である。２件目はさほど有名ではない。薬局は互いに近すぎてはいけないという薬事法の規定は違憲であるというものだ。
　経済活動がもたらす弊害を防ぐという目的で設けられた法律や規制はよくあるが、このケースでは最高裁は憲法が保障する職業選択の自由を重くみた。
　それでは、民泊はどうか。配車アプリを使って、マイカーをタクシーのように使うのはどうか。酒の安売り制限はどうなのか。目立つ訴訟にはなっていないが、似たような課題はいまも身近にある。わたしたちは気づいていないだけで、かなり日常的に憲法と触れ合っているのだ。
形式よりも中身が大切
　安倍晋三首相はおととい、改憲派の国会議員らが催す集会に、現職首相として初めて出席した。あいさつでは「理想の憲法の具体的な姿を自信を持って国民に示すときだ」と語り、改憲に本格的に踏み出す意向を鮮明にした。
　となれば、護憲派も身構えようし、憲法を巡り世の中が騒然となる事態も考えられる。暮らしやすい社会をつくるためのルールであるはずの憲法のせいで、社会がぎすぎすしては本末転倒だ。
　立憲君主制の元祖である英国には憲法がない。こう説明すると、多くの人に驚かれる。
　英国は王の権力を少しずつ制限してきた。国民は基本的人権や立法権を獲得し、行政権と司法権の分離がなされた。ひとつにまとめた憲法典はないが、過去の勅令や法律を総称して憲法と呼ぶ。英国民は自国が最古の立憲国家であることを誇りに思っている。
　要するに、形式よりも中身だ。国民が憲法を軽んじれば何が起きるか。明治憲法は大正デモクラシーを育んだが、政党が政争の具にしたことで軍部独裁を生んだ。憲法の書きぶりは大切だが、それを日々の暮らしにどう生かしていくのかは、より大切である。
　護憲か改憲かだけが憲法論議ではない。まずは身近なところから憲法が果たす役割を考えたい。

憲法1.1へ改革のときだ　論説主幹　芹川洋一 
日経新聞2017/5/3付
　70年前の1947年５月３日。東京は朝から冷たい雨だった。昭和天皇は皇居前広場で開いた日本国憲法施行の記念式典への出席を見あわせた。ところが予定を変更、午前10時55分、式典がおわったところで、そぼふる雨のなか傘をさして壇上に立った。天皇陛下万歳の声がわきあがった。
　うれしくも　国の掟（おきて）の　さだまりて　あけゆく空の　ごとくもあるかな
　「新憲法が施行されるに当たり、すがすがしい発足のよろこびを皆と頒（わか）ち合いたいお気持ちでお詠みになった御製である」というのが侍従の解説だ（徳川義寛終戦日記）。
　おそらくこの歌に当時の思いが端的にあらわれている。多くの人が憲法に時代の夜明けや希望を感じとっていたからだ。
　ＧＨＱ（連合国軍総司令部）がわずか９日間でまとめた「押しつけ憲法」だったとしても、戦争放棄や基本的人権などの内容に加え、ひらがな交じりの口語体に世の中は変わったと受けとめた。
低い「規律密度」
　たしかに憲法は平和で自由で豊かな戦後日本のつっかい棒になった。改憲―護憲の対立のなか一度として改正することなく、よくぞ持ちこたえてきたものだ。
　「制度改正は法律で事足りて憲法にまで手をつける必要がなかったのが日本の特徴です」――憲法の比較研究をしたケネス盛マッケルウェイン東大准教授の見立てだ。
　日本国憲法の条文は、他国に比べて簡潔でこと細かに規定していない。「規律密度」が低いのである。だから憲法を書き換えなくても法改正で対応できた。
　そこからいえるのは憲法秩序を改めるとき、憲法典だけでなく関連する付属法も含めて考える必要があるということだ。
　憲法そのものをさわる明文改憲と、付属法を手直しする立法改革をセットにした「憲法改革」という考え方をわれわれが示してきたのはそのためである。
　問題はこの先の国のありようを考えるとき憲法が今のままでいいのかという点だ。70年間、使い慣らしてきたわけで必要なら改憲の手続きに従って「日本国憲法1.1」「1.2」と順次改革していけばいい。
　第１に挙げなければならないのは少子高齢化による人口減少社会への対応だ。
　シルバー民主主義を回避、財政の健全化を進めるためには政治の時間軸を長くする必要がある。目先ばかりでなく将来も考える政治の仕組みづくりである。選挙制度はもちろん、首相の衆院解散権をしばるかどうかも検討課題だろう。
　参院選挙区の合区をさけ、県単位で参院議員を選出する仕組みを維持しようとすれば改憲が避けられない。そのとき参院のあり方をかえる立法改革が求められるのは当然だ。
　第２は民間主導と分権を進めようとするなら、経済的な自由の明確化や地方自治の確立など、中央政府の役割を小さくする制度改革が求められる。明文改憲だけでなく付属法も含めた憲法改革として体制を整えなければならない。
９条に「自衛隊」
　ただ憲法はどこまでいっても９条問題だ。１項と２項はそのままに３項に自衛隊の存在を明記する「加憲」がささやかれ出した。公明党の主張を踏まえたものだ。安倍晋三首相は瀬踏みをはじめている。
　まるでアクロバットのような解釈をつづけ、自衛隊の創設から集団的自衛権の限定容認まできた。が、もはや限界だ。やはり何らか手をつけざるを得まい。
　皇太子さまは戦後70年の2015年、２月23日の55歳の誕生日にあたって記者会見で憲法に次のようにふれられた。
　「わが国は戦争の惨禍をへて、戦後、日本国憲法を基礎として築き上げられ、平和と繁栄を享受しています」
　おそらくこの発言は多くの人の思いと同じに違いない。この先、時代に合わせて改革しながら憲法をうまく使いつづけていく――それが「国の掟」70年の答えだろう。
社説　自衛隊明記の議論を真剣に 
日経新聞2017/5/4付
　自衛隊の存在などを明記する憲法改正を実現し、2020年に施行する。安倍晋三首相がこうした考えを表明した。国民が最も関心を持つ９条の改正から切り込むことで、論議を加速させる狙いのようだ。長年の憲法論争に一気に終止符を打つのか。日本の国家のあり方にもかかわる課題であり、真剣に議論したい。
　自民党は９条を改正する場合、「陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない」との表現を削り、「国防軍を保持する」と書き加えるべきだと訴えてきた。戦前回帰を連想させる面があり、幅広い支持を得られていなかった。
　そのため、党内には、プライバシー権の明記など国民の反発が少なそうな課題を先行させる「お試し改憲」を促す声もあった。
　首相の新提案は(1)交戦権放棄や戦力不保持を定めた９条の１項と２項はそのまま残す(2)自衛隊に関する規定を加える――という内容だ。現憲法を評価しつつ、必要に応じて規定を足す「加憲」を提唱する公明党の手法を取り入れた。
　衆参両院の憲法審査会は「立憲主義とは何か」など抽象的なテーマについて主張を述べ合うにとどまってきた。首相提案をそのまま議題にするかどうかはともかく、もう少し具体的に論議することは有意義ではなかろうか。
　いまの９条はそっくり残すとしても「戦力不保持と自衛隊の存在は両立するのか」「名称は自衛隊のままにするのか」など論点はたくさんある。自衛隊の法的地位が高まることに伴い、文民統制を強化する必要があるかどうかも検討した方がよい。
　国民の大半が自衛隊の存在を認めているのは、世論調査で明らかである。ただ、国内での災害救援や海外での国連平和維持活動（ＰＫＯ）への評価に重点があり、あえて憲法に書き込むほどでもないという考えの人もいよう。
　こうしたことも国会で突っ込んで話し合い、それに伴って国民の考え方が徐々に整理されていくのが理想的な憲法論議である。
日本経済新聞／2017/5/2 4:00
社説　北の脅威を見据えた米艦防護

　北朝鮮情勢の緊迫を受けて、稲田朋美防衛相が安全保障関連法に基づく初めての「米艦防護」を自衛隊に命じた。日米の緊密な連携によって、北朝鮮の無謀な行動を抑止する狙いがある。政府は不測の事態に備え、米韓両国などと協力して日本周辺の安全確保に万全を期していく必要がある。
　平時における米艦防護は、昨年３月に安保関連法が施行されて自衛隊の任務に加わった。対象の米艦船に偶発的な攻撃があれば、必要最小限度の武器使用ができる。今回は海上自衛隊のヘリコプター搭載型護衛艦「いずも」が米軍の補給艦と房総半島沖で合流し、四国沖まで防護する予定だ。
　政府は安保法に基づく新任務として昨年11月、南スーダン国際平和維持活動（ＰＫＯ）に携わる陸上自衛隊の部隊に、民間人らを危機から救う「駆けつけ警護」と「宿営地の共同防護」を付与した。ただ適用の機会はなく、新任務は今回が初実施となる。
　北朝鮮は４月末にも弾道ミサイルを発射した。空中爆発して実験は失敗したとの見方もあるが、国際社会が再三自制を求めるなかでの強行は緊張を高める許しがたい行動だ。通算６回目となる核実験も懸念されている。
　米国のトランプ政権は北朝鮮政策で「対話と圧力」の原則を維持しつつ、軍事行動の可能性も排除しない方針で臨んでいる。今回、米艦防護の対象とした米補給艦はすでに日本海に入っている米原子力空母「カール・ビンソン」を中心とする打撃群の艦艇に補給する可能性もあるという。
　平時から有事までの切れ目のない自衛隊の対応は、安保関連法が目指した法体系の中心的な考え方だ。日米同盟の強化は日本の安全保障にとどまらず、東アジアの安定に向けた屋台骨である。
　一方で米艦防護などは自衛隊と米軍の一体化を招き、日本が戦争に巻き込まれる可能性が増すとの懸念もある。どういう地域や状況で実施するかは、政府が慎重に見極めていく必要がある。

産経新聞
産經新聞／2017/5/3 6:00

主張　憲法施行７０年／戦後最大の危機に備えよ／９条改正で国民を守り抜け

　北朝鮮をめぐる情勢は、日本にとって戦後最大の危機となりつつある。そのさなかに、現憲法は施行７０年を迎えた。
　核・弾道ミサイル戦力の強化に突き進む北朝鮮の脅威を前にして、明白になったことがある。それは、憲法９条と前文が、日本の平和を保つ上で役立たないという現実である。
　憲法改正の「一丁目一番地」は９条を改め、日本が世界の他の民主主義国と同様に、国民を守る「軍」を整えることである。同時に、他者を信頼、依存して自国の防衛という責務を回避する前文も見直す必要がある。
　≪首相は核心に着手せよ≫
　さもなければ、厳しさを増す安全保障環境の下、自衛隊と日米同盟に基づく米軍の抑止力を維持、充実させることはできない。
　安倍晋三首相は１日の「新憲法制定議員同盟」の大会に出席し、「理想の憲法の姿を自信を持って国民に示すとき」だと語った。
　首相は「国防軍」保持の憲法改正草案を有する自民党の総裁でもある。国会の憲法審査会への出席を含め、９条や前文を正す必要性を積極的に説いてほしい。
　９条は戦力の保持や交戦権を認めていない。前文は「平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼」して国民の「安全と生存を保持しようと決意した」と宣言する。
　護憲派は「９条こそが平和と独立を守ってきた」という。ならば、その考え方に立つ政党や政治家、有識者らは北朝鮮の独裁者に説いたらよい。「核とミサイルを放棄して、９条を採用せよ」ということをである。
　北朝鮮は対日核攻撃の恫喝（どうかつ）を繰り返している。危険な国の指導者に９条の効能を説いても無意味だ。実はそれが分かっているから、できないのではないか。
　米軍普天間飛行場の辺野古移設をめぐっては、反対派の抗議活動が今も続いている。だが、日本全体を見渡せばどうか。９条をよりどころにし、自衛隊や米軍の行動に反対する「平和運動」はごく小規模になってきた。
　反戦反米団体の「ベトナムに平和を！市民連合（ベ平連）」などが活発だったベトナム戦争の頃とは、隔世の感がある。
　９条や前文は、極端な「戦後平和主義」をもたらしてきた。安全保障環境の悪化に伴い、これでは日本の平和と安全を保つことはできないことを、国民は実感しだしている。
　だからこそ、安保関連法制をめぐる論戦の後も、安倍政権は強い基盤を維持している。
　トランプ米政権は軍事力の行使を含む「全ての選択肢」を持つと宣言した。そこには、軍事力を外交圧力の支えとする、国際政治の冷厳な現実が反映されている。
　海上自衛隊のヘリ空母型護衛艦「いずも」が米補給艦を守る任務に就いた。強固な日米同盟の姿を示し、北朝鮮に核戦力の放棄を促す一環といえる。
　この「米艦防護」は、昨年３月に施行された安保関連法で活動の根拠がつくられた。在韓邦人を退避させる問題も、同法で初めて集団的自衛権を用いて、米艦船と連携できるようになった。
　≪法制では足りない≫
　民主党（現民進党）や共産党、一部の市民団体は、現憲法は集団的自衛権を認めていないとして安保関連法制定に強く反対した。政府がそれに屈していれば日本は今頃、立ち往生していただろう。
　９条や前文は、日本が現実的な観点から安全保障を議論することを妨げてきた。それは、国民を守る努力の足を引っ張ってきたのと同じ意味だ。
　加えて強調しておきたいのは、現憲法の枠内の安保関連法だけでは、国民の安全を十分に確保できないという点である。
　北朝鮮国内に捕らわれている日本人拉致被害者について、仮に居場所が分かっても、憲法が「海外での武力行使」を禁ずるため自衛隊は救出作戦をとれない。
　憲法に由来する「専守防衛」の重視ではもはや日本を守れない。わずか１０分たらずで北朝鮮から弾道ミサイルが飛来する時代になった今でも、限定的な敵基地攻撃能力さえ保有せずにいる。
　日本学術会議にとって、自衛隊の装備充実など眼中になく、軍事科学研究を拒む声明を出した。北朝鮮危機を眼前にして、この状況である。国民を守る視点を欠く憲法は一日も早く正すべきだ。

産經新聞／2017/5/5 6:00
主張　憲法と緊急事態／議論の矮小化にあきれる

　東日本大震災から日本人は、「想定外」の事態にもっと備えておくべきだと学んだ。それを国会議員は忘れたのか。
　憲法に緊急事態条項を設ける問題が、衆院憲法審査会で取り上げられている。そこで聞こえてくるのは「大規模災害時の国会議員の任期延長」ばかりである。議論の矮小（わいしょう）化というしかない状況である。
　自然災害や有事、テロが招く大規模災害から国民を守り抜くことは国の最も重要な責務だ。最大限の力を発揮できるよう、政府に一時的に権限を集める規定を憲法に置く。それこそが緊急事態条項の核心となるべきだ。
　憲法４５条によれば衆院議員の任期は４年で、解散時に議員はその地位を失うと定めている。任期満了直前や総選挙時に大規模災害が起きれば、投開票が実施できず議員が不在となる可能性がある。
　しかし憲法は５４条で、解散時でも「国に緊急の必要」があれば、参院が国会機能を代行する「緊急集会」を規定している。
　任期延長を論じるのはよいが、緊急事態条項のすべてのように考えるのは誤りである。
　国民を守る措置を直接、実施するのは行政府である。その機能を果たすために何が必要かを考えることが先決ではないのか。
　東日本大震災を上回る被害が予想される、南海トラフ巨大地震や首都直下型地震への備えも、すでに現実の課題になっている。
　発生時に国会審議を待っていたのでは、国民の生命や財産を守れない可能性がある。災害対策基本法は自治体の存続を前提としているが、広域で多数の自治体が壊滅し、機能を喪失するケースは、憲法の次元で考えておくべきだ。
　緊急事態を宣言し、一時的に首相や内閣に権限を集め、法律に代わる緊急政令を出し、財政支出を行う仕組みが必要だ。
　権限の集中は一定期間を経て必ず解除しなければならない。その規定も重要である。
　国民の権利と自由を最大限尊重するのは当たり前だ。しかし、緊急事態にその権利を同様に扱った場合、国民の被害が増し、事態の解決が遅れることはありえる。
　「国際人権規約」は、緊急時の一時的な自由・権利の制限を認めている。これは憲法で定めておくべき重大事である。自分たちの任期延長の話にのめり込んでいる姿には、隔靴掻痒（かっかそうよう）の感がある。

産經新聞／2017/5/4 6:00

主張　首相の９条発言／最大の政治課題に邁進を

　安倍晋三首相が憲法改正への取り組みに、重要な方針を示した。
　自衛隊の根拠規定を設けることを改正内容の柱とし、平成３２年の施行を目指す考えを明確に打ち出した。
　現憲法の最大の欠陥は、国と国民を守る軍に関する規定がないことにある。９条を理由とした自衛隊違憲論がなお存在する。
　核心である９条を取り上げ、期限を定めて改正に取り組む姿勢を支持する。
　これを実現するには、国民の広範な理解を得て、立法府でも改正勢力の結集を図ることが必要である。首相の強い指導力と国民への粘り強い説明を期待したい。
　首相の方針は、民間憲法臨調の会合へ寄せたビデオメッセージで示したものだ。具体的には、平和主義の理念などを示す今の９条１、２項は残しつつ、自衛隊の根拠規定を新たに書き込む。
　改正時期については、東京五輪・パラリンピックの開催を「日本が新しく生まれ変わる」きっかけとする意味で、２０２０年に施行したい考えを強調した。
　自衛隊を明記するのであれば考慮すべき点がある。国民を守る態勢を整えるには、自衛隊に今の性格を持たせたまま憲法に書き込むだけでは足りない。平和主義は踏襲しつつ、自衛隊には日本の国と国民を守る「軍」の性格を与えなければならない。
　弾道ミサイルが飛来する時代に国民を守る妨げとなっているのが「専守防衛」の考え方だ。これを見直すことができる改正内容とすることも重要である。
　注目したいのは、首相が「国の未来、理想の姿を語るもの」という憲法観を語った点だ。憲法に公権力を制約する役割があるのは当然だが、日本国民の憲法である以上、国柄や歴史、伝統が反映されるべきだ。
　憲法改正は自民党の党是である。施行７０年を迎えた節目の日に、首相は党総裁として具体的かつ大きな目標を掲げた。国民への公約でもある。続投を視野に入れる首相は、最大の政治課題として邁進（まいしん）してほしい。
　首相は、日本の未来を支える子供の教育についても、改正で取り上げたい意向を示した。教育無償化を唱える日本維新の会との連携も念頭にあるだろう。教育をいかに位置付けるべきか、党内外の議論で重要になってくるだろう。

東京新聞
中日/東京新聞／2017/5/4 8:00

社説　憲法７０年に考える／大島大誓言が教えるもの

　終戦後の一時期、日本から切り離されようとした伊豆大島で「暫定憲法」がつくられました。その基本原理は立憲主義と主権在民、そして平和主義です。
　当時の伊豆大島の島民には「寝耳に水」だったことでしょう。
　終戦翌年の一九四六年一月二十九日、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）は日本政府の行政権限が及ぶ範囲を北海道、本州、四国、九州とその周辺の島々に限定する覚書を出しました。
　北方四島や沖縄、奄美群島、小笠原諸島などが日本政府の管轄圏外とされましたが、その中に伊豆の島々が含まれていたからです。
　その一方、伊豆諸島の大島については沖縄や奄美、小笠原など、ほかの島しょ部とは違い、米軍による軍政が敷かれないことも明らかになります。当時の島民にとって残された道は、日本からの「独立」しかありませんでした。
　覚書からほどなく、当時、大島島内にあった六村の村長らが集まり、対応策を協議します。
　そこで出した結論が、島民の総意で「暫定憲法」に当たる「大誓言」を制定して議員を選び、その議員で構成する議会が、憲法に当たる「大島憲章」を制定する、というものでした。
　大誓言は存在のみ分かっていましたが、長年不明のままでした。現在の東京都大島町の郷土資料館の収蔵庫からガリ版刷りの全文やメモなど当時の資料が見つかったのは九七年のことです。
　大誓言は趣旨を記した前文と、政治形態に関する二十三の条文から成っています。まず注目すべきは、前文で平和主義をうたっていることでしょう。
　＜よりて旺盛なる道義の心に徹し万邦和平の一端を負荷しここに島民相互厳に誓う＞（現代仮名遣いに修正、以下同じ）
　そして、一条では＜大島の統治権は島民に在り＞と主権在民を掲げます。また、行政府である「執政府」の不信任に関する投票を、議会が有権者に求める「リコール制」も盛り込んでいます。
　当時の日本政府が現行の日本国憲法となる「憲法改正草案」を発表したのが、この年の四月十七日ですから、現行憲法の姿が見える前に、その先を行く進取的な内容をまとめていたのです。
　大誓言を研究する憲法学者で名古屋学院大現代社会学部准教授の榎澤幸広さんは「大誓言には権力を制限し、監視するという立憲主義の精神が表れています。この思想は近代憲法の一番重要な部分です」と評価します。
　大誓言の取りまとめは、大島六村の一つ、元村村長で、「島の新聞」を発行する元新聞記者でもあった柳瀬善之助（一八九〇〜一九六八年）が中心となり、大工で共産党員だった雨宮政次郎（一九〇五〜五二年）、三原山に自殺防止のための御神火茶屋をつくった高木久太郎（一八九〇〜一九五五年）らが協力します。
　では、彼らはどうやって暫定憲法をつくったのでしょう。
　終戦後、本土では新しい憲法の制定を目指す動きが活発でした。四五年十一月には共産党の「新憲法の骨子」、十二月には民間の憲法研究会による「憲法草案要綱」が発表されています。
　これらは新聞にも掲載され、大島にも船で届いていました。榎澤さんは「こうしたものを参考にした可能性はある」と話します。
　しかし、それ以上に影響を与えたのが、離島という地理的な要因と戦争という時代的背景です。
　大島のような離島では戦前「島嶼（とうしょ）町村制」が敷かれていました。本土の町村制とは違い、自治権や公民権を制限する差別的な制度です。本土で男子による普通選挙が導入された後も、納税額による制限選挙が続いていました。
　また、戦時下や終戦直後の島民の生活は、食糧や生活物資に乏しく、苦しいものでした。
　榎澤さんは、柳瀬らがこうした状況を「反面教師」として、平和主義や主権在民の「大島憲章」をつくろうとしたと推測します。
　大誓言は三月上旬にできましたが、二十二日にＧＨＱ指令が修正され、伊豆の島々は五十三日目に日本の管轄圏内に復帰します。大島の独立は幻となり、大誓言はしばらく忘れ去られていました。
　しかし、大誓言の存在は、明治から昭和にかけて数多くつくられた私擬憲法とともに、平和主義や主権在民が、日本人が自ら考え出した普遍的な結論であることを教えてくれます。決してＧＨＱの押し付けなどではありません。
　今、時の政権の思惑で改憲論議が活発になり、立憲主義が蔑（ないがし）ろにされつつあります。だからこそ、自ら憲法をつくろうとした先人たちの気概に学ばねばと思うのです。

中日/東京新聞／2017/5/3 8:00

社説　憲法７０年に考える／９条の持つリアリズム

　日本国憲法が施行されて七十年。記念すべき年ですが、政権は憲法改正を公言しています。真の狙いは九条で、戦争をする国にすることかもしれません。
　七十年前の一九四七年五月三日、東京新聞（現在の中日新聞東京本社）に憲法担当大臣だった金森徳次郎は書いています。
　＜今後の政治は天から降って来る政治ではなく国民が自分の考えで組（み）立ててゆく政治である。国民が愚かであれば愚かな政治ができ、わがままならわがままな政治ができるのであって、国民はいわば種まきをする立場にあるのであるから、悪い種をまいて収穫のときに驚くようなことがあってはならない＞
　金森は名古屋市出身で、旧制愛知一中（現旭丘高）、東京帝大法卒。大蔵省を経て法制局長官になっています。戦後、貴族院議員になり、第一次吉田茂内閣で国務大臣をつとめました。帝国議会ではこんな答弁もしています。憲法九条についてです。
　＜名実ともに平和の一路に進む態度を示しましたことは、画期的な日本の努力であると思う（中略）衆に先んじて一大勇気を奮って模範を示す趣旨である＞
　九条一項の戦争放棄は二八年のパリ不戦条約の眼目でした。だから、九条の驚きは、むしろ二項で定めた戦力を持たないことと交戦権の否認です。前述の金森の答弁はこれを「画期的」だと述べているのです。
　日本国憲法の第一章の「天皇」に次いで第二章が「戦争の放棄」ですから、この憲法の中核のアイデンティティーであることが外形的にもうかがわれます。多くの条文を九条が根底から支えているとも言われています。
　しかし、新憲法に対しては、当時から不満の声が一部にありました。とくに旧体制の中枢部にいた人たちからです。
　天皇に政治的な権力がないことを嘆いていたのです。だから「山吹憲法」とか「避雷針憲法」とか軽蔑的な呼び方をしました。山吹とは室町時代の武将・太田道灌の「実の一つだになきぞかなしき」の故事になぞらえています。避雷針は雷が天皇に落ちないように避ける手段だと読んだのです。
　もちろん「押しつけ憲法」という声もいまだにあります。でも、新憲法案が七十年前、帝国議会の衆議院でも貴族院でも圧倒的な大多数で可決されていることを忘れてはなりません。衆議院では賛成四百二十一票、反対八票、これが議会での現実だったのです。
　九条も悲惨な戦争を体験した国民には希望でした。戦争はもうこりごり、うんざりだったのです。かつて自民党の大物議員は「戦争を知る世代が中心である限り日本は安全だ。戦争を知らない世代が中核になったときは怖い」と言っています。今がそのときではないでしょうか。
　集団的自衛権の行使容認を閣議で決めたときは、憲法学者らから法学的なクーデターだという声が上がりました。九条の枠から逸脱しているからです。安全保障法制もつくりましたが、これで専守防衛の枠組みも崩れました。でも、改憲派がもくろむ九条を変えて、戦争をする国にすることだけは阻止せねばなりません。
　何しろ今年は日中戦争から八十年の年にもあたります。勃発時には参謀本部内では戦争の不拡大を主張する意見もありましたが、主戦論にのみ込まれ、それから八年もの泥沼の戦争に陥りました。相手国は百年たっても忘れない恨みであることでしょう。
　それなのに一部は反省どころか、ますます中国と北朝鮮の脅威論をあおり立てます。同時に日米同盟がより強調され、抑止力増強がはやし立てられます。抑止力を持ち出せば、果てしない軍拡路線に向かうことになるでしょう。
　実は九条が戦後ずっと軍拡路線を防いでいたことは間違いありません。それも崩せば国民生活が犠牲になることでしょう。
　戦後、首相にもなったジャーナリストの石橋湛山には、こんな予言があります。
　＜わが国の独立と安全を守るために、軍備の拡張という国力を消耗するような考えでいったら、国防を全うすることができないばかりでなく、国を滅ぼす＞
　これが九条のリアリズムです。「そういう政治家には政治を託せない」と湛山は断言します。九条の根本にあるのは国際協調主義です。不朽の原理です。
　国民は種まきをします。だから「悪い種をまいて収穫のときに驚くようなことがあってはならない」−。金森憲法大臣の金言の一つです。愚かな政治を招かないよう憲法七十年の今、再び九条の価値を確かめたいものです。
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社説　初の米艦防護／本当に必要な任務か

　稲田朋美防衛相が自衛隊に「米艦防護」を初めて命令した。米国と北朝鮮との軍事的緊張が高まる中、日米の連携強化を誇示する政治的な意味合いが強く、本当に必要な任務なのか、疑問が残る。
　米艦防護は自衛隊が平時に米国の艦艇などを守る「武器等防護」の活動で、安倍政権が成立を強行し、昨年三月に施行された安全保障関連法に基づく新しい任務だ。
　海上自衛隊のヘリコプター搭載型護衛艦「いずも」がきのう、横須賀基地（神奈川県）を出港し、東京湾を出た太平洋上で米海軍の補給艦と合流。四国沖まで一緒に航行して護衛する、という。
　米艦防護活動中に、米軍への攻撃や妨害行為があった場合、阻止するための武器使用が認められているため、自衛隊が紛争の引き金を引きかねない任務でもある。
　とはいえ、今回の米艦防護は、軍事的合理性よりも政治的な思惑が先行している感が否めない。
　一つは、東アジアの軍事的緊張には米軍と自衛隊が共同で対処するというメッセージである。
　弾道ミサイル発射を繰り返し、核開発を進める北朝鮮をけん制するだけでなく、東アジアで軍事的存在感を増している中国やロシアにも向けられているのだろうが、日米連携をことさら強化することは、逆に東アジアの緊張を高めることになりかねない。
　もう一つは日本の軍事的役割を強化する安倍政権の狙いである。
　米補給艦は、米原子力空母カール・ビンソンを中心とする空母打撃群などが展開する朝鮮半島沖へ向かうとみられるが、「いずも」が護衛するのは四国沖までだ。
　北朝鮮が太平洋側で米艦を攻撃する能力を持っている可能性は低く、他の国やテロ組織による米艦攻撃も想定しづらい。
　そもそも必要性に乏しい米艦防護に踏み切った背景には、憲法学者ら多くの専門家が憲法違反と断じた安保法を既成事実化し、自衛隊と米軍との軍事的一体化を加速する狙いがあるのだろう。
　北朝鮮の挑発行動に、米トランプ政権は軍事攻撃を含む「あらゆる選択肢が机上にある」としているが、安倍政権がすべきは米国に同調して軍事的圧力を強めることではなく、緊張緩和に向けて関係国に対し、対話や国際協調を粘り強く働き掛けることだ。
　「日米同盟」の誇示でなく、外交努力を尽くすこと。それが、武力による威嚇や武力の行使を、国際紛争の解決手段としては永久に放棄した日本の役割である。

しんぶん赤旗
しんぶん赤旗2017年5月3日(水)
主張　憲法施行７０年　安倍政権の執念と矛盾見据え

　日本国憲法が、１９４６年１１月３日に公布、半年後の翌４７年５月３日に施行されてから、７０年を迎えました。７０年の長きにわたって憲法が維持されてきたこと自体、国民に支持され、定着してきたことを証明するものです。占領下の「押し付け」を言い立て、改憲を公言する安倍晋三政権のもと、秘密保護法や安保法制＝戦争法の制定、「共謀罪」導入など解釈改憲の策動が相次ぎ、９条など憲法の条文そのものも変えてしまう明文改憲までかつてない動きを見せています。改憲の執念とともに矛盾を見据え、７０年を経た憲法を守り生かしていくことが重要です。
歴史が裏付けた値打ち

　施行７０年を記念して、東京・竹橋の国立公文書館や永田町の憲政記念館で記念の展示が行われています。その一つ、公文書館に展示された日本国憲法の原本は、強い力で迫ってくるものがあります。
　「日本国民は、正当に選挙された国会における代表者を通じて行動し…政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意し…この憲法を確定する」（前文の冒頭）
　国民主権、平和主義と戦争放棄、基本的人権の尊重などは、日本国憲法の大切な原則です。
　アメリカの法学者はかつて、世界の成文化された憲法を比較して、「世界でいま主流になった人権の上位１９項目までをすべて満たす」と述べたことがあります（「朝日」２０１２年５月３日付）。日本の憲法は、手付かずに生き続けてきたその「長さ」だけでなく、「信教の自由」や「女性の権利」など、人権保障の「先進ぶり」でも抜きんでているというのがその指摘です。
　日本国憲法は、アジア・太平洋戦争での敗戦からわずか１年余りで制定、公布されました。安倍首相や改憲勢力は占領下の「押し付け」を言い立てますが、戦争による日本全土の荒廃が目の前にあり、二度と戦争の惨禍は繰り返さないという国民的な決意が背景となって制定され、７０年にわたって憲法を支えてきたのは明白です。
　「昭和二十二年（一九四七年）五月三日―それは私たち日本国民が永久に忘れてはならない新日本の誕生日である」（憲法普及会『新しい憲法　明るい生活』）
　「こんどの憲法では、日本の国が、けっして二度と戦争をしないように、二つのことをきめました。その一つは…戦争をするためのものは、いっさいもたないということ（中略）もう一つは…けっして戦争によって…じぶんのいいぶんをとおそうとしないということ」（文部省『あたらしい憲法のはなし』）
　公布や施行に前後して、政府や国会から大量に発行された憲法の解説にも、新憲法に対する国民の高揚感が示されています。
守り生かす国民の意思

　安倍首相のように、憲法を「押し付け」と非難し、明文であれ、解釈であれ、「壊憲」の策動を繰り返すことが、こうした出発点に反しているのは明らかです。安倍首相が「任期中の改憲」を公言しても、改憲派でさえまとまらず、国会での改憲案づくりが前進しないのも、国民の意思に根本的に反しているからです。
　改憲の執念は軽視しない。しかし矛盾も大きいことを直視し、憲法を守り生かしていきましょう。
しんぶん赤旗2017年5月5日(金)
主張　安倍氏「改憲」明言　９条破壊の暴走加速許されぬ

　安倍晋三首相（自民党総裁）が施行７０年の憲法記念日に、「2020年を、新しい憲法が施行される年にしたい」と明言し、自衛隊の存在を９条に書き込むことなどを表明したビデオメッセージを改憲派の会合に寄せました。安倍首相は自民党内きっての右翼・タカ派ですが、改憲の具体的な目標時期に踏み込んだのは初めてであり、９条を標的にすると口にしたことは重大です。憲法施行の記念日に、改憲への執念をあらわにし、期限を区切って改憲をあおる姿勢はあまりに異常です。首相の暴走を許さない世論を広げることが急務です。
異常な執念、進まぬ焦り

　「憲法はたった一字も変わることなく、施行７０年の節目を迎えるに至りました」「（国会の）憲法審査会における『具体的な議論』をリードし、その歴史的使命を果たしてまいりたい」「憲法改正に向けて、共に頑張りましょう」―。改憲派の会合で紹介された首相のビデオメッセージは、現行憲法をとにかく変えたいという異様な執念と高揚感に満ちたものでした。
　安倍首相は今年初めから、憲法施行７０年を引き合いに「新たな国づくりを本格的に始動」（年頭所感）、「次なる７０年」（１月の国会での施政方針演説）と改憲意欲をにじませ、自民党の総裁任期を３期９年に延長した３月の党大会では、首相の肝いりで「憲法改正原案の発議に向けて具体的な歩みを進める」という表現を運動方針に明記させました。それでも改憲実施の時期や、具体的な内容については、国民の批判の高まりを恐れて、首相自身が進んで明らかにすることは避けてきました。
　首相が今回、「新憲法」施行を２０年にしたいと前のめりの発言をし、自衛隊の９条明記などを具体的に提起したのは、改憲議論を加速させる狙いであることは明白です。それは国会の憲法審査会の議論が進展しないことへの焦りといらだちの裏返しでもあります。
　首相が改憲項目の冒頭に９条をあげ、自衛隊を憲法上位置付けると表明したことは、改憲の｢本丸｣が９条にある本音を示すものです。自衛隊を９条に書き込むことは、「戦争放棄」の１項や｢戦力不保持｣の２項と矛盾するもので、従来の「歯止め」をなくし、海外での武力行使を文字通り無制限にすることにつながるものです。発足以来、海外で一人も殺さず、一人も殺されることのなかった自衛隊の性格を、根本から変える重大な改悪にほかなりません。
　だいたい９条の改憲は、国民世論が望んでいません。最近のメディアの世論調査でも９条を評価し、その改定に反対する声は多数です。それでも９条の改憲を力ずくで行おうとするのか―。民意無視の暴走は絶対に通用しません。
五輪持ち出す筋違い

　首相の「改憲加速」表明の場が､改憲派会合や､改憲をあおる｢読売｣インタビュー（３日付）という“内輪”なのは、改憲を国民に正面から語れない矛盾の表れです。２０年という改憲目標で、東京五輪開催を持ち出すことは、全く筋違いであり、改憲に何の大義もないことを浮き彫りにしています。
　５万５千人が参加した３日の東京の集会をはじめ全国津々浦々で、憲法を守り生かそうと国民の熱い思いは示されています｡“安倍壊憲”阻止の声をさらに強く大きくしていこうではありませんか。
しんぶん赤旗2017年5月4日(木)
主張　自衛隊の米艦防護　米の戦争に参戦の危険高める

　安倍晋三政権は、北朝鮮情勢の緊迫化の中、安保法制＝戦争法の一環である自衛隊法の「武器等防護」規定に基づき、海上自衛隊による「米艦防護」任務を初めて実施しました。北朝鮮の核・ミサイル開発の加速は、断じて容認できません。しかし、今回の「米艦防護」は、軍事に軍事で対抗し合う悪循環をさらに加速し、外交的手段での問題解決を遠ざけることになります。トランプ米政権が北朝鮮への武力行使に踏み切れば、自衛隊が先制攻撃の戦争に自動的に参戦することになりかねない極めて危険な行為であり、絶対に許されません。
「武器等防護」の初適用

　戦争法は､自衛隊法９５条の2に､自衛隊が米軍やその他の外国軍の｢武器等｣を警護し、必要があればその兵士や「武器等」を防護するために武器を使用することができるという新たな任務を盛り込みました。自衛隊自身が保有する「武器等」を防護する従来の規定に加え、初めて米軍など外国軍の「武器等｣にまで対象を拡大しました｡
　自衛隊法は、「武器等」について「武器、弾薬、火薬、船舶、航空機、車両」などと規定しています。「武器等」には、米軍の原子力空母をはじめとした艦船、爆撃機や戦闘機、ミサイルなど、あらゆる兵器が含まれます。米軍などの「武器等」を警護・防護するため、自衛隊は保有する全ての「武器等」を使用できます。
　海自最大の艦船であるヘリコプター搭載型護衛艦「いずも」が米海軍の貨物弾薬補給艦の防護任務に就いたのは、この「武器等防護」規定の初適用です。
　「いずも」は、“ヘリ空母”と呼ばれるように、防空能力は限定的であり、警護する米艦へのミサイルや戦闘機による攻撃への対処は不可能と指摘されています。「いずも」が「米艦防護」任務を実施する海域も、北朝鮮から攻撃される可能性が低い房総半島沖から四国沖の太平洋です｡今回の行動が､「米艦防護」任務の初実施という実績作りとともに、日米軍事一体化をアピールし、軍事的威嚇を強める狙いからなのは明白です。
　いったん実績ができれば、日本海に展開する米原子力空母カール・ビンソンや米イージス艦に対する「米艦防護」や、米戦闘機に対する「米軍機防護」などへと拡大する危険もあります。
　安倍政権が、今回の「いずも」の「米艦防護」任務の実施について公式な発表を行っていないことは重大です。
　安倍政権が昨年末に決定した「武器等防護」規定の「運用指針」は、実施状況を直ちに公表するのは、米軍や自衛隊が攻撃されるなど「警護の実施中に特異な事象が発生した場合」に限られています。攻撃を受けた時の武器使用の判断は、米軍の情報に大きく依存する自衛隊の現場指揮官が行います。攻撃を受けて公表された時には、既に戦闘状態に入っているということになりかねません。
外交的な解決に全力を

　万一、トランプ政権が北朝鮮を軍事攻撃した場合、日本は「米艦防護」のための武器使用によって自動参戦させられることになります。北朝鮮の核・ミサイル開発問題は、破滅的な犠牲を生み出す戦争では決して解決しません。安倍政権は、外交的な解決に全力を挙げることが求められます。
北海道新聞
北海道新聞／2017/5/3 10:00

社説　憲法施行７０年／危機の時こそ役割が増す

　日本国憲法が１９４７年に施行され、きょうで７０年を迎えた。日本の民主主義は、この憲法で初めて国の仕組みとして定められた。
　施行の翌月、ある小説の連載が始まった。「青い山脈」だ。作者の石坂洋次郎は「これから日本国民が築き上げていかねばならない民主的な生活の在り方を描いてみようと思った」と述べている。
　戦争を支えた封建的な価値観を脱ぎ捨て、人間らしさを求める若者たち。人々は共鳴し、映画にもなった。「古い上衣（うわぎ）よさようなら」と告げる主題歌には、こうした思いがこもっているのだろう。
■戦後をないがしろに
　国民はその後も、憲法がうたう民主主義を社会に定着させるため努力を続けてきた。だが近年、戦後の歩みをないがしろにする政治の動きが強まっている。
　２０１３年、特定秘密保護法が成立した。戦前の政府が国民に情報を隠した「軍機保護法」と本質的に似ている。
　２年後の１５年には安全保障法制が成立。それまで違憲とされてきた集団的自衛権の行使を認めた。
　さらに２年後が今年だ。「共謀罪」の構成要件を変更してテロ等準備罪を新設する組織犯罪処罰法改正案が国会に提出されている。
　適用団体には「テロリズム集団その他の組織的犯罪集団」と曖昧な部分が含まれ、拡大解釈の余地を残している。市民の日常が監視され、政府に批判的な市民運動を萎縮させる懸念がぬぐえない。
　戦前の「治安維持法」が、戦争に反対する思想を弾圧した歴史と重なる面がある。
　安倍晋三政権が重要政策として推進したこの三つは一連のものと言えるだろう。国民に情報を伝えず、戦争へのハードルを下げ、批判的な運動を威圧する。
　「古い上衣よこんにちは」である。憲法と民主主義の精神から離れる政治を、いま強く懸念する。
■米軍と一体化は危険
　朝鮮半島情勢が近年になく緊張する中、憲法の平和主義がますます重要となっている。
　北朝鮮は自ら核開発をしながら「挑発には先制核攻撃で応じる」と脅しをかける。トランプ米政権は「大規模な衝突の可能性」に言及、武力行使をちらつかせる。
　こうした中、安倍首相は米政権に親密に寄り添っている。
　自衛隊と米軍の一体化が進む。日本の護衛艦や戦闘機が、北朝鮮に向かう米空母と共同訓練をした。安保法に基づく米艦防護という新任務に護衛艦が派遣された。
　先日の全国世論調査では、トランプ政権の北朝鮮への対応を支持する声が５３％と、不支持の３８％を上回った。北朝鮮の横暴を抑え、国民の生命を守ってほしい、といった思いがあるのだろう。
　だが待ってほしい。米国の軍事行動に付き従えば、日本は本当に安全になるのか。逆に危険にさらすことになりはしないか。
　米軍が突然シリアにミサイルを撃ち込んだように、トランプ政権には予測不能な側面がある。
　いま米国が朝鮮半島で行動を急いでいるのは、北朝鮮が首都ワシントンまで届く核ミサイルの開発を進めているからだろう。
　現時点では、北朝鮮のミサイルは米本土に届かない。米朝間で武力紛争が起きたとき、戦場になるという点でより大きなリスクを負うのは韓国と日本だ。
　北朝鮮は、ソウルを狙い多数のロケット砲などを配備している。だから韓国大統領選の有力候補はそろって、北朝鮮を暴発させないため米国に自制を求めている。
　日本も中距離弾道ミサイルの射程内だ。米軍との一体化を強めれば、紛争に巻き込まれ攻撃を受ける危険がさらに強まるだろう。
　政府は双方に冷静な対応を求め、対話による解決を主導するべきだ。
　歯止めとしての憲法の役割をきちんと認識することが、国民の命と安全を守る有効な手段となる。
■国民主権と相いれぬ
　敗戦を機に否定された教育勅語に対して、歴代政権に比べ安倍政権は寛容なようだ。
　政府は「教育の唯一の根本とする指導は不適切」としつつも、「憲法や教育基本法に反しない形で教材として用いることまでは否定されない」と閣議決定した。
　教育勅語には親孝行などの徳目もあるが、その核心は「危急の事態が起きたら一身をささげて皇室国家のために尽くせ」と軍国教育を支えた部分にある。個人の尊重や国民主権と相いれない。
　きょうは朝日新聞阪神支局の襲撃事件から３０年でもある。記者が男に撃たれ死亡した。真相は明らかになっていないが、ヘイトスピーチなど異論を排除する空気と同根であるのは間違いない。
　多様な意見が健全な民主主義をかたちづくる。憲法記念日にその原点をかみしめたい。

北海道新聞／2017/5/5 10:00

社説　首相「２０年改憲」国会に委ねたはずでは

　安倍晋三首相が憲法記念日に改憲派の集会で２０２０年の改定憲法施行を目指す意向を表明し、９条の１・２項を残しつつ自衛隊の存在を明記することが「国民的議論に値する」と訴えた。
　改憲内容は国会に委ねる姿勢を示してきた首相が、衆参の憲法審査会の議論が本格化する矢先に一転、時期まで明示した。首尾一貫しない国会軽視の姿勢は問題だ。
　改憲が大きな焦点となった昨年の参院選で、首相は具体論には触れぬまま、改定発議が可能な衆参３分の２の改憲勢力を手にした。
　今国会の施政方針演説でも「憲法審査会で具体的な議論を深めよう」と呼びかけたばかりである。
　有権者にも国会にも語らなかった内容を改憲派だけに一方的に発信した。不誠実ではないか。
　背景には審査会の議論が首相の思い描くようには進んでいないことへの焦りがあろう。審査会は民進党などとの合意形成を重視し、丁寧な運営を心がけてきた。
　自民党総裁として目指す改憲案を封印すべきだとは言わない。だが国会が意のままに動かぬとみるやいきなり結論を打ち出す。そんな進め方では民進党は反発し、合意形成はむしろ遠のくだろう。
　首相はそこを見越し、民進党の改憲派に揺さぶりをかけた上で発議を強行し、国民投票と国政選挙の「ダブル選挙」で賛成を訴えるのが狙いではとの観測もある。
　改憲まで数の力で押し切ることがあってはならない。
　自衛隊が合憲か違憲か、憲法に明記すべきかどうかは確かに長年論議を呼んできた。だが「９条の下での自衛隊」であることによって、日本の平和主義と専守防衛政策が確立されてきた歴史がある。
　安全保障法制で集団的自衛権の行使を認めた上に自衛隊を明記すれば、その歯止めがさらに失われかねない危険性を指摘したい。
　２０年の東京五輪・パラリンピックを政治利用するかのような発言も見過ごせない。
　首相は高度経済成長期に開催された前回の東京五輪と比較しながら、２０年を「新しく生まれ変わった日本がしっかりと動きだす年、新しい憲法が施行される年にしたいと強く願っている」と述べた。
　五輪は改憲に賛成の人も反対の人も、国民挙げて成功を願っている。発言には五輪を前に国民の分断が進みかねない危うさがある。
　憲法を議論するにしても大前提は国会と国民の間の信頼関係だ。いまの首相の下で、それが望めるだろうか。
北海道新聞／2017/5/2 10:00

社説　米艦防護／軍事協力傾斜は危うい／ 

　安全保障法制に基づく新任務で初めて実際の運用となる「米艦防護」がきのう、海上自衛隊の護衛艦と米補給艦が合流し始まった。周辺を警戒監視しながら２日ほどで太平洋を四国沖まで航行する。
　核・ミサイル開発を進める北朝鮮に軍事的圧力を強めている米国を支援し、日米同盟の結束をアピールする思惑があるのだろう。
　北朝鮮は先月末にまたも弾道ミサイルを発射した。失敗に終わったとみられるが、国際社会の警告を無視した挑発はもちろん、絶対に正当化できない暴挙である。
　だが、米朝緊張のさなかに自衛隊と米軍の一体運用を加速させれば、偶発的な衝突の危険が増す。
　日本が取るべき道は軍事面で米国に追随することではない。米国に自制を促し、平和解決に向けた行動の先頭に立つことである。
　他国軍の武器・弾薬などを、自衛隊が平時や武力攻撃に至らないグレーゾーン事態で守るのが「武器等防護」だ。中でも朝鮮半島有事をにらんだ米艦の防護は、米側の強い要請があるとされてきた。
　日米両政府は、まず危険が少ない四国沖までの航行で安保法の実績作りを狙った側面もあろう。現在の緊迫した情勢なら世論の支持を得やすいとみた可能性がある。
　だが、この任務が広がれば、自衛隊のリスクは確実に高まる。
　自衛隊は「合理的に必要と判断される限度」で武器を使用できるが、限度の線引きは難しい。
　米艦への偶発的、威嚇的攻撃に自衛隊が応戦すれば全面衝突に発展する懸念が指摘されてきた。
　実施は基本的に米国などの要請を受け防衛相の判断で決める。重大任務なのに国会の関与をほとんど前提としていないのも問題だ。
　いま、米側が過度の威嚇をすれば北朝鮮が先制攻撃を受けるのではという疑心暗鬼に陥り、暴発しかねないリスクがささやかれる。
　そうした事態を避けながら北朝鮮に対する制裁包囲網を強め、いかに対話の場に引き出すか。国際社会が総力を挙げて外交手段を尽くさなければならない。
　ところがどうだ。安倍晋三首相は北朝鮮の核問題を巡る６カ国協議の現時点での再開について「対話のための対話は何の解決にもつながらない」と全面否定した。
　無論、北朝鮮の核保有を前提とする話し合いには応じられないが、はなから対話の糸口を断つような物言いはいかがなものか。
　日米の行動が、緊張を高めるだけの「圧力のための圧力」であってはならない。

河北新報
河北新報／2017/5/3 8:00

社説　憲法施行７０年／「平和」に込められた思いは

　大きな功績を残しながら、歴史に埋もれた人物は少なくない。新たな目で掘り起こされ、光が当たるのはしばしば時代の転換期である。
　日本国憲法９条に「平和」の文言を入れたという元司法大臣鈴木義男（１８９４〜１９６３年）＝白河市出身＝も、そうした一人であろう。
　今からさかのぼること７１年前。敗戦直後、日本社会党から出て衆院議員に初当選した鈴木は、帝国憲法改正案を議論する衆院特別委員会の小委員会のメンバーになった。
　論議の末、鈴木の提案を基に、ＧＨＱ（連合国軍総司令部）案にもなかった一節が追加修正された。「日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し」という９条１項の冒頭部分である。
　古関彰一独協大名誉教授が、憲法制定過程を調べる中で発掘した。近著『日本国憲法の誕生　増補改訂版』で、「戦争」の担い手が国家であるのに対して、「平和」は個々の国民の権利になった、と修正を高く評価している。
　「高き理想を掲げて（戦争を）撤廃する」（回顧録）という鈴木の熱情が吹き込まれた憲法は、施行から７０年の節目を迎えた。ここにきて取り巻く環境は激変している。
　改憲勢力が衆参両院で発議に必要な３分の２の議席を占める中、両院の憲法審査会で論議が行われるなど、改憲の「体温」が徐々に高まってきているようにも映る。
　けん引役は安倍晋三首相だ。憲法施行７０年を踏まえて「理想の憲法の具体的姿を国民に示す時だ」と訴えた。ただ、その中身についてはだんまりを決め込んでいる。
　首相が脱却を唱えた「戦後レジーム」は、憲法と表裏一体の関係にある。リセットをもくろむならば、象徴である９条を変えたいはず。緊急事態条項などは入り口にすぎない。９条改正への道筋を付けるため、超長期政権を思い描いているのは明らかだ。
　「今ほど鈴木が脚光を浴びているときはない。改憲への危機感が広まっていることの表れではないか」。鈴木が東北学院の中等部に在籍した縁で足跡を研究してきた仁昌寺正一・同大教授はこう語る。
　鈴木は戦前、東北帝国大学の教授を務めていたが、軍事教育を巡って軍部と対立、職を辞して弁護士に。その時に治安維持法違反事件の被告の弁護を引き受けている。
　仁昌寺氏は「戦争、人権抑圧の時代を経験したからこそ、何物にも拘束されず自由に生きられる『平和』の意味を深く考え、９条に組み入れたと思う」と真意を読み解く。
　時あたかも「共謀罪」の趣旨を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案が国会で審議中。思想弾圧に利用された治安維持法になぞらえる批判もあり、仁昌寺氏は「戦前と似てきたのでは」と危惧する。
　鈴木が追い求めた理想の「平和」とは何か。憲法記念日に思い巡らしてみたい。

河北新報／2017/5/4 8:00

社説　首相「改憲２０年施行」／拙速禁物　必要性の議論が先

　国会で足踏み状態にある憲法改正論議に、業を煮やしたに違いない。だんまりを決め込んできた安倍晋三首相がきのう、改憲の道筋について初めて口を開いた。
　日本に平和と繁栄をもたらした現憲法の基本理念を傷つける恐れはないのか。国民投票という最終決定権を持つ国民は、その行方と真意を見定めなければならない。
　安倍首相は都内で開かれた改憲推進派の会合にビデオメッセージを寄せ、自民党総裁として改憲を実現し、東京五輪、パラリンピックが開催される２０２０年の施行を目指す、と明言した。
　これまでは野党を刺激しないように表立って具体的な発言を控えてきたが、首相がリーダーシップを取って、憲法改正という目標に突き進んでいく決意を示した格好だ。
　本丸は９条である。「戦争放棄」「戦力の不保持」を定めた１項、２項は残しつつ、自衛隊の存在を明記する文言を追加するよう提案した。その理由として「違憲かもしれないとの議論が生まれる余地をなくすべきだ」と語った。
　野党の民進党にも、同様の改憲論者がいることを踏まえての発言だろう。
　それだけではあるまい。「戦後レジーム」の象徴である９条の改正自体が、安倍首相の悲願と言っていい。安全保障関連法を成立させ、９条を「骨抜き」にした今、総仕上げとして位置付けているのではないか。
　安倍首相にとって、憲法改正は時間との闘いでもある。
　１８年９月の党総裁選で３選を果たし、２１年９月までの任期延長というシナリオは織り込み済みだろう。ただ、任期満了を迎える１８年１２月までに衆院解散があるとみられ、１９年夏には参院選が控える。
　「国の未来の姿を議論する際、教育は重要なテーマ」と、安倍首相があえて触れたのは、「教育無償化」を改憲項目として掲げる日本維新の会を意識しているはずだ。改憲をてこに協力を進めていく、というメッセージだろう。
　改憲勢力が衆参両院で発議に必要な３分の２議席を占めているうちに、着地点を見据えて改憲論議を加速させていきたいという強い意欲がうかがえる。それは焦りの裏返しでもあろう。
　国会の憲法審査会での議論が停滞していることと無縁ではない。身から出たさびとはいえ、森友学園問題、今村雅弘前復興相の失言、政務官の不祥事などが響き、審議のペースが遅れている。安倍首相が望むテーマの絞り込みとは程遠い状況だ。
　安倍首相が挙げた自衛隊の明記、教育無償化のほか、緊急事態条項、環境権、解散権など、これまで俎上（そじょう）に上った課題はいずれも差し迫ったものではない。なぜ期限を区切ってまで急ぐのか。改憲が自己目的化していると言わざるを得ない。まず必要性の議論を積み上げていくべきだ。

河北新報／2017/5/2 8:00

社説　初の米艦防護／なし崩し的拡大に歯止めを

　北朝鮮情勢の緊迫化を口実にした安全保障関連法の実績づくりの疑念が拭えない。自衛隊が平時から米軍の艦艇を守る「武器等防護」がきのう、昨年３月の安保法施行後、初めて実施された。
　本来、「矛」と「盾」との関係にある米軍と自衛隊の一体的な運用が加速していけば、自衛隊が戦闘行為に巻き込まれる危険性が一段と高まるのは否定できない。
　なし崩し的な拡大にならないよう、リスクを見極めた歯止めが不可欠だ。
　米軍の要請を受けて、稲田朋美防衛相が実施を命じた。平時の実施状況の公表は運用指針で「警護（防護）の実施中に特異な事象が発生した場合」に限られており、チェック機能が働きにくい。
　国会は情報公開の在り方を含めて、武器等防護の実態を徹底検証すべきである。
　海上自衛隊最大級のヘリコプター搭載型護衛艦「いずも」が米海軍の補給艦と千葉・房総半島沖で１日午後合流し、太平洋を２日ほどかけて四国沖まで航行する。
　自衛隊法に新たに設けられた「米軍等の武器等防護」に基づくもので、安保法施行で可能になった。主に米軍艦艇の防護を想定していることから「米艦防護」と呼ばれる。　平時や、特定の国からの武力行使に至らない「グレーゾーン事態」が対象で、現に戦闘行為が行われている海域では実施できない。
　今回は北朝鮮からの妨害や威嚇を受ける可能性が低いのを見越した、「お試し訓練」の色合いが強いのではないか。北朝鮮へのけん制の意味があるとはいえ、必要性に疑問が残ると言わざるを得ない。
　適用が想定される具体例として、（１）米イージス艦による弾道ミサイル警戒を含む情報収集・警戒監視（２）日本の平和と安全に重要な影響を与える「重要影響事態」での米軍による輸送・補給（３）日米共同訓練−が挙げられている。
　米イージス艦などを防護するケースで、北朝鮮が攻撃してくれば、イージス艦が反撃に出るのは当然だ。そうなれば、海上自衛隊の艦艇が戦闘状態に巻き込まれるのは避けられないだろう。
　ただ、武器等防護の自衛隊の武器使用については武力行使と一線を画すため、「極めて受動的かつ限定的な必要最小限のもの」とされる。
　実質的に状況を見極めて判断するのは現場の指揮官で、重圧の中で相当の覚悟を強いられることになるだろう。南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で、安保法に基づいて新たに付与された「駆け付け警護」と同じ構造だ。
　北朝鮮に軍事的圧力をかける米国の強硬姿勢と軌を同じくするように、前のめりになっている安倍政権の姿勢に強い危惧を感じる。「地域の軍事的対立がさらに加速する」という野党の批判の声に耳を傾けるべきだ。外交的な手段を忘れてはならない。

西日本新聞
西日本新聞／2017/5/3 12:00

社説　憲法施行７０年／世代超えて紡ぐ理想こそ

　グローバリズム（地球主義）の後退と、ナショナリズム（国家主義）の再来－。歴史の歯車は逆回転しつつあるのか。国際社会が新たな試練に直面しています。
　英国の欧州連合（ＥＵ）離脱、米国第一を掲げるトランプ政権の誕生、極右政党の台頭で揺れるフランス大統領選…。欧米諸国の混迷ぶりに象徴されます。
　日本国憲法の施行から今日で７０年。わが国も変容の波にのまれていないか。「国のかたち」を改めて見つめ直したい、と思います。
　●前文を読み返して
　絶え間ない戦火、国境をさまよう難民や移民、拡散するテロ…。国際社会が恐怖の連鎖にさらされる中で、私たちが読み返したい一文があります。憲法の前文です。
　不戦の決意と国民主権を宣した前文は、さらにこう続きます。
　「われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を有することを確認する」
　「いづれの国家も、自国のことのみに専念して他国を無視してはならないのであつて、政治道徳の法則は、普遍的なものであり、この法則に従ふことは、自国の主権を維持し、他国と対等関係に立たうとする各国の責務であると信ずる」
　「日本国民は、国家の名誉にかけ、全力をあげてこの崇高な理想と目的を達成することを誓ふ」
　前文はとかく「古めかしい」「時代遅れ」とみられがちですが、国際協調を希求する理念そのものに異論の余地はありません。むしろ今の時代に照らすと、２度の大戦の教訓が包含された憲法の普遍性と先進性がくっきりとします。
　●安保法の実体は…
　日本近海で今、多数の米軍艦船が展開し、自衛隊との共同訓練などを続けています。政府は安全保障関連法に基づく初の「米艦防護」任務を自衛隊に命じました。北朝鮮の脅威や中国の軍事大国化などを念頭に、日米連携を確認・強化する取り組みは重要です。
　ただし、安保法の本質は何か、目を凝らす必要があります。集団的自衛権の行使を容認し、自衛隊の活動領域を拡大したことは安保政策の大転換にほかなりません。米軍と自衛隊の一体化が進む先に何が待ち受けているか。
　安倍晋三政権下では、武器輸出の緩和、他国軍への支援を含む「開発協力大綱」の策定、防衛費の拡大なども進んでいます。これらを含め総体としてみると、日本の平和主義や国際貢献の形は変質していないか。安倍首相が唱える「積極的平和主義」には懐疑の目も向けられています。
　戦後７０年余を経て、日本を取り巻く情勢が変化したことは事実です。国民が憲法に関心を持ち、その在り方を考える機運が広がっていることは歓迎します。「９条」に限らず、災害対応、教育、選挙制度、国と地方の関係など、論点は多岐に及んでいます。
　気掛かりなのは、永田町で「改憲ありき」の議論が先行し、改憲自体が目的化している印象が否めないことです。日本の諸問題が憲法の条文の過不足に起因するのか、今の政治が憲法の精神をおろそかにしているのか。私たちは実相を見極め、将来世代への負担や恩恵、諸外国との互恵関係などにも目を向けなければなりません。
　憲法はあくまで国家権力を縛るものであり、為政者の独善や権限強化を意図した改憲が許されないことは論をまちません。
　●終わりのない営み
　「憲法というものは、私たちが世代を超えて作り上げていく、未完のプロジェクトである」
　戦前生まれの憲法学者で、一昨年、８５歳で亡くなった奥平康弘さんが繰り返した言葉です。
　憲法は、あれば済むというものではない。歴史の教訓から生み出された理想を世代間で受け継ぎ、未来への想像力を働かせながら紡いでいく－そんな終わりのない営みである、という視座です。
　崇高な法規範があっても、それを生かし続けることは容易ではありません。時代とともに国内外の情勢が揺れ動く中で、国家の理想がいつしか見失われ、人権が脅かされてゆく－。そうした歴史の轍（てつ）にいかにあらがうか。
　憲法７０年の歩みは尊く、かつ私たちに試練を課しています。メディアの役割も含め、日本の針路を真摯（しんし）に見据えたいと考えます。

西日本新聞／2017/5/4 12:00

社説　自治法施行７０年／地方発の改革へ踏み出せ

　地方自治法がきのう、日本国憲法とともに施行７０年を迎えた。なぜ同時に施行されたのか、改めてその意味を考えてみたい。
　先人たちは、未曽有の惨禍をもたらした戦争の反省を踏まえ、平和で民主的な国を目指すとともに、地方や地域の住民が主役となる自治制度を根付かせようとした。その「道しるべ」が、日本国憲法と地方自治法だった。
　それから７０年、憲法と地方自治法の精神は、国の施策や国と地方の関係にどう生かされているのか。道しるべとして本当に機能しているのだろうか。
　●国政の矛盾押し付け
　沖縄県名護市辺野古の沿岸部で政府は先月２５日、護岸工事を始めた。同県宜野湾市にある米軍普天間飛行場を移設するためだ。
　県民の多くは辺野古移設を望んでいない。県内移設では基地の縮小にならないからだ。沖縄県には今なお在日米軍専用施設面積の約７０％が集中し、過重な負担に苦しめられている。
　翁長雄志（おながたけし）氏が当選した２０１４年の知事選をはじめ各種選挙や県民投票で県民は移設反対の民意を示している。この世論を背景に翁長氏は「日本に地方自治や民主主義は本当にあるのか」と繰り返し問い掛けるが、国は無視する。
　「国と地方のあり方」をテーマに先月あった衆院憲法審査会の参考人質疑で小林武沖縄大客員教授（憲法学）は「民意を一顧だにせず、特定の地域と住民に（国政の）矛盾を押し付けて、自治をないがしろにしている」と指摘した。
　同じ構図は東京電力の原発事故に苦しむ福島県にも当てはまる。自主避難者への対応をはじめ、被災者に寄り添うきめ細かな復興になっていないことは明らかだ。
　日本国憲法第８章の地方自治は、９２条から９５条までの４条しかない。「地方自治の本旨」など定義が不明な文言もあり、物足りないとの声も聞く。とはいえ、地方自治の明記は平和主義、国民主権、基本的人権の三大原理とともに日本国憲法の画期的な特徴である。大日本帝国憲法には地方自治の規定がなく、地方自治法に類する法律もなかった。一枚岩の中央集権こそ戦争遂行の国家総動員体制に都合がよかったからだ。
　だが、戦後の歩みを振り返れば、地方や住民が主役になったとは言い難い。旧憲法下で生まれた機関委任事務が２０００年施行の地方分権一括法で全廃されるまで続いたのはその象徴だろう。自治体を国の地方行政機関と位置付け、国が委任する事務を代行させた。現在は法定受託事務と名称を変えたが、国の関与は変わらない。
　憲法９２条は「地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基（もとづ）いて、法律でこれを定める」とする。これについて地方自治総合研究所主任研究員の今井照（あきら）元福島大教授は「自治体が決めるべき組織や運営を国会の立法過程に委ねた」とみる。地方自治法も自治体の役割を「地域における行政」にとどめる。自民党の憲法改正草案も同様だ。
　●停滞は許されない
　憲法と地方自治法をいかに住民に身近なものとするか。戦後の自治は、その模索の歴史でもある。
　高度成長のひずみを解消しようと国に先行して環境・福祉に取り組んだ１９６０年代後半からの革新自治体、地域自立や住民自治を掲げた７０～８０年代の「地方の時代」、国と地方の関係を「上下・主従」から「対等・協力」に改めた２０００年の分権改革と続いた。
　その後はどうか。沖縄や福島の例を引くまでもなく、地方自治も分権改革も停滞している。
　地方には地域経済の疲弊、高齢化、人口減少など難題が山積する。二元代表制の首長と議会の関係や都道府県と市町村の役割も含め停滞が許される状況ではない。
　衆院憲法審査会の参考人質疑で大津浩明治大教授（憲法学）は「国民主権の地域的行使の場として地方自治を考えるべきだ」と提言した。私たちも同感である。
　戦後自治のリード役が地方であったことを改めて思い返したい。各地に誕生した革新自治体、長洲一二神奈川県知事や平松守彦大分県知事らが主導した地方の時代、改革派知事が活発に動いた分権改革と、いずれも「地方発の改革」だった。施行７０年という節目を、自治と分権の新たな地平を切り開く契機としなければならない。

西日本新聞／2017/5/2 12:00

社説　米艦防護／なし崩しの「日米一体化」

　海上自衛隊は１日、稲田朋美防衛相の命令により、平時から米軍の艦艇を守る「米艦防護」を初めて実施した。同日午後、海自のヘリコプター搭載型護衛艦が房総半島沖で米軍の補給艦と合流し、防護活動を開始した。
　この任務は昨年３月に施行された安全保障関連法によって可能になった。自衛隊が弾薬や艦船を守る「武器等防護」の対象を他国軍に広げることで、平時でも米軍との一体的な活動ができるようになる。このため「集団的自衛権への抜け道」との批判が根強い。
　今回の自衛隊による米艦防護は、房総沖から四国沖までの海域で行われる見通しだ。米艦はその後日本海に向かい、北朝鮮への圧力として派遣された空母などへの補給にあたるとみられている。
　北朝鮮が現在、太平洋側を航行する米艦を正確に攻撃する能力と意思を持っている可能性は低い。今回の米艦防護は、防御上の必要性というより、日米の軍事的連携を誇示する意味合いが強い。
　米軍と自衛隊との一体性を強めたい政府としては、国民の間で北朝鮮への警戒感が高まるこの時期に実施へ踏み切れば世論の反発も小さいと踏んだのではないか。
　北朝鮮の暴発を阻止し、核・ミサイル開発に歯止めをかけるという目標において、日本は米国と一致する。しかし、そのためにどういう手段を用いるかについては、日本独自の判断があるべきだ。
　特に米国が検討しているとされる先制的な軍事行動は、国際法上の疑念があり、日本が直接反撃されるリスクも大きい。日本が追随すべき選択ではない。
　北朝鮮の脅威への対応を旗印にして、政府がなし崩しに日米の軍事的一体化を加速すれば、朝鮮半島で大規模な軍事衝突が起きた場合、距離を置けずに即座に巻き込まれる恐れが一段と強まる。
　政府は今回の米艦防護について、実施の判断基準や活動実態を明確に説明すべきだ。国民としてもこういう時期だからこそ、日本の平和と安定のために妥当かどうか、冷静に見極める目を持ちたい。

中国新聞
中國新聞／2017/5/3 10:00

社説　憲法施行７０年／改正「機は熟した」のか

　日本国憲法の施行から、きょうで７０年となる。国民主権、基本的人権の尊重、平和主義という三大原則は戦後民主主義の土台となった。節目の日に、あらためて憲法の役割、とりわけ戦争放棄や戦力の不保持を定めた９条について考えたい。
　というのも最近、安全保障を巡る環境が大きく変化してきているからだ。おとといは安全保障関連法で自衛隊に加わった新たな任務が初めて実施された。海上自衛隊のヘリコプター搭載型護衛艦いずもが米海軍の補給艦を守る「米艦防護」である。
　▽進む日米一体化
　北朝鮮を巡って緊張感が高まっている今なら、国民に理解してもらいやすいと考えて踏み切ったのか。しかし専門家からも憲法違反との指摘があった安保関連法に基づき、自衛隊と米軍との一体感が強まることで、逆に戦火に巻き込まれてしまう恐れを感じた人も多かろう。情報公開が不十分なことも心配だ。
　政府は昨年１１月、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊に安保関連法に基づく「駆け付け警護」の新任務を付与した。現地情勢などから不安視する声もあったが、押し切った。米艦防護も含め、実績作りを急ごうとする思惑が感じられる。
　▽なし崩しに不安
　米艦防護の必要性や隊員のリスクをどう評価したかなど、議論の過程は明らかにされていない。国会での検証もないまま、なし崩し的に運用が本格化するのは問題だ。
　憲法について、安倍晋三首相は改正に前のめりな姿勢を崩さない。おととい改憲推進を訴える超党派議連の会合で「この節目の年に必ずや歴史的一歩を踏み出す。いよいよ機は熟した」と述べた。数頼みの強引な手法で事を進めないか懸念される。
　自民党など改憲勢力は昨年７月の参院選で、衆院に続いて３分の２以上の議席を得た。憲法改正に必要な発議ができる態勢は既に整っている。昨年秋には、衆院で１年５カ月ぶり、参院では９カ月ぶりに憲法審査会が再開された。緊急事態条項や全ての教育の無償化、衆院解散権の制限、環境権、国と地方の在り方など論点がそろいつつある。
　ただ、どれも本当に憲法を変えないと実現できないか。法律の制定や改正で十分でないか。そこから議論すべきだろう。
　仮に改正について議論するとしても、何が足りないのか。どんな点を改めなければいけないのか。はっきり示した上で、多くの国民の理解や賛同を得ることが欠かせない。
　自民党は野党時代の２０１２年、改憲草案を発表している。「そのまま憲法審に提案するつもりはない」と安倍首相は説明しているが、当然だろう。基本的人権の尊重に制限を設けるなど現憲法に比べ後退が目立つような内容では、国民の理解は到底得られまい。棚上げではなく、撤回が筋ではないか。
　▽揺らぐ立憲主義
　そもそも、自民党内で改憲を必要としてきたのは「集団的自衛権」を行使するためだった。政府がずっと、憲法が禁じているとの判断を示していたからだ。今回の米艦防護のようなケースも、政府は従来、憲法解釈で可能な個別的自衛権の行使などで反撃できるとしてきた。それを安倍政権が１４年、連立与党の公明党などの抵抗を押し切って政府見解を変更し、憲法を変えないまま集団的自衛権の行使に道を開いた。
　さらに一昨年、数の力で安保関連法を成立させた。憲法によって権力を縛る「立憲主義」が揺らいではいないか、危惧されている。憲法の問題を考える際に忘れてはならないだろう。
　共同通信の最近の世論調査では、９条改正の賛否は拮抗（きっこう）していたが、戦後、海外で武力行使しなかったのは「憲法９条があったからだ」が７５％に上った。９条の重みが浸透している証しと言えるだろう。その重しを完全に取り払って米軍との一体化を進めるのか、きちんと歯止めをかけるのか。数の力で改正を急ぐのは許されまい。国や地域の在るべき姿を見据えた十分な議論こそ求められる。

東奥日報
東奥日報／2017/5/3 10:05

時論　理念充実へ建設的論議を／憲法施行70年

　日本国憲法は1947年の施行から70年を迎えた。安倍晋三首相は在任中の憲法改正に強い意欲を示し、改憲に前向きな勢力が衆参両院で改憲発議に必要な議席を占める国会では、憲法審査会で議論が行われている。
　現憲法は70年間、一言一句変わっていない。その間、社会の在り方や国際情勢が大きく変わったのは事実だ。しかし憲法が掲げる基本的な理念は古びているだろうか。
　時代の変化に合わせて見直すとしても問われるのはその方向性だ。求められるのは憲法の基本理念を充実させ、より良きものへ磨き上げていく建設的な論議である。
　憲法審査会での各党の議論で一致するのは国民主権、基本的人権の尊重、平和主義の三つの基本原理は国民に定着しており、今後も堅持するという点だ。しかし、これらの理念は本当に守られていると言えるだろうか。
　まず国民主権。2014年の前回衆院選の投票率は52％と戦後最低を記録した。今の国会は主権者の代表であると胸を張れるのか。安倍政権は15年末、憲法の規定に基づいて総議員の4分の1以上が要求した臨時国会の召集を拒否した。主権者の意思の無視ではないか。
　基本的人権はどうか。3月に東京都内で81歳の妻を殺害して逮捕された84歳の夫は「認知症の介護に疲れた」と供述した。「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」は保障されているのか。そして今「内心の自由」を侵す恐れが指摘される「共謀罪」法案が国会で審議されている。
　平和主義の揺らぎは言うまでもないだろう。「積極的平和主義」の名の下、安全保障関連法の制定で自衛隊の海外での武力行使に道が開かれた。
　70年はただ憲法の文言を固守してきた歴史ではない。権利を訴える声や裁判闘争を積み重ね、憲法の内実は具体化していった。その一方でいまだ理念に達していない現実もあるということだ。
　安倍首相は改憲派の集会で「理想の憲法の具体的な姿を国民に示す時だ」と強調した。もちろん70年前の憲法は完全無欠ではないだろう。しかし今、自民党など改憲勢力が検討課題に挙げる緊急事態条項の新設などに緊急性はあるのか。憲法審査会の議論は深まっておらず、国民の抵抗が少なそうなテーマを探す「改憲を目的とした改憲」の議論に陥っているのではないか。

デーリー東北
デーリー東北／2017/5/3 10:05

時評　憲法施行７０年／解釈改憲を繰り返すな

　日本国憲法は３日、施行７０年を迎えた。北朝鮮が核・ミサイル開発を進め、就任１００日を迎えた米大統領との間で一触即発の緊張感が高まり、内向きのナショナリズムが各国で台頭する—。国際情勢が不安定さを増し、平和について考えさせられる中での節目である。
　北奥羽地方も時代の荒波にさらされている。安倍晋三首相が一昨年、憲法９条の解釈を変更し、集団的自衛権の行使を認める安全保障関連法を成立させた。これを受け、陸上自衛隊第９師団（青森市）を中心に組織された国連平和維持活動（ＰＫＯ）１１次隊が、南スーダンに派遣された。先月から順次、撤収作業が始まっている。
　青森県内には陸海空の自衛隊に加え、米軍三沢基地もある。９条を中心とした憲法の在り方は、北奥羽地方でもより身近で切実な問題となっている。
　そんな中、昨年の参院選で、憲法改正に前向きな勢力が衆参両院で国会発議に必要な３分の２以上を占めた。いよいよ改憲が現実味を帯びている。
　ただ、この７０年で、憲法が育んだ戦後民主主義は国民各層に定着した。いま政治に求められるのは、憲法の歴史的役割を正当に評価した上で、現実との「ずれ」があるかどうか、冷静に論じ合う姿勢ではないか。
　国民の抵抗が少ない課題を選び、取りあえず改憲の実績を作ろうとする「お試し改憲」が好ましくないのは当然だ。
　注目したいのは、共同通信が実施した世論調査の結果だ。安倍政権下での改憲は５１％が「反対」と答えており、「賛成」は４５％だった。９条の改正についても賛否は拮抗（きっこう）している。
　これらは、国際情勢への懸念があっても、安易な９条改正へと世論が雪崩を打つわけではないこと。何より「安倍１強」の中での性急な改憲論議には、危うさを覚える人が多いことを示してはいないか。安保関連法を成立させた際、「立憲主義を無視した解釈改憲だ」との批判があったように。こんな解釈改憲を繰り返してはならない。
　安倍首相は１日、早期の改憲発議へ環境整備を図る強い意欲を示した。本丸は９条だとの見方が根強い。だが、衆院憲法審査会の論議では、改憲の対象項目として、緊急事態における国会議員の任期延長などが浮上しているという。そこに緊急の必要性があるのか。お試し改憲そのものではないか。
　安倍首相が９条改正を目指すのなら、国民と正面から向き合い、言葉を尽くして、支持を広げる努力をするべきだ。

デーリー東北／2017/5/4 2:05

時評　憲法施行７０年／解釈改憲を繰り返すな

　日本国憲法は３日、施行７０年を迎えた。北朝鮮が核・ミサイル開発を進め、就任１００日を迎えた米大統領との間で一触即発の緊張感が高まり、内向きのナショナリズムが各国で台頭する—。国際情勢が不安定さを増し、平和について考えさせられる中での節目である。
　北奥羽地方も時代の荒波にさらされている。安倍晋三首相が一昨年、憲法９条の解釈を変更し、集団的自衛権の行使を認める安全保障関連法を成立させた。これを受け、陸上自衛隊第９師団（青森市）を中心に組織された国連平和維持活動（ＰＫＯ）１１次隊が、南スーダンに派遣された。先月から順次、撤収作業が始まっている。
　青森県内には陸海空の自衛隊に加え、米軍三沢基地もある。９条を中心とした憲法の在り方は、北奥羽地方でもより身近で切実な問題となっている。
　そんな中、昨年の参院選で、憲法改正に前向きな勢力が衆参両院で国会発議に必要な３分の２以上を占めた。いよいよ改憲が現実味を帯びている。
　ただ、この７０年で、憲法が育んだ戦後民主主義は国民各層に定着した。いま政治に求められるのは、憲法の歴史的役割を正当に評価した上で、現実との「ずれ」があるかどうか、冷静に論じ合う姿勢ではないか。
　国民の抵抗が少ない課題を選び、取りあえず改憲の実績を作ろうとする「お試し改憲」が好ましくないのは当然だ。
　注目したいのは、共同通信が実施した世論調査の結果だ。安倍政権下での改憲は５１％が「反対」と答えており、「賛成」は４５％だった。９条の改正についても賛否は拮抗（きっこう）している。
　これらは、国際情勢への懸念があっても、安易な９条改正へと世論が雪崩を打つわけではないこと。何より「安倍１強」の中での性急な改憲論議には、危うさを覚える人が多いことを示してはいないか。安保関連法を成立させた際、「立憲主義を無視した解釈改憲だ」との批判があったように。こんな解釈改憲を繰り返してはならない。
　安倍首相は１日、早期の改憲発議へ環境整備を図る強い意欲を示した。本丸は９条だとの見方が根強い。だが、衆院憲法審査会の論議では、改憲の対象項目として、緊急事態における国会議員の任期延長などが浮上しているという。そこに緊急の必要性があるのか。お試し改憲そのものではないか。
　安倍首相が９条改正を目指すのなら、国民と正面から向き合い、言葉を尽くして、支持を広げる努力をするべきだ。

陸奥新報
陸奥新報／2017/5/2 12:05

社説　米艦防護「懸念される過度の協力要求」

　自衛隊が安全保障関連法に基づき、平時から米軍艦船を守る初めての「武器等防護（米艦防護）」が始まった。米軍の要請を受けた稲田朋美防衛相の命令により出港した海上自衛隊最大級の護衛艦「いずも」が、房総半島沖で米軍の補給艦と合流し並走した。補給艦は、北朝鮮を警戒監視している米軍艦船への燃料補給などを行うとみられている。
　米艦防護は、昨年３月施行の安保法に盛り込まれた新任務の一つ。南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）への派遣に際し、陸上自衛隊部隊に付与された「駆け付け警護」に続く対応だ。
　今回の直接の引き金が、緊迫する北朝鮮情勢をにらんだ対応であることは想像に難くない。
　海自などは先月下旬にも米海軍の原子力空母「カール・ビンソン」と共同訓練を実施したばかり。これに先立つ昨年１２月、政府は国家安全保障会議（ＮＳＣ）で米艦防護に関する運用指針を決定していた。初の実施を北朝鮮の挑発をけん制する一連の流れに組み入れることで、強固な日米連携のアピールとの相互作用を狙ったのだろう。
　駆け付け警護―米艦防護と続く安保法の運用本格化は、自衛隊と米軍の緊密な協力を可能にするのと同時に、両者の一体化の加速をも意味する。
　米艦防護は、日本の防衛を目的とした艦船や航空機が対象。戦闘が行われている現場では行わないとされているが、米軍の姿勢により自衛隊へ過度の協力が求められ、なし崩し的な運用につながる恐れはないだろうか。運用指針では実施状況などに関する公表基準の範囲が限られていて、事後に十分な検証ができないという指摘がある。南スーダンＰＫＯの参加では、「戦闘」の表現が用いられた日報をめぐる隠（いん）蔽（ぺい）疑惑も浮上し、安全保障政策に疑問符が付けられた。
　そもそも、今回の米艦防護の行程は房総半島沖から四国沖まで。北朝鮮がある日本海側からは比較的離れている。実質的な必要性よりは、日米連携のアピールと、運用の既成事実化を主眼としているのかもしれない。
　挑発する北朝鮮、けん制する米国および関係各国とも、本気で交戦を望んではいないだろう。しかし挑発とけん制がエスカレートする中での偶発的な衝突が怖い。そうなると、抑止力に資するはずだった緊密さは逆に“導火線”として日本に作用しかねない。
　日米連携のアピールは北朝鮮のみならず、中国に向けられていると見ていいだろう。もしかしたらロシアも含まれているかもしれない。日本人拉致など日本の常識が通用しない北朝鮮だから―という安易な感情に流れることなく、無血で事態を収束に向かわせる姿勢、そしてその背後に控える大国の動向も意識した慎重な対応が必要だ。

岩手日報
岩手日報／2017/5/3 12:05
論説　憲法施行70年／国柄を考える「節目」に

　今日は憲法記念日。敗戦から２年後の１９４７年に現行憲法が施行されてから、ちょうど７０年になる。
　昨年７月の参院選を経て、いわゆる改憲勢力は衆院と並び参院でも３分の２議席を超え、数の上では憲法改正を推し進める環境が整った。「自主憲法制定」は自民党是。安倍晋三首相は、在任中の改憲に意欲を示している。
　政府、与党には施行７０年を節目として改憲機運をあおる雰囲気も漂うが、国会の意思だけでは決まらない。発議から６０〜１８０日の間に国民投票を行い、投票総数の過半数の賛成を得る必要がある。
　共同通信の先の世論調査では、改憲を「必要」とする回答が６０％に上った。一方で、安倍首相の下での改憲に５１％が反対したのが目を引く。
　石川健治東大教授は共同通信加盟社の論説研究会で、歴代政権が否定してきた集団的自衛権の行使に道を開いた２０１４年７月１日の閣議決定をもって「われわれは歴史的な節目を超えてしまったのではないか」と語った。
　それが国民の意思をどこまで反映しているかが問題だ。閣議決定直後の世論調査で、行使容認への評価は反対が５４・４％で過半数。内閣支持率を下げる一方、不支持率は第２次安倍政権下で初の４０％台に上昇したものだ。
　「自民１強」は国民の選択ではあるが、白紙委任ではない。個々の政策に異論、反論はあって当然。リーダーシップに名を借りた強権志向は、厳に戒めなければなるまい。
　安倍政権が目指す改憲の本丸は不戦を定めた９条との見方は根強い。衆参両院で昨年１１月に相次ぎ再開された憲法審査会で、自民党は与野党協調を重視しつつ改憲項目を絞り込む構え。ひいては国民合意が得やすい項目から改正を進める方針がうかがえる。
　安倍首相にも慎重な物言いが目立つのは「最初の国民投票は失敗できない」との思いがあるからとされる。現実的な課題として改憲を意識し始めた証左だろう。
　「安倍政権下での改憲」に反対する民進党だが、代表代行の立場にあった細野豪志氏が独自の改憲私案を公表するなど、一枚岩とは言えない。
　同党の枝野幸男憲法調査会長は、地方自治の拡充や首相解散権の制限など、テーマによっては議論に応じる姿勢という。国会で、議論自体を避ける空気が薄まりつつあるのは確かなようだ。
　憲法は国柄を映す。国会の改憲発議が現実味を増す中で迎える施行７０年は、今を生きる国民が戦後日本の歩みを評価し、どんな国柄でありたいかを自らに問う契機としてある。その意味で、まさにわれわれは「歴史的節目」に立っている。

秋田魁新報
社説　憲法施行７０年　国の形熟考する機会に
秋田魁新報2017年5月3日 掲載 
　日本国憲法はきょう３日、施行７０年を迎えた。明治期に制定された大日本帝国憲法の下で起きた戦争への反省などを踏まえ、国民主権、基本的人権の尊重、平和主義を基本原則とする。
　戦争放棄や戦力不保持を定めた９条に象徴される平和主義の理念は国際社会から評価されており、１９４７年の施行以来、改正されたことはない。だが、今年の憲法記念日はこれまでと意味合いが違う。国会は衆参両院とも改憲勢力が３分の２を超す議席を占め、改憲の発議が現実味を帯びているからだ。
　安倍晋三首相は一昨日、都内で開かれた憲法改正を目指す超党派議員の大会で「改憲という大きな目標に向かって、この節目の年に必ずや歴史的一歩を踏み出す」と決意表明した。衆参両院の憲法審査会では、改憲項目の絞り込みに向けて議論が進められている。
　改憲が具体的な政治課題となっていることを国民は正面から受け止めなければならないが、そもそも改正が必要なのかどうかをじっくり考えたい。
　改憲を宿願とする安倍政権の下、日本の安全保障政策は大きく変容した。２０１４年７月、歴代内閣が現行憲法では許されないとしてきた集団的自衛権の行使を可能にする憲法解釈の変更を閣議決定。多くの憲法学者から憲法違反だとの指摘が相次ぐ中、その趣旨を盛り込んだ安全保障関連法が与党の採決強行で成立、施行された。
　１９５４年に自衛隊が発足して以来、専守防衛が国の基本方針だ。密接な関係にある他国への攻撃を自国への攻撃とみなして反撃する集団的自衛権は、９条の理念を逸脱していないか。活動範囲の大幅な拡大など、自衛隊が戦闘に巻き込まれるリスクは高まっている。
　こうした状況下で議論される改憲については、その狙いが何なのか、憲法の基本原則はどうなるのか注視する必要がある。
　国民の権利を制限しかねないような動きも目立つ。１４年に施行された特定秘密保護法は、国民の「知る権利を侵害する」との懸念が根強い。政府が今国会での成立を目指す共謀罪の構成要件を変えた「テロ等準備罪」を新設する組織犯罪処罰法改正案についても、「憲法が保障する内心の自由を脅かす」などと反対の声が上がっている。
　自民党は１２年に「国防軍」の創設や「国民の義務」などを盛り込んだ保守色の強い憲法改正草案をまとめている。安倍首相（党総裁）は草案について「そのまま憲法審に提案するつもりはない」としているが、これまでも９条改正にはたびたび言及してきた。野党は、９条に集団的自衛権などを明記しようという狙いがあると警戒する。
　憲法の改正は国の形を変え、その影響は国民全体に及ぶ。憲法に対する考えや方針を各党は国民に丁寧に説明すべきだ。国民の側も改憲の是非について熟考することが求められる。
社説　米艦防護初実施　なし崩しの恐れないか
秋田魁新報2017年5月2日 掲載 
　昨年３月に施行された安全保障関連法に基づき、海上自衛隊の護衛艦が米海軍の艦艇を守る「武器等防護」が初めて実施された。「駆け付け警護」と並ぶ安保関連法の新任務だ。駆け付け警護は実施されていないため、新任務が実際に運用される初のケースになった。
　海自最大の護衛艦「いずも」が日本近海の太平洋上で米補給艦と合流、警戒監視を行いながら四国沖まで航行する。米補給艦は、北朝鮮の核・ミサイル開発を巡り日本海に展開する米原子力空母カール・ビンソン周辺の艦船などに燃料補給する可能性があるという。
　北朝鮮情勢が緊迫しているとはいえ、太平洋側で不測の事態が起きるとは考えにくく、初の防護には日米同盟強化をアピールする狙いがあるとみられる。政府は同盟による抑止力を強調するが、日本が標的になるリスクが高まる恐れもある。
　武器等防護は、弾道ミサイル発射への警戒監視など、自衛隊と連携して行動する他国の艦艇などを平時から守れるようにするもの。防護の対象は主に米軍艦船が想定され「米艦防護」とも呼ばれている。戦闘行為が行われている現場では実施しないことが定められている。
　政府は昨年１２月、防護のための武器使用は必要最小限とすること、米軍などから防護要請があった場合に防衛相が実施を判断すること、などの運用指針を示した。
　新任務が実施段階に移り、自衛隊と米軍の一体化がこれまで以上に進むことは確実だ。防衛相は前年に行った防護の結果を国家安全保障会議（ＮＳＣ）に報告することが義務付けられているが、情報を公開するのは「実施中に特異な事象が発生した場合」などに限られている。
　どのような活動が行われているのか、国民の目が届きにくいのが実態だ。そのような中で、自衛隊と米軍の一体化が必要以上に進む可能性はないのか、しっかり検証できる態勢をつくることが求められる。
　政府は、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に派遣した陸上自衛隊の施設部隊に駆け付け警護の新任務を付与したが、実行はされていない。政府は付与する際、邦人保護など極めて限定的範囲で「応急的かつ一時的な措置」として行うとの考え方を示した。
　それほど限定してまで、任務を付与した狙いは何だったのか。専門家からは、実績づくりが目的だったのではないかとの指摘も出ている。米艦防護も含め、いったん「実績」ができてしまえば、なし崩し的に任務が常態化したり、拡大したりすることが懸念される。
　安保関連法は従来の憲法解釈を変更し集団的自衛権の行使を可能としたが、憲法学者らの違憲批判は収まらない。国論を二分する中で成立したことも踏まえ、任務実施について政府は抑制的であるべきだ。
福島民報
福島民報／2017/5/3 10:05
論説　憲法施行７０年／平和主義を考える

　きょう３日は「憲法記念日」だ。昭和２２（１９４７）年に施行された日本国憲法は７０年という節目を迎えた。国民主権、基本的人権の尊重、平和主義を３大原則とし、国の仕組みや人々の生活の根幹をなす最高法規となっている。憲法学者の渋谷秀樹さんは著書「憲法への招待」（岩波新書）で憲法を空気に例える。普段、憲法の存在を気に留めることはないが「はっきりと姿を現してくるのは、個人の生命や自由が危機に陥ったとき」と説く。第９条を巡る憲法改正論議を聞き、不安を感じる人は少なくないだろう。平和主義について改めて考える日にしたい。
　太平洋戦争で連合国軍と戦っていた政府は２０（１９４５）年８月にポツダム宣言を受諾し、無条件降伏した。平和国家実現を目的の一つに、新たな憲法をつくった。前文には「政府の行為によつて再び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意」と記し、「日本国民は、恒久の平和を念願し…」とつづる。その理念を反映させた９条は戦争の放棄、戦力の不保持、交戦権の否認をうたうが、その後の国際情勢の変化に伴い、自衛隊が発足した。条文の解釈は現在もさまざまに分かれる。
　平成２７年９月には集団的自衛権の行使を可能にする安全保障関連法が成立した。改憲に賛同する勢力は衆参両院で発議に必要な３分の２以上の議席を占める。しかし、共同通信社が実施した世論調査では改憲派６０％、護憲派３７％ながら、安倍晋三首相の下での改憲には５１％が反対し、賛成は４５％だった。戦後、海外で武力行使しなかった理由を「９条があったから」とする回答は７５％に上った。一方で、９条改正が必要は４９％、必要なしは４７％。賛否は拮抗［きっこう］するが、９条の理念が人々に浸透している結果と見える。改憲派は「条文や内容が時代に合わない」「新たな権利や義務を盛り込む必要がある」、護憲派は「戦争放棄を掲げ、平和が保たれている」「改正すれば軍備拡張につながる恐れがある」と理由を挙げる。それぞれ理にかなっている。改憲は今、本当に求められているのか。政治家のみならず国民一人一人が幅広く真剣に論議する時が訪れた。
　東京都の国立公文書館は７日まで特別展「誕生　日本国憲法」を開いている。憲法の原本などが展示され、７０年前に平和国家実現を目指した関係者の努力が垣間見られる。朝鮮半島情勢の緊迫化が伝えられる折、会場に足を運べば平和主義の意義に触れる機会となる。（川原田秀樹）

福島民友新聞
福島民友／2017/5/3 10:05

社説　古希迎えた憲法／理念磨き充実させる契機に 

　きょうは「憲法記念日」。戦後日本の羅針盤を担ってきた憲法は施行から７０年の節目を迎えた。
　社会の在り方や国際情勢が大きく変化する中、私たちは憲法が掲げる理念を実現できているだろうか。意義と役割をあらためて考える契機にしたい。
　「新憲法をつらぬいている民主政治と、国際平和の輝かしい精神を守りぬくために、全力をつくすことを誓おう」
　１９４７（昭和２２）年５月３日に発行された小冊子「新しい憲法　明るい生活」はそう呼び掛けた。作成したのは帝国議会に設置された「憲法普及会」。２０００万部を全国の家庭に配布した。
　各章には「人はみんな平等だ」「もう戦争はしない」「私たちのおさめる日本」などの見出しが並ぶ。基本的人権の尊重、平和主義、国民主権―。憲法の「理念」を国民に分かりやすく解説した内容と言える。
　基本理念をキーワードにして考えてみたい。まずは「基本的人権の尊重」だが、人々の人権は本当に守られているのか。グローバル経済の下、富の集中と格差・貧困の拡大が指摘される。インターネット上では人格を傷つけるような言説が拡散する。男女は平等だと胸を張れるだろうか。
　「平和主義」はどうか。日本はこの看板の下、海外で武力行使をせずに現在を迎えている。東西冷戦が終結し、テロや紛争が相次ぐ不安定な時代に入った。北朝鮮情勢は緊迫している。その中で「平和主義」をどう具現化するのか。対立や軍拡競争に加担しない外交と国際貢献を議論したい。
　「国民主権」は機能しているだろうか。国会では少数意見を切り捨てるかのような強硬運営も目立つ。どのように政治を進めていくかは、有権者が選挙で投じる１票、１票の積み重ねの結果だ。しかし国政選挙をはじめとする各種選挙での投票率は低下している。有権者一人一人が向き合わなければならない課題と言える。
　安倍晋三首相は、在任中の憲法改正に強い意欲を示し、国会では憲法審査会で議論が行われている。憲法審査会での各党の議論で一致するのは、国民主権、基本的人権の尊重、平和主義の三大原則は国民に定着しており、今後も堅持するという点だ。
　時代の変化に合わせて、憲法を見直すとしても大切なのはその方向性だ。求められるのは憲法の基本理念を充実させ、より良いものへと磨き上げていく建設的で深い議論である。「古希の憲法」の普遍的価値を再確認したい。

茨城新聞
茨城新聞／2017/5/3 4:05

論説　憲法施行70年／理念充実へ建設的論議を

　日本国憲法は1947年の施行から70年を迎えた。安倍晋三首相は在任中の憲法改正に強い意欲を示し、改憲に前向きな勢力が衆参両院で改憲発議に必要な議席を占める国会では、憲法審査会で議論が行われている。
　 現憲法は70年間、一言一句変わっていない。その間、社会の在り方や国際情勢が大きく変わったのは事実だ。しかし憲法が掲げる基本的な理念は古びているだろうか。
　 時代の変化に合わせて見直すとしても問われるのはその方向性だ。求められるのは憲法の基本理念を充実させ、より良きものへ磨き上げていく建設的な論議である。「古希の憲法」の普遍的価値をあらためて確認したい。
　 憲法審査会での各党の議論で一致するのは国民主権、基本的人権の尊重、平和主義の三つの基本原理は国民に定着しており、今後も堅持するという点だ。しかし、これらの理念は本当に守られていると言えるだろうか。
　 まず国民主権。2014年の前回衆院選の投票率は52%と戦後最低だった。今の国会は主権者の代表であると胸を張れるのか。安倍政権は15年末、憲法の規定に基づいて総議員の4分の1以上が要求した臨時国会の召集を拒否した。主権者の意思の無視ではないか。
　 沖縄では国政選挙で主権者が示した「基地反対」の声に反して、米軍基地の移設工事が進む。
　 基本的人権はどうか。3月に東京都内で81歳の妻を殺害して逮捕された84歳の夫は「認知症の介護に疲れた」と供述した。「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」は保障されているのか。
　 北陸の都市では憲法記念の集会が「中立性の確保」を理由に会場使用を拒否された。表現や集会の自由はどこへ行ったのか。そして今「内心の自由」を侵す恐れが指摘される「共謀罪」法案が国会で審議されている。
　 平和主義の揺らぎは言うまでもないだろう。「積極的平和主義」の名の下、安全保障関連法の制定で自衛隊の海外での武力行使に道が開かれた。戦後の占領下、憲法の草案は連合国軍総司令部(GHQ)によってつくられた。だがそれを受けた日本政府の原案は、女性の選挙権を初めて認めた普通選挙で選ばれた国会の審議で多くの修正が加えられている。
　 70年はただ憲法の文言を固守してきた歴史ではない。権利を訴える声や裁判闘争を積み重ね、憲法の内実は具体化していった。その一方でいまだ理念に達していない現実もあるということだ。
　 安倍首相は改憲派の集会で「理想の憲法の具体的な姿を国民に示す時だ。節目の年に歴史的一歩を踏み出す」と強調した。もちろん70年前の憲法は完全無欠ではないだろう。しかし今、自民党など改憲勢力が検討課題に挙げる緊急事態条項の新設や教育無償化などに緊急の必要性は薄い。憲法審査会の議論は深まっておらず、国民の抵抗が少なそうなテーマを探す「改憲を目的とした改憲」の議論に陥っている。
　 自民党が12年に決定した改憲草案は憲法を全面的に書き換える復古調の内容だ。自民党の根本にこの考え方がある限り、与野党が一致点を見いだすのは困難だろう。
　 国家の基本を定める憲法の見直しは、特定の政権が「成果」として目指すべきものではない。安倍首相が在任中の改憲を封印して初めて建設的な論議が始められる。

茨城新聞／2017/5/2 8:05

論説　米艦防護／一体化の検証が必要だ

　政府は安全保障関連法に基づいて海上自衛隊の護衛艦が米補給艦を守る「武器等防護」の活動の実施に踏み切った。昨年3月に施行された安保関連法では、南スーダンに派遣した国連平和維持活動(PKO)の陸自部隊に「駆け付け警護」の任務を付与したが、実行はしていない。安保関連法の新任務を初めて実際に運用したことになる。
　 海自のヘリコプター搭載型護衛艦「いずも」は、太平洋上で米海軍の補給艦と合流し、周辺の警戒監視活動などを行いながら、2日間ほど航行する。北朝鮮の核・ミサイル開発を巡り米国が原子力空母カール・ビンソンを日本海に派遣するなど緊張感が高まるのを背景に、政府は自衛隊と米軍の一体化を進める新たな任務を実施しても、世論の批判は小さいと判断したのではないか。日米同盟をアピールし、北朝鮮をけん制する狙いもあるとみられる。
　 しかし日本海ではなく北朝鮮から遠い太平洋側での活動に本当に必要性があるのか。安保関連法の任務の実績づくりという目的もうかがえる。
　 さらに活動内容の情報公開は「特異な事象が発生した場合」に限られるなど、チェックの仕組みはほとんどない。日米の活動一体化をどこまで進めるのか、検証が必要だ。稲田朋美防衛相も初の任務についてきちんと説明するべきだ。
　 「武器等防護」の活動は安保関連法に盛り込まれた自衛隊法の改正で、平時や武力攻撃に至らないグレーゾーン事態に、「日本の防衛に資する活動」を行っている他国軍を対象に認められた。
　 昨年末に国家安全保障会議(NSC)で決定した運用指針では、弾道ミサイル発射に関する情報収集や日本の平和と安全に重要な影響を与える事態での輸送や補給、自衛隊の能力を向上するための共同訓練など三つのケースを挙げて、適用の対象例とした。
　 また「極めて受動的、限定的で必要最小限」との制限は付けながらも武器使用を認めており、米艦が武装集団の攻撃を受けた場合は武器を使用する可能性がある。
　 ただ実施の運用は防衛相の判断に委ねられている。防衛相は前年に実施した警護結果についてNSCに報告するが、平時の運用の情報公開は、自衛隊や米軍などに「具体的な侵害が発生した場合」に限られている。
　 政府は当初、日米共同訓練での実施を検討していたとされるが、朝鮮半島情勢を受けて実施を決定したとみられる。護衛艦「いずも」は、活動後は米補給艦から離れてシンガポールに向かう。ただ補給艦はその後、北朝鮮の弾道ミサイル発射に備えて日本周辺に展開中の米艦船やカール・ビンソン周辺の艦船に補給する可能性がある。
　 北朝鮮に圧力をかける狙いでトランプ米政権が派遣したカール・ビンソンは航行中に空海の自衛隊との共同訓練も実施した。「いずも」は海自最大の艦船だ。米政権と足並みをそろえた圧力作戦の一環と海外からは受け止められるだろう。中国やロシアが北朝鮮問題の対話での解決を主張し、6カ国協議の再開を提起するのに対し、安倍晋三首相は「圧力を高めていく必要がある」として協議再開に否定的な考えを示している。圧力一辺倒で北朝鮮の暴発を防ぎ、事態を打開できるのか。冷静で多角的な戦略の構築が求められる。

茨城新聞／2017/5/5 4:05
論説　首相の改憲発言／議論軽視の唐突な提起

　これまで積み重ねられてきた議論を軽視した発言であり、唐突感が否めない。
　 安倍晋三首相が施行70年の憲法記念日に、改憲派の集会に寄せたビデオメッセージで、東京五輪・パラリンピックが開かれる2020年に改正した憲法の施行を目指す考えを表明。具体的な改憲項目として戦争放棄を定めた9条の改正と高等教育の無償化を挙げた。
　 「自民党総裁」と断った上での発言だが、憲法を尊重し擁護する義務が定められた首相が年限を区切って改憲を明言するのは極めて異例である。
　 首相は改憲に強い意欲を示しながら、国会答弁では「国会の憲法審査会で議論してほしい」と論戦を避けてきた。さらに言えば、9条改正や教育無償化は衆参両院の憲法審査会でもまだ議題として真正面から取り上げられていないものだ。自らを支持するグループの集会で、ビデオメッセージで表明するという手法は国会軽視と言わざるを得ない。
　 9条改正に関して首相が提起した内容は従来の自民党案と異なり、整合性も問われる。国民に開かれた国会でのきちんとした議論が必要だ。国会の憲法審査会では、与野党の幅広い合意を目指すことを基本に、自民党も協調路線をとってきた。このため審議には時間がかかり、改憲項目を絞り込む段階には至っていない。
　 首相が年限を区切る発言に踏み込んだのは、進まない国会論議へのいらだちがあるためでないか。しかし最終的には国民投票に諮られる憲法改正では、国論を二分するような事態を避け、幅広い与野党合意を目指すのは当然と言えよう。
　 確かに9条改正は首相がかねて主張してきた改憲の「本丸」であり、国民の理解の得られやすそうな項目を探す「お試し改憲案」よりも真正面から取り上げるべきものだ。
　 だが首相の提案には疑問点が多い。首相は自衛隊に関して「『違憲かもしれない』などの議論が生まれる余地をなくすべきだ」と指摘。その上で「戦争放棄」を定めた9条1項と「陸海空軍その他の戦力」の不保持を定めた2項は維持し、自衛隊の存在を明記する文言を加える案を示した。
　 しかし自衛隊を違憲とする見解の多くは2項の規定に基づいている。このため自民党が12年に決定した「改憲草案」は2項を改正し、新たな項目で「国防軍」保持を明記したのではないか。9条は日本の「平和主義」の柱として国際社会へのメッセージともなってきた。その扱いは国際的な影響も念頭に慎重に議論すべきだ。
　 首相の発言には、現憲法は修正せず必要な条項を新たに加える「加憲」を主張する公明党への配慮があるとみられる。教育の無償化も、独自の改憲案に無償化を掲げる日本維新の会の協力を得る狙いだろう。しかし、このテーマも憲法審査会ではまだ議論されていない。必要な財源の手当てや大学まで無償化することが逆に不平等にならないかなどの問題点も指摘される。課題は多い。
　 20年の施行を目指すならば、改憲の国会発議までの間に衆参両院の選挙が行われるだろう。首相はこれまでの国政選挙では改憲の争点化を避け、選挙戦で言及を抑えてきた。今後の選挙では改憲の是非が最重要の争点となる。野党側も明確な姿勢を示す必要がある。

茨城新聞／2017/5/4 4:05

論説　地方自治70年／制度を使いこなせ

　日本国憲法に「地方自治」が新たに章立てされ、それを実践するための地方自治法と同時施行してから70年。人ならば長寿への敬意といたわりの対象となる「古希」だ。しかし今、地方を取り巻く環境は、人口流出や少子高齢化、財政難などで厳しさを増している。
　 戦後民主化の一つの象徴として、都道府県と市町村の決まりや国との関係を示した地方自治法は、何度も改正を重ねて強化されてきた。困難な時代だからこそ、地方にはその制度を使いこなしてもらいたい。
　 70年の歩みで特筆すべきは、国から地方に権限を移す地方分権改革と、自治体行政の効率化を図った市町村合併だろう。1993年、国会で分権推進が決議され、中央集権を転換する歯車が回り出した。地方側が、既得権益を守ろうとする中央省庁とのせめぎ合いで得た最大の成果は、国が自治体を下部組織として仕事をさせていた「機関委任事務」の廃止だ。
　 これにより国と地方は「上下・主従」の関係から「対等・協力」となった。バス停の位置すら国の許可なくずらせないような住民無視の省庁の関与もある程度は減り、自治体の裁量も高まった。
　 ただ、改革が十分に生かされているかというと、国と地方の役人同士の「官官分権」にとどまっている感は拭えない。ぜひとも住民サービスに反映させたい。
　 市町村合併では、戦後約1万あった市町村を昭和の時代に約3200に、平成で1718にまで集約した。数字の上では結果を出した形だが、合併で役場が遠ざかって地域が衰退し、コミュニティーが崩壊したところも多い。そのほとんどが放置されたままだ。これらの地区では災害時の対応の遅れなども指摘されており、対策を急がねばならない。
　 このほか道州制論議や大阪都構想も、利益相反や政治的要因で実現はしていないが、地方制度の在り方に一石を投じた。
　 そして現在、地方全体を覆うのは人口減の暗雲だ。2014年に安倍政権が地方創生を宣言する直前、前座で盛り上げるように、市町村の約半数を「消滅可能性自治体」とする日本創成会議の衝撃の試算が公表された。積年の人口問題に即効薬はない。だが、座して待つわけにはいかない。政府は国家の礎である地方を切り捨てず、ニーズに応じた存続支援に全力を挙げるべきだ。消滅予想を突き付けられた自治体も、それをはね返す気概で活路を探ってほしい。
　 地方議会も問われている。二元代表制の首長と議会は車の両輪に例えられるが、一定の間合いを維持してこその車輪だ。現職議員がこぞって首長与党に走ったり、敵役をつくる劇場型政治で首長と特定会派が対立したりするのは違和感がある。いわゆる地域政党は、自然発生的なら好ましいが、首長が率いて多数派を形成しようとするのは、議会に監視機能が求められる二元代表制を台無しにする恐れがある。ローカルを掲げながら虎視眈々(たんたん)と国政を狙うなら自己矛盾だろう。
　 節目の年に多くの課題を抱える地方を考えながら、改めて思いをはせるのは、頻繁に取り沙汰される沖縄の米軍普天間飛行場移設と各地の原発再稼働の問題だ。いずれも国策の壁がそびえ、地方自治の主役である住民の思いが届いていないように見えるのは残念である。

信濃毎日新聞
信濃毎日／2017/5/3 10:05

社説　変わる自衛隊／９条が空文化する懸念

　施行から７０年の憲法記念日を迎えた。安倍晋三首相による安全保障政策の転換で自衛隊の活動が様変わりする中での節目である。
　稲田朋美防衛相は安保関連法に基づき、自衛隊が平時から米国の艦艇などを守る「武器等防護」を命じた。安保法の新任務が行われたのは初めてだ。海自のヘリコプター搭載型護衛艦が警戒監視などをしながら、米補給艦と太平洋を航行した。
　自衛隊と米軍の一体化が加速している。憲法９条が空文化してしまわないか。目を凝らさなくてはならない。

　　　＜進む軍事の一体化＞
　武器等防護は弾薬や艦船を守る任務だ。安保法で「日本の防衛に資する活動」をする他国軍も対象に加わった。状況に応じて必要とされる限度内で武器を使える。
　護衛艦は１日に神奈川県の海自横須賀基地を出港し、房総半島沖で米艦に合流した。北朝鮮へのけん制に加え、安保法の実績作りが狙いだったのだろう。
　先月下旬には護衛艦２隻が米原子力空母カール・ビンソンと共同訓練も行っている。
　安保法は集団的自衛権の行使容認をはじめ、合憲性に疑問符が付いたままだ。にもかかわらず、米軍との協力を地球規模に広げた新たな日米防衛協力指針（ガイドライン）と合わせ、政府は運用を本格化させている。
　今国会では、自衛隊と米軍との間で水や食料、輸送や修理などの役務を融通し合う物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）の改定も承認された。弾薬の提供など米軍への後方支援を拡大する。自衛隊の変質に懸念が募る。
　　　＜米国追従の危うさ＞
　トランプ米政権は軍事面で前のめりの姿勢を見せている。北朝鮮には軍事力行使を含め「あらゆる選択肢」を排除しないとする。空母を派遣したほか、大陸間弾道ミサイルの発射実験も行った。
　ペンス副大統領は先月、安倍首相との会談で「平和は力によってもたらされる」と発言した。
　首相はこうしたトランプ政権の方針に支持を表明している。
　北朝鮮の核・ミサイル開発は座視できない。だからといって、米軍と共に「力」を誇示することが問題解決につながるのか。対立がエスカレートする事態を招かないか。疑問は多い。
　米国への無批判な姿勢は北朝鮮問題に限らない。シリアへのミサイル攻撃についても、アサド政権が化学兵器を使ったという根拠がはっきりしないまま、米国への支持を表明していた。
　これでは、仮に米国から自衛隊の派遣を迫られた場合、日本政府が独自の判断を下せるとはとても思えない。言われるまま自衛隊を出すことにならないか。海外での活動を拡大した安保法の危うさが改めて浮かび上がる。
　９条の下、戦後日本は「専守防衛」を基本としてきた。自衛隊は日本が直接攻撃されたときに初めて武力を行使する、その場合も自衛のための必要最小限度にとどめる、装備も同様に最小限度とするといった考え方だ。
　政府は今も専守防衛を維持しているとするものの、従来の抑制的な政策とは全く異なる。
　集団的自衛権の行使を容認したことで、米国など他国への攻撃でも日本の存立が脅かされる事態と政府が判断すれば、武力行使できるようになった。
　世界の軍事費をまとめ、発表しているスウェーデンのストックホルム国際平和研究所によると、日本は２０１６年に前年と同じ８位だった。既に世界有数の「軍事大国」である。安倍政権はさらに毎年、防衛予算を増やしている。
　自民党は他国のミサイル発射拠点をたたく「敵基地攻撃能力」を持つことも提言した。
　　　＜国際平和を希求し＞
　高村正彦・自民党副総裁は先ごろラジオ番組で、戦力不保持を定めた９条２項を改め、自衛隊の存在を憲法に明確に位置付けるべきだと主張した。「文言通りに読めば自衛隊は違憲と言わざるを得ない」と述べている。
　憲法と整合させる努力をするのではなく、現実に合わせて改憲しようという逆さまの発想だ。米軍との一体化が進むほど、こうした声が幅を利かす恐れがある。自衛隊の活動をなし崩しに広げるわけにはいかない。
　「日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発動たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、永久にこれを放棄する」
　９条は単に戦争を放棄するだけでなく、武力によらない平和への決意を宣言している。
　紛争の平和的な解決に向けた外交努力、貧困を改善するための援助、難民への人道支援…。世界のためになすべきことはたくさんある。平和憲法を持つ国にふさわしい道を探りたい。 
（5月3日）

信濃毎日／2017/5/4 10:05

社説　首相改憲発言／身勝手な使命感の表明

　安倍晋三首相が改憲について踏み込んだ発言をした。
　「２０２０年を新しい憲法が施行される年にしたい」と初めて具体的な時期を示している。なぜ、それほど急ぐのか。唐突な決意表明である。
　東京都内で開かれた憲法改正を訴える会合に自民党総裁として寄せたビデオメッセージだ。具体的な項目として９条や教育無償化に触れている。憲法を尊重し、擁護する義務を負う首相が憲法記念日に改憲を主張する。強い違和感を抱かせる発言である。
　改憲時期について「半世紀ぶりに夏季のオリンピック、パラリンピックが開催される２０２０年を未来を見据えながら日本が新しく生まれ変わる大きなきっかけにすべきだ」とし、２０年施行という目標を明示した。
　期限をはっきりさせることで論議を加速させたいのか。衆参両院の憲法審査会では各党の主張の隔たりが大きい。改憲項目の絞り込みが進まず、国民的な議論も熟していない状況で３年後に施行とはあまりにも性急な提示だ。
　９条については、戦争放棄の１項、戦力不保持の２項を残しつつ自衛隊を明文で書き込むという考え方を示し、「国民的な議論に値するだろう」とした。
　多くの憲法学者や政党の中に自衛隊を違憲とする議論が今なお存在するとし、憲法に位置付けることで「違憲かもしれない」などの議論が生まれる余地をなくすべきだとも述べている。
　「陸海空軍その他の戦力は、これを保持しない」と定める２項を残し、どのように書き込もうというのか。専守防衛の枠から自衛隊が踏み出すことにならないか。疑問は尽きない。
　安倍政権は一内閣の判断で憲法解釈を変更し、違憲との批判を顧みることなく集団的自衛権行使の安全保障関連法を定めた。立憲主義を軽んじる首相の提案に乗ることはできない。
　首相は、未来と国民に責任を持つ政党として憲法審査会での「具体的な議論」をリードし、歴史的使命を果たしていきたいとも述べた。世論調査では、安倍政権下での改憲に過半数が反対と答えている。自身の悲願を果たしたいだけの身勝手な使命感ではないか。
　改憲派の会合での一方的なメッセージである。見過ごすことはできない。首相は自身の考えを国会できちんと説明する必要がある。 
（5月4日）

信濃毎日／2017/5/2 10:05

社説　憲法の岐路／朝日事件３０年／自由な言論、守るために

　１９８７年５月３日、憲法記念日の夜、兵庫県西宮市の朝日新聞阪神支局が銃を持った男に襲われ記者１人が死亡、１人が重傷を負った。犯人は捕まらないまま時効になっている。
　あすで３０年になる。この機会に、言論に対するテロの歴史を振り返りつつ、暴力に屈しない決意を固め直したい。
　８７年から９０年にかけ「赤報隊」を名乗る犯人が起こした事件の一部である。朝日新聞関連では東京本社の銃撃、名古屋本社の社員寮襲撃などがある。
　ほかに２人の元首相に脅迫状が届き、江副浩正・元リクルート会長宅が銃撃された。いずれも赤報隊名の犯行声明が出ている。
　すべて未解決だ。これだけ凶悪、重大な事件が解明されていないのは残念だ。

　　　陰惨なテロの数々
　阪神支局の事件以降２０００年代にかけて、言論に対するテロが相次いだ。９０年、「天皇に戦争責任はあると思う」と発言した本島等長崎市長の銃撃。９３年、皇室報道を巡り宝島社と文芸春秋社長宅に発砲。２００６年、Ａ級戦犯の靖国合祀（ごうし）に対する天皇の不快感を報じた日本経済新聞本社に火炎瓶―。数ある事件の一部である。
　阪神支局事件の犯行声明にこんな言葉がある。
　「反日朝日は５０年前にかえれ」
　事件から５０年前の１９３０年代はテロと暴力が吹き荒れた時代だった。海軍将校らが犬養毅首相を「問答無用」と射殺した五・一五事件（３２年）、陸軍将校が約１４００人の兵を率いて決起し高橋是清蔵相らを殺害した二・二六事件（３６年）。二つのクーデター事件は軍に対してものを言えない空気を醸成した。それは戦争への地ならしでもあった。
　テロ、暴力が大手を振る時代に戻るわけにはいかない。
　今の憲法は言論・表現の自由を手厚く保護している。
　〈集会、結社および言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する〉
　２１条である。教育を受ける権利や居住の自由規定に付けられている「公共の福祉に反しない限り」「法律の定めるところにより」といった留保条件はない。
　国民が自由にものを言えないようでは民主制は成り立たず、健全な社会は維持できない。そのための憲法による保障である。
　憲法施行から７０年が過ぎて、自由な言論の足元がいま掘り崩されつつあるように見える。
　嫌な空気がある。気に入らない発言に罵声を浴びせる、暴力を使って黙らせる…。
　２年前、安保法に反対する大学生らのグループＳＥＡＬＤｓ（シールズ）の中心メンバーに殺害を予告するような脅迫状が届いた。その前年には、従軍慰安婦報道に携わった朝日新聞の記者ＯＢが勤務する大学に「辞めさせろ」などの脅迫文が送り付けられた。
　　　政治からの介入
　日中、日韓関係の改善を主張する新聞を「反日」「売国奴」とののしる記事が、大部数の週刊誌に載ったりもする。
　政治権力を背景にした報道への介入も、第２次安倍晋三政権以降、後を絶たない。
　自民党は前回の総選挙の前、在京テレビ各局に対し、選挙報道では「中立公平」にするよう要請した。放送の自由をうたう放送法に反する行為だった。
　政府の基地政策に批判的な記事を載せ続ける沖縄の２紙を「つぶさなあかん」と述べたのは、安倍政権がＮＨＫに経営委員として送り込んだ作家だった。自民党の会合での発言である。
　憲法が国民に表現の自由を保障しているのは国民が権利の主体だからだ。国民が必要とする施策を政府にやらせるため、政府に勝手なことをさせないために、表現の自由はある。
　国際ジャーナリスト組織「国境なき記者団」の世界報道自由度ランキングで、日本は対象１８０カ国・地域のうち７２位。先進国の中で最低である。特定秘密保護法施行や安倍政権による報道介入により順位が下がった。
　日本の言論状況は国際標準に照らして多くの問題を抱えている。そのことに危機感を持ちたい。
　　　歴史の反省踏まえて
　私たち日本のメディアはかつて国策に追随して戦争に協力した苦い経験を持っている。行き着いた先が沖縄戦や広島・長崎の悲劇だった。長野県からは、政府の意を体した報道に背中を圧される形で大勢が満蒙開拓団として旧満州に渡り、苦難を強いられた。
　歴史の反省を踏まえ、政治が間違った方向に向かわないよう監視しつつ、正確でバランスの取れた情報を提供する役目をメディアは国民から課されている。私たちはそう考えている。
　正体不明の勢力による暴力であれ政治の圧力であれ、屈するわけにはいかない。 
（5月2日）

信濃毎日／2017/5/1 10:05

社説　憲法の岐路／強まる監視／拒否する意思示すとき

　新たな米軍基地建設のため、海を埋め立てる工事が強行された沖縄・辺野古。基地反対運動の先頭に立ち続けてきた山城博治さんの姿がそこにない。
　昨年秋に逮捕、起訴され、勾留は５カ月にも及んだ。この３月に保釈が認められたものの、事件関係者と接触を禁じる条件がつき、現場に行けない日が続く。
　有刺鉄線を１本切ったことが器物損壊に、工事車両の進入を阻もうとコンクリートブロックを積んだことが威力業務妨害にあたるとされた。逮捕する必要性すら疑わしい事案だと、多くの刑事法学者が指摘している。
　言論・表現の自由は憲法が保障する基本的人権の核を成す。政治的な意見の表明は、民主主義による意思決定の基盤としてとりわけ尊重されなければならない。
　　　弾圧に道開く共謀罪
　基地建設を強権的に進める政府に抗議するのは何ら不当なことではない。反対運動の中心人物の行動を強制力をもって封じることは弾圧にほかならない。
　沖縄で起きていることに目を凝らすと、政府・与党が今、強引に成立させようとしている共謀罪法案の怖さが際立ってくる。市民運動へのさらに厳しい弾圧に道を開きかねないからだ。
　犯罪の実行に至らなくても、共謀しただけで処罰の対象にする。合意した人すべてに網がかかる。何をもって合意したと判断するかは明確でない。相づちを打つことも合意とみなされ得る。
　誰か１人が準備行為をすれば、他の人を含めて一網打尽にできる―。安倍晋三首相の答弁が、本質を映し出している。
　共謀罪が設けられる犯罪は幅広い。組織的な威力業務妨害も含まれる。原発再稼働や公共事業への抗議運動を含め、政府の方針に反対する人たちが、妨害行為を計画したとして一掃される恐れさえ、ないとは言えない。
　準備行為として挙げた資金・物品の手配や下見は、日常の行動と見分けにくい。事前に共謀を察知しなければ、準備と判断しようがない。当局が目をつけた組織や市民の動向を把握することが、捜査を名目に正当化される。
　欠かせないのが盗聴だ。通信傍受法の対象犯罪に共謀罪を加えることを政府は「検討課題」としている。憲法が保障する「通信の秘密」が有名無実化しかねない。室内に盗聴器を置く会話傍受も、いずれ認められないか心配だ。
　警察の権限が強まり、監視と個人情報の収集が一段と進むことは間違いない。プライバシーが侵され、公権力が内心に踏み入ってくる危険は増す。
　密告を促す規定もある。当局の監視にとどまらず、人と人が互いに監視し合う息苦しさを生み、社会を表情のない人の群れに変えていかないか。
　　　戦時治安国家の様相
　戦時下、思想・言論の弾圧によって人権が著しく損なわれた反省から、現憲法は刑罰権の乱用を防ぐ詳細な規定を置いた。刑法も刑罰権に縛りをかけることに本来の役割がある。思想でなく行為を罰することは根本原則だ。
　共謀罪はそれを逸脱し、処罰の枠組みを一気に押し広げる。人権を守り、自由を確保するための憲法の骨組み全体が揺らぐ。
　政府が持つ情報を広く覆い隠す特定秘密保護法。集団的自衛権の行使を容認し、憲法の平和主義を変質させた安全保障法制。そして共謀罪。次々と進む法整備によって、日本は再び“戦時治安国家”の様相を帯びていないか。
　その先に安倍政権が目指す改憲がある。自民党の改憲草案は、権利全体に〈公益及び公の秩序に反してはならない〉と枠をはめた。人権の主体である「個人」は、単に「人」と変えられている。
　国民の権利と自由の前に、国家が大きく立ちはだかる。公権力の横暴にさらされても、対抗するためのよりどころはそこにない。
　日本の現在の状況は、昭和３（１９２８）年に似ている―。九州大名誉教授の内田博文さん（刑事法）が著書で指摘している。３１年の満州事変に始まる１５年戦争の“前夜”にあたる時期だ。
　　　今はまだ引き返せる
　２５年に制定された治安維持法は３年後のこの年の改定で「目的遂行罪」が設けられた。何であれ、「国体変革」の目的を遂行するための行為と当局が決めつければ取り締まれる。それによって処罰の対象が歯止めなく広がったことは、共謀罪と重なる。
　治安維持法の廃止を含め、「引き返す」選択もあり得たのに、当時の日本は放棄してしまった、と内田さんは述べる。けれど今はまだその道が残っている、と。
　監視が強まり、権力が内心に踏み込んでくるのを黙って認めるわけにはいかない。一人一人が自分の言葉で拒否の意思を示したい。押しとどめる力は、声を積み重ねることでしか生まれない。 
（5月1日）

新潟日報
社説　憲法施行７０年　９条の原点を見つめよう
新潟日報2017/05/03
　憲法は１９４７年のきょう施行された。戦後社会が憲法とともに歩みを始めてちょうど７０年に当たる節目の日である。
　戦争放棄、国民主権、基本的人権の尊重を掲げた「平和憲法」の下、戦争がもたらした深い苦難の中から再出発した日本は、いまの繁栄を築いた。憲法は私たちの道しるべとなってきた。
　その憲法の足元が揺らぎ続けている。安倍晋三首相は憲法改正に強い意欲を見せる。北朝鮮の挑発により東アジア情勢が緊迫する中で国民の不安は増している。
　だからこそ憲法誕生の原点にきちんと目を凝らし、平和日本の土台となってきたその価値を改めて見つめたい。
◆「もう戦争はしない」
　憲法の施行に合わせ、当時の憲法普及会は、国民を啓発するための小冊子「新しい憲法　明るい生活」を発行した。憲法の特色をかみ砕いて解説したものだ。
　その解説文に添えられた見出しからは、憲法が想定した国の「かたち」が伝わってくる。
　明るく平和な国へ、私たちの天皇、人はみんな平等だ、自由のよろこび、女も男と同権、国会は私たちの代表、健康で明るい生活、総理大臣も私たちが選ぶ－といった言葉が並ぶ。
　「もう戦争はしない」の項には９条が掲げた不戦の誓いと平和実現への決意が簡潔にまとめられている。文面からは、新しい国づくりに向かう気概が立ち上ってくるようだ。
　「私たち日本国民はもう二度と再び戦争をしないと誓った。（第九条）」「これは新憲法の最も大きな特色であって、これほどはっきり平和主義を明らかにした憲法は世界にもその例がない」
　「私たちは世界に先がけて『戦争をしない』という大きな理想をかかげ、これを忠実に実行するとともに『戦争のない世界』をつくり上げるために、あらゆる努力を捧げよう」
　国家が主導した先の戦争によって国民は多大な犠牲を払った。平和憲法の根底には、その後悔と反省がある。もう一度しっかりと胸に刻みたい。
　弾道ミサイル発射や核実験など挑発を続ける北朝鮮に対し、米国のトランプ政権は武力行使も辞さない構えを見せている。
　安倍首相はこうした米国の対応を評価している。この１日には、安全保障関連法に基づき自衛隊が米軍艦艇を守る初めての「武器等防護」が実施された。
　危うくはないか。平和憲法とともに歩んできた日本の責務は、あくまでも平和的解決を訴えていくことのはずである。
◆ムードに流されずに
　このところ、民主主義と自由を保障してきた憲法の価値観と整合が取れるのか疑わしい動きも目立つようになった。
　政府は教育勅語を学校現場で教材に使うことを容認する考えを示した。教育勅語は戦前戦中の軍国主義教育と結び付き、戦争遂行を支えた。戦後、国会で排除・失効が決議されている。
　「共謀罪」の趣旨を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案の審議が国会で始まっている。監視社会につながるとの不安は根強く、「現代版の治安維持法ではないのか」と危ぶむ声が上がる。
　安倍政権下では、強い反対の中で特定秘密保護法や集団的自衛権の行使容認を盛り込んだ安全保障関連法が成立している。
　一時のムードに流されず、戦争の苦しみや悲しみを経た先人が憲法に託した願いを振り返る。その姿勢こそが求められている。
◆国民も備えが必要だ
　安倍首相はことあるごとに憲法改正への意欲を語っている。
　改憲を目指す超党派の議員連盟が１日に開いた大会にも出席し、施行７０年を踏まえて「改憲という大きな目標に向かって、この節目の年に必ずや歴史的一歩を踏み出す」と表明した。
　さらに「改憲勢力」は自民党を中心に衆参両院で国会発議に必要な３分の２を超え、国会の憲法審査会では憲法を巡る議論が行われている。
　こうした中で忘れてはならないのは、憲法を改正するかどうかを最終的に判断するのは国民だということだ。憲法９６条は、国会で発議し、国民投票で過半数の賛成が必要だと定めている。
　首相が改憲への決意を唱えている以上、国民も次の世代のために何を守るべきかを考え、あらかじめ備えておく必要がある。
　先の小冊子「新しい憲法　明るい生活」の「私たちのおさめる日本」と見出しの付いた部分に、こんな一節が見える。
　「わが国の政治の一番大もとの力は私たち国民の手にある」
富山新聞／北國新聞
富山新聞／北國新聞／2017/5/3 2:05

社説　行７０年／改憲論議を促す半島危機

　北朝鮮が国連決議に反する核・ミサイル開発を止めず、それを阻止するために米空母艦隊が日本海に展開するという緊迫した状況下で、憲法施行７０年という節目を迎えた。
　国民主権、基本的人権の尊重、平和主義を柱とする憲法の下で、戦後の日本は繁栄を築いてきた。この憲法理念は今後とも大切に守っていかなければならない。その上で、新しい時代に応じた憲法づくりに踏み出すことに安倍晋三首相は強い意欲をみせている。
　国会は、憲法改正に前向き、あるいは改正の必要性を認める「改憲勢力」が衆参両院で３分の２を占めており、昨年１１月に実質論議を再開した憲法審査会で、大規模災害時に国会議員の任期延長を認める緊急事態条項や地方自治権の拡充などが改憲テーマとして浮上している。教育の無償化を改憲の「呼び水」「突破口」にしようとする動きもみられる。が、憲法改正論議の核心になるべきは、やはり戦争放棄・戦力不保持を定めた第９条の当否であろう。
　朝鮮半島危機の深まりや南・東シナ海における中国の軍事的脅威の拡大は、国民の安全をいかに守るかを憲法から問い直すことを迫っているともいえる。
　憲法は国家権力を制限し、その暴走を防ぐためにあるという立憲主義が強調されるが、国民の生命や財産を守るためにこそ憲法はある。憲法学者の大半が自衛隊を違憲と解釈する９条は、国民の安全を守るにふさわしい憲法条文とは言い難い。先の共同通信社の世論調査でも、憲法改正を支持し、９条を改めるべきと考える人が多数派を占めている。
　それでも、改憲勢力の足並みは不ぞろいであり、これまでのようなイデオロギー論争や政権争いに終始していては、議論の集約は難しい。安倍首相は「改憲の機は熟した」と言うが、それは長い休眠からさめたばかりの憲法審査会の取り組みにかかっている。
　集団的自衛権の限定行使を認める安全保障関連法の施行で、９条改正の道のりはかえって遠のいたとの見方もあるが、憲法審査会は真摯に議論を深め、より良い憲法の姿を最終決定権者の国民に示す責務を果たしてもらいたい。

福井新聞
福井新聞／2017/5/3 8:05

論説　憲法施行７０年／機は熟したと言えるのか

　【論説】憲法施行から７０年を迎えた。１日の改憲派議員の大会で「機は熟した」と強調した安倍晋三首相は、ここでも「理想の憲法を国民に示す」という常とう句を発した。くしくも、この日安全保障関連法（安保法）に基づく「米艦防護」が初実施された。
　首相のいう「理想」はこうした現実的対応が裏打ちされる憲法を指すのだろう。だが、一触即発の危うさをはらむ北朝鮮への一連の強硬かつ対米追従姿勢が国民の目に「理想」と映るのか、はなはだ疑問だ。
　改憲へ前のめりになる首相の一番のターゲットは９条であり、「自衛軍の保持」にあることは論をまたない。ただ、共同通信社の世論調査によれば、日本が戦後、海外で武力行使しなかった理由に関して、７５％が戦争放棄や戦力の不保持を定めた「９条があったからだ」と、その存在を高く評価した。
　施行以来７０年間、国内外で誰一人殺されず、殺すこともなかった平和憲法が国民の間にしっかり根付いているとみるべきだ。首相ら改憲派は「戦勝国の押し付け」と声高に批判するが、こうした国民の意識から目をそらすべきではない。
　一方、世論調査では９条改正を巡って「必要」が４９％、「必要ない」は４７％と拮抗（きっこう）した。「必要」とする人の６６％が北朝鮮の核・ミサイルや中国の軍備拡張など「安全保障環境の変化」を挙げている。
　これは「変化」を外交努力を尽くすなどして解決してこなかった政権の無策ぶりを映した結果でもあるのではないか。「戦略的忍耐」に徹したオバマ米政権、「世界の警察官」に立ち返ったトランプ政権。それぞれに追従してきた結果が、今の北朝鮮情勢を招いたともいえる。
　さらに調査結果では、安倍首相の下での改憲に５１％が反対し、賛成の４５％を上回った。歴代内閣が否定してきた集団的自衛権の行使を容認する安保法の強行採決など恣意（しい）的な姿勢への警戒感が強いのだろう。
　「機は熟した」と述べた首相は「この節目の年に必ずや歴史的一歩を踏み出す」と表明する一方、自民党の改憲草案を「そのまま憲法審査会に提案するつもりはない」と言い切った。「国防軍」や天皇の「国家元首」などを明記した草案では、国会発議はむろん国民の理解も得られないとの見立てだろうが、その意味では、機は全く熟していないことは明らかだ。
　衆参の憲法審査会の論議に委ねる意向だが、参院は天皇の退位問題でストップしたまま。衆院審査会の議論は各党が持論を述べ合うばかりで、党内調整も進んでおらず、絞り込みの段階にはほど遠い。
　安倍首相は総裁任期の延長により、２０２１年９月まで政権トップの座を約束され、改憲のスケジュール感にもゆとりができたというのだろうか。だが、公明や維新を含め国会発議に必要な３分の２を超える現有勢力も、スキャンダルや問題発言などが頻発すれば瓦解（がかい）しかねない。議論を尽くすという姿勢は評価できるが、「衣の下に鎧（よろい）」の懸念も尽きない。
　国会発議にたどり着いたとしても、最終的に国民投票で過半数が得られなければ改憲は果たせない。憲法の姿を決定するのは国民である。憲法はそもそも希求すべき理想を掲げるものではないか。９条でいえば、安倍首相の理想はむしろ安保法という現実だ。理想の憲法とは何か、国民はしっかり見極める必要がある。

福井新聞／2017/5/4 8:05
論説　地方自治法施行７０年／国と「対等」になったのか

　【論説】地方自治法が日本国憲法と同様、施行から７０年の節目を迎えた。憲法９２条に定めた規定を自治体レベルで実践していくための大切な法規だ。秋には福井県でもセミナーが予定されている。自治のあり方を足元から見つめ直したい。
　人口減少と少子高齢化が加速し、地域消滅の危機が全国に広がっている。自治法の１条に刻まれた「地方公共団体の健全な発達」や「自主性、自立性の十分な発揮」さらには「住民福祉の増進」が困難な時代に差し掛かっている。あらゆる観点から英知を結集していく必要がある。
　自治法は国と自治体の関係、都道府県と市町村の組織や運営に関するルールを規定。憲法９３条に基づき、首長と議員を選挙で選ぶ「二元代表制」を取っている。地方行政の骨幹であり、住民の意思を反映するための仕組みといえる。
　首長と議会が狭い了見でいがみ合っても何ら生産性はない。地域発展の両輪として責務を遂行すべきだ。「地方自治は民主主義の学校」と評されるにふさわしく、住民こそが主体者であり、常に学びと実践を心掛けてもらいたい。
　また、憲法９４条では地方自治体の権能を規定しているが、国の権限が強まっては地方の独自性や主体性が発揮できない。その意味でも特筆されるのは、地方分権改革である。
　１９９３年、国の中央集権を転換する「地方分権の推進に関する決議」が国会で決議され、２０００年施行の地方分権一括法で国と地方の新しい関係が確立した。自治法改正によって国と自治体は「上下・主従関係」から「対等・協力関係」になり、国の仕事を自治体に下請けさせる機関委任事務の廃止や権限委譲などが実現した。
　それぞれの地域が自らの発想と判断、創意工夫により課題解決を図っていく。これが地方分権改革の主テーマである。
　その一方で、予算の縮減や行政事務効率化の観点などから市町村合併が避けて通れなかったのも事実だ。戦後約１万あった市町村を昭和の合併で約３２００に、平成の大合併以降では１７１８にまで集約した。
　成果もある半面、きめ細かな住民サービスが低下し地域コミュニティーの維持が困難になりつつある。人口減と若者の急減は確実に地域の体力を奪っている。放置される限界集落、万一の災害対応もままならない現状がある。
　安倍政権は１４年に地方創生を掲げた。日本創成会議が市町村の約半数を「消滅可能性自治体」とする衝撃的な試算に呼応する政策である。しかし、是正策の手段である東京一極集中や省庁の地方移転は全くと言っていいほど進まない。地方は国の「口先政治」に踊らされてはいないか。
　さらに現政権は国の強い権限を背景に、沖縄の米軍普天間飛行場の移設を強行しようとしている。国と地方はいつから「上下・主従関係」に逆戻りしたのか。地方自治法７０年。国のあり方こそ厳しく問われよう。

福井新聞／2017/5/2 8:05

論説　「米艦防護」初実施／対米追従一辺倒の危うさ

　【論説】海上自衛隊が平時から米軍の艦艇などを守る「武器等防護」を実施した。昨年３月施行の安全保障関連法に基づく新任務を初めて実際に運用したことになる。北朝鮮情勢をにらんで「強固な日米同盟」を誇示し、けん制する狙いがあろう。
　ただ、これに関する運用指針は情報公開を極めて限定しており、チェック機能が十分働かない仕組みだ。国民の監視や検証ができなければ、「戦争のできる国」に近づく懸念が高まることにならないか。
　武器等防護は自衛隊が弾薬や艦船を守る任務だ。平時や特定の国からの武力行使に至らないグレーゾーン事態の下で「日本の防衛に資する活動」を行っている他国軍が対象になる。安保関連法で対象を拡大し、主に米軍艦船の防護を想定する。「米艦防護」とも呼ばれるように、実態は「米国のための法律」である。
　海上自衛隊最大の艦船であるヘリコプター搭載型護衛艦「いずも」が１日、房総半島沖で米海軍の補給艦と合流した。米補給艦は北朝鮮の弾道ミサイル発射に備えて日本海に入った米海軍の原子力空母カール・ビンソン付近の船に補給する可能性もある。
　政府の目指す強固な日米同盟と日本の役割が具体的な行動によって現実化したといえるだろう。
　日本海周辺の緊張感は高まっているが「有事」ではない。運用指針は「武力行使」と一線を画し「現に戦闘が行われている海域」では行わないとする。武器使用も「極めて受動的かつ限定的な必要最小限のもの」としており、現時点では形式的行動と解釈できる。
　そのためか、安保関連法を巡る強い反対運動とは異なり、国内で目立った反発は見られない。政府は世論に受け入れられやすい時期や状況を選んだようだ。任務は２日間程度。不測の事態が起きないことを想定した政府の「実績づくり」であることは明らかだ。
　武器等防護は、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊に付与した「駆け付け警護」と並ぶ安保関連法の目玉政策だが、駆け付け警護は実行していない。
　米国は米艦防護など一層の支援拡大を期待している。今後の情勢を冷静に見極めながら、新任務が本格化する可能性が高まる。
　だが、活動の情報開示は「特異な事象が発生した場合」など極めて限定的だ。政府は必要性を公式に説明していない。日米の一体化が裏でどう進むのか、運用のなし崩しが懸念される。
　さらなる問題がある。北朝鮮への軍事的圧力を強めるトランプ米政権への追従政策は、かえって北朝鮮の日本敵視政策が強まるリスクがあることだ。対話による解決を主張する中国やロシアは６カ国協議の再開を提唱する。だが、安倍晋三首相は「圧力を高めていく必要がある」として否定的な考えである。
　それはなぜか。安倍首相はこの状況を、悲願の憲法改正と自衛隊の「国防軍」化へ向けた好機と見ているのではないか。したたかな深謀遠慮が透けて見える。

京都新聞
京都新聞／2017/5/3 10:05

社説　憲法施行７０年／性急な改憲許されない

　日本国憲法はきょう、施行７０年を迎えた。戦後の日本は、国民主権、基本的人権の尊重、平和主義という憲法の三大原則の下で、復興と経済成長を成し遂げ、新しい国をつくってきた。
　「戦後レジームからの脱却」を掲げる安倍晋三首相は在任中の憲法改正を目指しており、憲法施行７０周年の記念式典でも「新しい時代の理想の姿を描くことが求められている」と強い意欲を示した。
　国会では、改憲に賛同する勢力が衆参両院ともに３分の２を超えて、改憲が現実味を帯びる。昨秋の臨時国会からは、憲法審査会も再開した。これまでに「参政権の保障」「国と地方の在り方」をテーマに議論や参考人質疑を行い、次は「新しい人権」の予定だ。
　審査会は、党派を超えて憲法に向き合う「熟議」の理想を掲げて出発したはずだが、自民党には、大規模災害時に国会議員の任期延長を認める緊急事態条項の新設や教育の無償化規定など、改憲項目を絞り込んで発議を狙う「前のめり」の姿勢が明らかだ。
　しかし、施行７０年を経ても、国民のため直ちに改憲が迫られる政治状況にあるとはいえまい。自民は「復古的」と批判のある党改憲草案を事実上棚上げし、連合国による「押しつけ憲法論」の主張も抑制して改憲の実現を最優先にしているが、それではますます必要性があるかどうかという出発点があいまいになってしまう。
　世論との乖離（かいり）もみられる。
　共同通信の世論調査で、改憲を「必要」「どちらかといえば必要」とする人は６０％、「どちらか」を含めて「必要ない」は３７％で、容認派が増えているが、具体的な改憲項目で緊急事態条項や教育無償化をあげる人は少ない。
　国民の関心が高いのは「９条と自衛隊」だ。改正の賛否は拮抗（きっこう）しているが、自衛隊の存在を認め、国際活動へは歯止めをかけることを重視する意見が多い。さらに、日本が戦後武力行使しなかったのは「９条があったから」とする回答は７５％に上り、平和主義が国民に広く浸透し、高く評価されている。こうした国民の意識に、正面から向き合う必要があろう。
　ただし、安倍政権での改憲については反対が５１％で、賛成の４５％を上回っている。安倍政権は、違憲の疑いがある安全保障関連法を成立させるなど強引な手法が目立つ。国民の懸念を真摯（しんし）に受け止めるべきだ。憲法論議は国民が広く関心を持って深める必要がある。性急さは許されない。

京都新聞／2017/5/3 10:05

社説　米艦防護／決定の過程が不透明だ

　政府は安全保障関連法に基づき海上自衛隊の艦船が米軍の艦艇を守る「武器等防護」を初めて実施した。国論を二分した安保法の施行から１年余り。緊迫化する北朝鮮情勢を受け、日米の緊密な連携を内外にアピールする狙いがあるとみられる。一方で、米軍とのさらなる一体化への懸念や、武力による威嚇を否定した憲法との整合性を問う声も強まっている。政府はこうした疑問に誠実に答える責任がある。
　武器等防護は、日本の防衛のために活動している他国の艦船などを守る任務で、主に米軍を想定していることから「米艦防護」と呼ばれる。南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊に付与した「駆け付け警護」とともに安保法の柱となっている。
　今回の米艦防護は、海上自衛隊のヘリコプター搭載型護衛艦「いずも」が１日午前から２日ほどかけて米海軍補給艦の周辺を警戒監視しながら房総半島沖から四国沖まで並走する。
　気になるのは、実施決定のプロセスが不透明なことだ。
　南スーダンＰＫＯでは、任務の付与に伴う武器使用の基準緩和とそのリスク、現地の治安情勢などについて国会で議論を重ね、実際に付与した際には公表した。しかし、今回は国会の議論を経ていない。自衛隊員が直面する危険性や文民統制の維持などについて、政府の考えが国民には分からない。
　政府は武器等防護の公表について、自衛隊や他国部隊に具体的な被害が発生した場合などに限定している。適宜、情報が公開されなければ、国民は自衛隊が戦闘に巻きこまれて初めて深刻な事態を知ることになる。
　今回の実施は、国家安全保障会議（ＮＳＣ）の審議を経て稲田朋美防衛相が決定した。だが稲田氏は初の実施に踏み切った５月１日、防衛省に登庁せず、コメントも出さなかった。ＮＳＣの議事録や護衛艦「いずも」の行動記録は特定秘密に指定される可能性が高い。そうなれば公開は６０年以上先になることもありうる。
　海上自衛隊が活動するのは太平洋側で、防護対象の米補給艦が攻撃を受ける可能性は低い。任務にあたったのは「ヘリ空母」とも呼ばれる最大級の護衛艦だが、北朝鮮が発射実験を繰り返しているミサイルを迎撃する能力は高くないとされる。政府の説明がないままでは、今回の派遣は北朝鮮情勢に乗じた「単なる実績づくり」といわれても仕方がないだろう。

神戸新聞／2017/5/4 8:05
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社説　憲法施行７０年／流れにのみ込まれる危うさ

　７０年前のきょう、日本国憲法が施行された。国民主権、基本的人権の尊重、平和主義を基本原理とする憲法の下で「戦後日本」の歩みが始まった。
　人間でいえば古希。しかし、憲法は今も「現役」である。昨今の政治情勢が、憲法の掲げる理念と存在意義に改めて光を当てたといえるだろう。
　一方、国会では改憲勢力が数の上で護憲派を圧倒し、改正への地ならしが進む。危ういのは、その流れに私たちがのみ込まれてしまうことだ。
　　　　　　◇
　昨年１１月、衆参両院で憲法審査会の議論が再開された。参院は約９カ月ぶり、衆院は約１年５カ月ぶりだ。これほど長く休眠状態にあったのは、政府、与党にとって不都合な事情が生じたからにほかならない。
　一昨年６月、衆院の審査会で憲法学者３人の参考人質疑が行われた。その際、自民党の推薦者を含む全員が当時審議中の安全保障関連法案を「違憲」と断定したのである。
　予想外の展開に自民党は浮足立つ。国民の批判も強まり、議論を進めることは得策ではないと判断したのだった。
加速する改正論議
　再開されたのは昨年夏の参院選で与党が大勝したからだ。自民、公明に維新などを加えれば衆参両院で３分の２を超え、国会発議の条件が整った。在任中の改憲を悲願とする安倍晋三首相は「いよいよ機は熟してきた。この節目の年に歴史的一歩を踏み出す」と意欲を示す。
　それを受けて政府、与党は流れを取り戻そうとする。本丸は「戦争の放棄」や「戦力の不保持」を定めた９条の改正だが、国民の反発が予想される。そこで抵抗感の少ないテーマを「入り口」に、と知恵を絞る。
　その一つが「緊急事態条項」の議論である。大災害などの際に政府が国民の権利を制限するなど超法規的な措置を取る定めで、今の憲法には規定がない。「対応を協議する余裕のない場合はどうするのか」という主張に賛同する声も聞かれる。
　だが２２年前の阪神・淡路大震災で、国の対応は迅速とも柔軟ともいえなかった。むしろ「権限を委ねてほしい」という兵庫県などの要請をはねつけた。
　現場から遠い東京の強権発動に道を開く議論に、被災地の自治体や住民は首をかしげる。
　震災の６年後、当時の笹山幸俊市長は神戸で開かれた衆院憲法調査会地方公聴会でこう訴えた。「大規模な災害には、現場に身近な市町村長が直接災害に対応する仕組みが必要だ」
　同じことを東日本大震災で被災した自治体の首長らも指摘している。必要なのは改憲でなく、災害対策基本法などを最大限活用した救援や復興計画の拡充だ。国は後方支援に徹するべきとの考え方が大勢といえる。
　災害法制に詳しい兵庫県弁護士会の永井幸寿弁護士は政府、与党の対応を「災害を改憲のだしにしている」と批判する。
　今のところ、そうしたもくろみは成功していない。「教育の無償化」や１票の格差是正を理由にした「参院合区解消」についても、共同通信の世論調査では、制度の見直しや法律の整備で対応すべきとする回答が多数を占める。自民党が掲げる「家族の助け合い」義務の明記には８割が反対している。
　ただ、憲法を巡る国民の意識は揺れている。改憲を「必要」とする人が世論調査で６割を占めた。「条文や内容が時代に合わなくなっている」という理由が大半で、回答者のほぼ半数が「９条と自衛隊」を議論すべき項目に挙げている。
　政府が強調する「安全保障環境の変化」への懸念を多くの人が抱く。北朝鮮の核・ミサイル開発などで緊張が高まり、国際情勢が民意に影を落とす。
味わうための努力
　だが一方で４分の３が９条を「戦後、日本が海外で武力行使しなかった理由」と評価している。求められるのは国民の思いを尊重した丁寧な議論である。
　忘れてはならないのは、９割を超える人が「憲法によって自らの人権が守られている」と実感していることだ。憲法は「不磨の大典」ではないが、７０年を経てその理念は私たちの意識に着実に根を下ろしている。
　逆に安倍政権での改憲には５１％が反対している。政府、与党は憲法解釈を百八十度変更し、集団的自衛権の行使容認に踏み切った。採決の強行など、数の力で異論を封じる姿勢に対する国民の警戒心がにじむ。
　７０年前のきょう、神戸新聞は１面に「民主日本の輝く門出」の見出しを掲げた。コラム「正平調」はこんな川柳で締めくくっている。〈香りより味（あじわ）へ新茶のいれ加減〉
　新しい憲法の施行をただありがたがるのでなく、自分たちのものとして生かすことを考えようという呼び掛けだった。
　もはや「新茶」とは呼べなくても憲法の香りは衰えない。必要なのは新しい茶葉に取り換えることでなく、時代に合った味わい方と入れ加減で風味を引き出す、不断の努力ではないか。

社説　地方自治／地域の意思が重みを増す

　７０年前のきのう、日本国憲法とともに新しい法律が施行された。地方自治法である。
　戦前、国の中央集権下で地方自治は厳しく制限された。地方自治法の制定によって、地方は「国民主権」の理念を身近な地域で実践する主体として位置付けられた。
　３日の法施行に先だって、初の統一地方選が行われ、全国の全ての市町村と都道府県で首長と議員が選ばれた。「憲法記念日」は日本の地方自治の「誕生日」と言ってもいい。
　地方自治は基本的人権の保障や平和主義、国民主権と並ぶ、憲法の大きな柱とされる。よりどころは９２条が定める「地方自治の本旨」だ。
　「本旨」とは、地方のことは地方が決めるという法の原理を指す。この規定は「自治体の人権保障」とも呼ばれる。
　今、地方の「人権保障」を軽視する動きが続いている。米軍普天間飛行場の名護市辺野古移設に反対する沖縄県に対し、安倍政権は埋め立て工事を強行して圧力を強めている。
　「自治体には国の安全保障政策を判断する権限がない」という政府の主張を裁判所も認め、埋め立て承認を取り消した県知事の措置を違法とした。「国のすることに口を出すな」と言わんばかりの強権姿勢は「自治の本旨」と矛盾しないか。
　地元沖縄だけでなく、法の専門家からも「住民の安全や環境を守る自治体の役割を軽視している」との批判が聞かれる。
　４２年前、神戸市議会は神戸港に入港する外国艦船に非核証明書の提出を求める「非核神戸方式」を決議した。米艦船の入港を抑止する力となってきた。
　政府はこれにも「国の専権事項の外交を制約する」と難色を示し、後に続こうとする他の自治体をけん制してきた。
　地方と国は「上下・主従」でなく「対等・協力」の関係にある。地方分権一括法でそう明記された。地方の意思を尊重するのが国の責務のはずである。
　非核神戸方式は「核廃絶」と「平和」を願う、市民総意の表れといえる。自分たちで選び取った道だからこそ私たちは胸を張れる。憲法が保障する「地方の人権」が重みを増す。

神戸新聞／2017/5/2 8:05

社説　米艦防護／一体化の歯止めはあるか

　米国の艦艇などを守る「武器等防護」の実施を、稲田朋美防衛相が自衛隊に命じた。安全保障関連法に基づく新任務で、海上自衛隊の護衛艦が米海軍の補給艦と近海で合流し、周辺の警戒監視などを行う。
　昨年末、南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の陸上自衛隊部隊に「駆け付け警護」が付与されたが、運用には至らなかった。実際に新任務が実施されるのは今回が初めてだ。
　米軍は、北朝鮮をけん制するため、日本近海に原子力空母などを展開している。緊張が高まる情勢にあることは間違いない。一方で、これを契機として米軍との一体化が際限なく拡大する懸念はぬぐえない。
　武器等防護は自衛隊が弾薬や艦船などを守る任務で、安保関連法で対象を拡大した。平時から「日本の防衛に資する活動」をしている米軍など他国軍を護衛し、米艦が武装集団などから攻撃を受ければ、自衛隊が武器を使用する可能性がある。
　今回の任務は北朝鮮に近い日本海側でなく、房総半島から四国沖にかけての太平洋で実施される。期間も２日ほどとされ、不測の事態が起こる危険性は低いとみられる。
　隊員が戦闘に巻き込まれるリスクが取りざたされたＰＫＯと違い、今回は世論に受け入れられやすい状況といえる。既成事実化を狙う政府が慎重に時期を選んだとの見方がある。
　ただ、米軍との連携強化は平時にとどまらない。日本の平和と安全に重要な影響を与える「重要影響事態」と認定されれば弾薬提供や給油ができる。さらに危機が高まった「存立危機事態」では米軍との集団的自衛権の行使が可能となる。
　集団的自衛権の行使容認は憲法学者に「違憲」と批判されている。「重要影響事態」では日本近海という地理的制約がなくなり、自衛隊の活動が専守防衛の範囲を超えて地球規模に広がる恐れも指摘される。
　問題は、米軍との共同歩調に歯止めがなくなり、「戦争の放棄」や「戦力の不保持」などを定めた憲法９条の理念が形骸化していくことだ。憲法の施行から７０年を迎えるこの時期、「平和国家」としてのあるべき姿を冷静に考える必要がある。

山陰中央新報
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論説　憲法施行７０年／じっくりと建設的論議を

　日本国憲法は１９４７年の施行から７０年を迎えた。安倍晋三首相は在任中の憲法改正に強い意欲を示し、改憲に前向きな勢力が衆参両院で改憲発議に必要な議席を占める国会では、憲法審査会で議論が行われている。
　現憲法は７０年間、一言一句変わっていない。その間、社会の在り方や国際情勢が大きく変わったのは事実だ。時代の変化に合わせて憲法を見直すとしても問われるのはその方向性だ。
　憲法が掲げる国民主権、基本的人権の尊重、平和主義の三つの基本原理は国民に定着しており、理念は古びてはいない。求められるのは憲法の基本理念を充実させ、より良きものへ磨き上げていく建設的な論議である。「古希の憲法」の普遍的価値をあらためて見つめ直したい。
　憲法審査会での各党の議論も三つの基本原理を堅持するという点だ。これらの理念が守られているか、しっかりと見定めるべきだ。
　まず国民主権。２０１４年の前回衆院選の投票率は５２％と戦後最低を記録した。有権者と主権者の代表である国会の関係はこのままで良いのか。また、山陰両県も対象となった参院選の合区など、有権者の声が届きにくい状況も生まれている。選挙制度のあり方を含めて、議論の深化が必要だ。
　また、安倍政権は１５年末、憲法の規定に基づいて総議員の４分の１以上が要求した臨時国会の召集を拒否した。多数を占める与党の国会運営は主権者の意思から乖離していないか。
　基本的人権はどうか。今年３月、東京都内で８１歳の妻を殺害して逮捕された８４歳の夫は「認知症の介護に疲れた」と供述した。人口減少、超高齢化社会に入り、望ましい社会保障のあり方も変わりつつある。「健康で文化的な最低限の生活を営む権利」を保障し続けるための方策が必要だ。
　北陸では憲法記念の集会が「中立性の確保」を理由に会場使用を拒否された。表現や集会の自由が保障されてこそ、社会は健全に保たれるはずだ。
　平和主義の議論は、安全保障の面で大きな転換点を迎えている。「積極的平和主義」の名の下、安全保障関連法が制定され、自衛隊の海外での武力行使に道が開かれた。
　戦後の占領下、憲法の草案は連合国軍総司令部（ＧＨＱ）によってつくられた。だがそれを受けた日本政府の原案は、女性の選挙権を初めて認めた普通選挙で選ばれた国会の審議で多くの修正が加えられている。それからの７０年は、裁判などの積み重ねで、憲法の内実は具体化していった。
　安倍首相は改憲派の集会で「理想の憲法の具体的な姿を国民に示す時だ。節目の年に歴史的一歩を踏み出す」と強調した。
　７０年前の憲法は完全無欠ではない。しかし今、自民党など改憲勢力が検討課題に挙げる緊急事態条項の新設や教育無償化などの緊急性だけに目を奪われてはならないはずだ。憲法審査会の議論を深めるのが先だ。
　国家の基本を定める憲法の見直しは、政権が「成果」として目指すべき性質のものではない。じっくりと建設的な論議を始めるべきだ。

山陰中央新報／2017/5/4 12:05
論説　地方自治７０年／制度を使いこなし活路を

　日本国憲法に「地方自治」が新たに章立てされ、それを実践するための地方自治法と同時施行してから７０年。今、地方を取り巻く環境は、人口流出や少子高齢化、財政難などで厳しさを増している。
　戦後民主化の一つの象徴として、都道府県と市町村の決まりや国との関係を示した地方自治法は、何度も改正を重ねて強化されてきた。困難な時代だからこそ、地方にはその制度を使いこなしてもらいたい。
　７０年の歩みで特筆すべきは、国から地方に権限を移す地方分権改革と、自治体行政の効率化を図った市町村合併だろう。
　１９９３年、国会で分権推進が決議され、中央集権を転換する歯車が回り出した。地方側が、既得権益を守ろうとする中央省庁とのせめぎ合いで得た最大の成果は、国が自治体を下部組織として仕事をさせていた「機関委任事務」の廃止だ。
　これにより国と地方は「上下・主従」の関係から「対等・協力」となった。バス停の位置すら国の許可なくずらせないような住民無視の省庁の関与もある程度は減り、自治体の裁量も高まった。
　ただ、改革が十分に生かされているかというと、国と地方の役人同士の「官官分権」にとどまっている感は拭えない。ぜひとも住民サービスに反映させたい。
　市町村合併では、戦後約１万あった市町村を昭和の時代に約３２００に、平成で１７１８にまで集約した。半面、合併で役場が遠ざかって地域が衰退し、コミュニティーが崩壊したところも多い。そのほとんどが放置されたままだ。これらの地区では災害時の対応の遅れなども指摘されており、対策を急がねばならない。
　道州制論議や大阪都構想も、利益相反や政治的要因で実現はしていないが、地方制度の在り方に一石を投じた。
　そして現在、地方全体を覆うのは人口減の暗雲だ。２０１４年に安倍政権が地方創生を宣言する直前、前座で盛り上げるように、市町村の約半数を「消滅可能性自治体」とする日本創成会議の衝撃の試算が公表された。
　積年の人口問題に即効薬はない。だが、座して待つわけにはいかない。政府は国家の礎である地方を切り捨てず、ニーズに応じた存続支援に全力を挙げるべきだ。消滅予想を突き付けられた自治体も、それをはね返す気概で活路を探ってほしい。
　地方議会も問われている。二元代表制の首長と議会は車の両輪に例えられるが、一定の間合いを維持してこその車輪だ。現職議員がこぞって首長与党に走ったり、敵役をつくる劇場型政治で首長と特定会派が対立したりするのは違和感がある。
　いわゆる地域政党は、自然発生的なら好ましいが、首長が率いて多数派を形成しようとするのは、議会に監視機能が求められる二元代表制を台無しにする恐れがある。ローカルを掲げながら虎視眈々（たんたん）と国政を狙うなら自己矛盾だろう。
　ほかにも沖縄の米軍普天間飛行場移設の問題など、国策と地方の声が必ずしも一致しない懸案もある。地方自治の主役である住民の思いがどこまで届いているのか、節目の年にあらためて考えたい。

山陰中央新報／2017/5/2 12:05

論説　米艦防護／活動の検証が必要だ

　海上自衛隊のヘリコプター搭載型護衛艦「いずも」は、太平洋上を航行する米海軍の補給艦と合流し、周辺の警戒監視活動などを行う。これは安全保障関連法に基づいて海自の護衛艦が米補給艦を守る「武器等防護」の活動だ。
　昨年３月に施行された安保関連法では、南スーダンに派遣した国連平和維持活動（ＰＫＯ）の陸自部隊に「駆け付け警護」の任務を付与したが、実行はしていない。安保関連法の新任務を初めて実際に運用することになる。
　北朝鮮の核・ミサイル開発を巡り米国が原子力空母カール・ビンソンを日本海に派遣するなど緊張感が高まっており、政府は自衛隊と米軍の一体化を進める新たな任務を実施しても、世論の批判は小さいと判断したのではないか。日米同盟をアピールし、北朝鮮をけん制する狙いもあるとみられる。
　日本海ではなく北朝鮮から遠い太平洋側での活動には、安保関連法の任務の実績づくりという目的もうかがえる。活動内容の情報公開は「特異な事象が発生した場合」に限られるなど、チェックの仕組みはほとんどないため、日米の活動一体化をどこまで進めるのか活動の検証は必要だろう。稲田朋美防衛相も初の任務についてきちんと説明するべきだ。
　「武器等防護」の活動は安保関連法に盛り込まれた自衛隊法の改正で、平時や武力攻撃に至らないグレーゾーン事態に、「日本の防衛に資する活動」を行っている他国軍を対象に認められた。
　昨年末に国家安全保障会議（ＮＳＣ）で決定した運用指針では、弾道ミサイル発射に関する情報収集や日本の平和と安全に重要な影響を与える事態での輸送や補給、自衛隊の能力を向上するための共同訓練など三つのケースを挙げて、適用の対象例とした。
　また「極めて受動的、限定的で必要最小限」との制限は付けながらも武器使用を認めており、米艦が武装集団の攻撃を受けた場合は武器を使用する可能性がある。
　実施の運用は防衛相の判断に委ねられている。防衛相は前年に実施した警護結果についてＮＳＣに報告するが、平時の運用の情報公開は、自衛隊や米軍などに「具体的な侵害が発生した場合」に限られている。政府は当初、日米共同訓練での実施を検討していたとされるが、朝鮮半島情勢を受けて実施に踏み切ったとみられる。
　護衛艦「いずも」は、活動後は米補給艦から離れてシンガポールに向かう。ただ補給艦はその後、北朝鮮の弾道ミサイル発射に備えて日本周辺に展開中の米艦船やカール・ビンソン周辺の艦船に補給する可能性があるという。
　北朝鮮に圧力をかける狙いでトランプ米政権が派遣したカール・ビンソンは航行中に空海の自衛隊との共同訓練も実施した。「いずも」は海自最大の艦船だ。米政権と足並みをそろえた行動と、海外からは受け止められるだろう。
　中国やロシアが北朝鮮問題の対話での解決を主張し、６カ国協議の再開を提起するのに対し、安倍晋三首相は「圧力を高めていく必要がある」として協議再開に否定的な考えを示している。圧力一辺倒で北朝鮮の暴発を防ぐことができるのか。冷静で多角的な戦略も求められる。

山陽新聞
山陽新聞／2017/5/3 8:05

社説　憲法施行７０年／拙速許されぬ改憲の論議

　日本国憲法はきょう、施行から７０年を迎えた。戦後日本の再出発にあたり、国民主権、基本的人権の尊重、平和主義を基本理念に掲げ、敗戦に打ちのめされた国民に受け入れられ、定着した。占領下で制定されたことをもって連合国軍総司令部（ＧＨＱ）による押し付けだとする批判も根強いが、今の繁栄や平和な社会をもたらした重みはあらためて言うまでもない。
　憲法改正がかつてないほど現実味を増す中で迎えた節目である。昨年夏の参院選の結果、改憲に賛同する勢力は衆参両院ともに３分の２を超えた。数字上、国会が改憲を発議する条件が整い、開会中の国会では俎上（そじょう）に載せる項目の論議が衆院憲法審査会で始まっている。
　ただ、審議は現在足踏み状態だ。復興相だった今村雅弘氏の被災地を巡る失言などに野党が反発し、先月は２度にわたり延期された。自民党は、大災害など緊急事態時の人権制限や国会議員の任期延長、環境権など新しい人権の創設などの改憲項目を絞り込むための議論を、秋の臨時国会までに終えたい考えだ。
　自民党に求められるのは、事を急がず、国会の幅広い合意を得る姿勢である。改憲には国民投票で過半数を要する。国民に十分な理解が広がることが前提であり、国会でも少なくとも野党第１党の民進党との合意は必要だろう。
　前のめりな姿勢も気になるところだ。初めての改憲に失敗すれば次はないという危機感からか、野党や国民の反発が少ないテーマを探っているかのようにも映る。何が何でも、まずは改憲の突破口さえ開けばいい。そんな考えは厳に慎まねばなるまい。
　もちろん、改憲の是非そのものについても、国民的な議論が必要なことは言うまでもない。
　きょうは、地方自治法も施行から７０年の節目である。地方自治の規定がなかった明治憲法に代わり、現憲法は「地方自治」に１章を割いた。地方の自立が民主主義国家の基礎をなすとの考えに基づくものだ。ただ、中身は地方公共団体には議会を置き、首長や議員を直接選挙で選ぶことなど計４条のみである。
　憲法審では地方自治も焦点の一つになっている。先月は「国と地方の在り方」を巡る参考人質疑があり、地方自治体の権限拡充を求める意見や、国と地方の役割分担が憲法に書かれていないといった指摘が専門家から出された。
　２０００年に施行された地方分権一括法は、戦後ずっと「上下」だった国と地方の関係を「対等」と位置付けた。折しも沖縄では、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の移設先となる名護市辺野古地区で、県の反対を押し切って護岸工事が始まっている。
　国と地方の関係や地方自治の在り方を憲法にどう反映させるべきなのか。地方の視点を踏まえ、丁寧に議論を重ねていくことが欠かせない。

徳島新聞
徳島新聞／2017/5/2 10:05

社説　憲法施行７０年（上）　  米国との一体化は危うい

　北朝鮮情勢が緊迫する中、日本の「平和主義」が問われる事態が続いている。
　あすの憲法施行７０年を前に自衛隊の護衛艦が１日、米補給艦を守りながら航行する米艦防護を行った。安全保障関連法に基づく「武器等防護」である。
　昨年３月の施行以来、安保法による自衛隊の新任務が実行されたのは初めてだ。
　憲法９条が禁じる「武力の行使」につながりかねない任務にもかかわらず、世論の目立った反発はなかった。
　安倍晋三首相が強調してきたように、「日本を取り巻く安全保障環境が激変」したためなのか。
　しかし、現実を追認するだけでは、憲法の理念が空洞化する恐れがある。求められるのは、いかに平和主義を深化させるかである。そのための議論を冷静に始める時ではないか。
　武器等防護は「日本の防衛に資する活動」をしている他国軍の艦船や航空機などを、自衛隊が守る任務だ。
　今回は、北朝鮮をけん制するため米軍が派遣した空母打撃群のうち、朝鮮半島から離れた太平洋沖を航行する艦船を対象にした。
　安倍政権には、リスクの低い海域で安保法運用の実績を作る狙いがあったとみられる。だが今後、日本海などで実施した場合、自衛隊が他国軍と交戦状態になる可能性は否定できない。
　核・ミサイル開発を進める北朝鮮に対して、米国は武力行使も辞さない構えを見せている。圧力を強めるのは重要だが、それが高じれば不測の事態に陥る懸念がある。甚大な被害を受けるのは日本や韓国だ。
　今、日本が担うべきなのは「力による平和」を掲げる米国と一体化するのではなく、外交努力を促す役割ではないか。平和国家としての真価が試されている。
　武器等防護を可能にした安保法は、歴代政権が認めなかった集団的自衛権行使も容認した。いずれも違憲の疑いが強いものである。
　憲法を巡っては、共同通信社が３～４月に実施した全国世論調査で、安倍首相の下での改憲に５１％が反対し、賛成の４５％を上回った。多くの国民の反対を押し切って安保法を成立させるなど、首相の前のめりの姿勢に危機感を抱いている表れだろう。
　９条改正については賛否が拮抗（きっこう）したが、改正を必要とする理由は「自衛隊の存在明記」が３９％に上り、「自衛隊が国際活動をするにあたり、歯止め規定を設けるべきだ」が２４％で続いた。
　自衛隊を「戦力」ではなく「自衛のための最小限の実力」とする解釈に無理が出てきたのは事実だ。任務や活動範囲は、なし崩し的に広がっている。
　国際関係が複雑化する中、戦争放棄と戦力不保持、交戦権否認をうたった９条の精神をどう生かしていくのか。真剣に考える必要がある。

徳島新聞／2017/5/3 12:05

社説　憲法施行７０年（下）  不断の努力で人権守ろう

　憲法は私たちの生活の中で生かされているだろうか。
　平和主義、国民主権と並んで憲法が基本原理とするのが、「基本的人権の尊重」である。
　誰もが自由で平等に生きる権利を持っている。そういうことだが、見回してみると、必ずしも大切にされているとは言えない実態がある。
　１１条は、基本的人権について「侵すことのできない永久の権利として、現在及び将来の国民に与へられる」と宣言している。
　憲法の施行から７０年を迎えた。いま一度、その意味を考える時である。
　基本的人権で注目したいのは、個人の尊重や幸福追求権をうたった１３条である。「すべて国民は、個人として尊重される」としているが、現実は違うようだ。
　弱い人や少数者、異なる意見を排除しようとする風潮が強まっている。学校ではいじめの問題が深刻化し、東京電力福島第１原発事故で避難した子どもに対する嫌がらせの報告も絶えない。
　「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する」という２５条の生存権もまた、危うくなっている。
　非正規雇用が４割を超えるなど、低い賃金で働く人が増えてきた。相対的貧困率は２０１２年に１６・１％となり、子どもの貧困率も１６・３％と過去最悪を更新した。
　生涯未婚率が高まっているのも、これらと無関係ではあるまい。６人に１人が苦しい生活を送る現状は、変えなければならない。
　人が人として大事にされず、排外主義がはびこる社会は生きづらい。憲法が「人間の尊厳」の重要性を強調しているのは、そんな世の中にしないためではないか。条文に込められた意図をしっかりとかみしめたい。
　憲法の理念とは裏腹に、息苦しさが増しそうな法案が国会で審議中だ。「共謀罪」の趣旨を盛り込んだ「テロ等準備罪」を設ける組織犯罪処罰法改正案である。
　法案には、適用範囲が曖昧で、一般の人も捜査の対象になるといった危惧がある。正当な市民活動が当局の恣意（しい）的な運用で罪に問われかねないとなれば、物が言えない社会になる。
　３１条などが定める「罪刑法定主義」に反するばかりか、民主主義の根幹である表現の自由も侵されよう。
　憲法は、基本的人権を「人類の多年にわたる自由獲得の努力の成果」だとし、「過去幾多の試錬（しれん）に堪へ」てきたとする。そして「国民の不断の努力によつて、これを保持しなければならない」と命じている。
　誰かから与えられたのではなく、先人が勝ち取ってきた自由と権利である。おろそかにすれば、容易に手から離れてしまう。
　暮らしの中で生かし、次の世代に引き継ぐことが私たちの務めである。

徳島新聞／2017/5/4 10:05

社説　安倍首相改憲発言  「２０年施行」に危惧覚える

　「憲法を改正し２０２０年を施行の年にしたい」。安倍晋三首相（自民党総裁）が憲法記念日のきのう、東京都内の憲法改正を訴える会合に寄せたビデオメッセージで、早期改憲に踏み込んだ。
　首相の極めて前のめりな姿勢には、危惧を覚える。
　憲法改正を巡る与党のコンセンサス（合意）は形成されておらず、国民の理解も深まっていない。
　そんなに改憲を急ぐ必要がどこにあるのか。
　首相は、憲法学者や政党には自衛隊を違憲とする議論が今なお存在していると指摘し「私たちの世代のうちに、自衛隊の存在を憲法上にしっかりと位置付ける」と語った。
　その上で、戦争放棄や戦力不保持を定めた９条については「１項、２項を残しつつ、自衛隊を明文で書き込むという考え方が国民的な議論に値する」と述べた。
　憲法改正を巡って９条と自衛隊の明文化に言及したことへの反響は大きい。国民的論議を喚起することで、憲法改正の動きを加速させようとの狙いは明らかだ。
　首相は、東京五輪・パラリンピックが開かれる２０２０年に関して「新しく生まれ変わった日本がしっかりと動き出す年」との認識を示し、新しい憲法が施行される年にしたいと位置付けた。
　自民党総裁任期が延長されたことから、首相は１８年９月の総裁選での３選を目指し、２１年までの続投を視野に入れる。２０年の施行なら、任期中に念願の憲法改正をやり遂げたことになる。
　首相の発言からは、国会発議の条件を満たした自信が読み取れる。昨年夏の参院選で与党が勝利した結果、改憲勢力が衆参両院で国会発議に必要な３分の２以上の議席を占めたという事実は重い。
　改憲が現実味を帯びてきたことは確かだろう。
　しかし、国会の憲法審査会では、自民党が目指している改憲項目の絞り込みが進んでいない。発議の見通しが立たないのが現状である。
　野党第１党の民進党は、安倍政権下での改憲に否定的だ。蓮舫代表は、首相が言及する改憲項目が発議要件緩和や緊急事態条項など変遷を続けているとして「何のために、誰のために改正するのか全く見えない」と反発した。
　民進党の存在を無視して、改正手続きを進めるのは困難だ。今後の衆参の選挙結果次第では、３分の２以上の議席を維持できるかどうかも分からない。憲法改正へのハードルは依然、高いと言える。
　ましてや、９条は戦後日本の平和を支えてきたバックボーンである。
　共同通信社が憲法施行７０年を前に行った世論調査によると、日本が戦後、海外で武力行使しなかった理由について「憲法９条があったからだ」とする回答は７５％に上った。
　自衛隊に関して、どんな条文を念頭に置いているのかも含めて、首相は説明責任を果たさなければならない。

愛媛新聞
愛媛新聞／2017/5/3 8:05

社説　教育への政治介入／「戦前への回帰」を強く危惧する

　天皇や国家のためでなく、国の針路は国民が責任を持って議論し、決める―。戦争の重い反省から、日本国憲法は国民主権を宣言した。今、その大原則を覆し、再び国家のための人材育成を目指す動きが、教育への政治介入という形で進んでいる。憲法が保障する学問と思想の自由を揺るがしかねない状況を危惧する。
　教育勅語を巡る問題はその象徴だ。学校法人「森友学園」では幼稚園児に、戦前の教育の基本理念を示した教育勅語を唱えさせていた。学園の教育方針に共鳴する安倍晋三首相の下、稲田朋美防衛相は「日本が道義国家を目指すべきだという核の部分は取り戻すべきだ」と教育勅語を礼賛。政府は学校教材としての使用を閣議決定までして容認した。戦前の価値観への逆行と教育への介入は許されない。
　教育勅語は明治天皇が臣民に対して父母への孝行や家族愛を説くが、「核の部分」は、いざというときには皇室国家のために身をささげるよう求めたことにある。「忠君愛国」の思想統制によって、戦争に国民を駆り立てた苦い教訓を忘れてはならない。孝行や思いやりを育てたいなら他にいくらでも教材はある。にもかかわらず、今あえて「取り戻す」ことに、強い違和感と疑念を禁じ得ない。
　教育勅語が国民主権や基本的人権の尊重と相いれないことは明らかだ。新憲法下で「真理と平和とを希求する人間」の育成を目指し制定された教育基本法にも反する。だからこそ、衆参両院は戦後、教育勅語の排除、失効を決議した。政府は「憲法や教育基本法に反しない形」での教材使用だと主張するが、全く理屈が通らない。国務大臣や国会議員が憲法を尊重し擁護する義務を負うと明記した憲法９９条にも違反する恐れがあろう。
　そもそも教材使用の是非にまで政府が踏み込むこと自体に、問題がある。野党の反発を受け「教育の唯一の根本として位置づけられていた戦前の教育のような形で教育に用いることは不適切」との答弁書も閣議決定したが、曖昧な言い回しで、使用の容認に変わりはない。お墨付きを得たとして賛美、導入する教員が出るかもしれない、との現場の不安は当然だ。
　教育の戦前回帰は、今に始まったことではない。第１次安倍政権下、教育基本法が改定され「わが国と郷土を愛する態度」や「公共の精神」が目標に盛られた。来年度からは小学校で道徳を教科化。文部科学省は教科書の検定で、その目標達成へ細かい注文を付けた。教師は文科省の方針に縛られ、児童は教師によって内面を評価される。教育勅語の問題は、思想の自由を脅かす一連の危うい流れの中にあるということを、国民も胸にとどめ、監視する必要がある。
　戦後、民主主義の実現を「教育の力にまつ」と教育基本法はうたった。教育の力は、一人一人の幸せと平和のためにこそ生かさなければならない。

愛媛新聞／2017/5/5 10:05

社説　首相の９条改正発言／現状追認議論にしてはならない

　予想通り「本丸」は９条だった。安倍晋三首相が２０２０年までの憲法改正・施行の実現に意欲を示し、具体的な改正項目として９条を挙げた。
改憲に前向きな姿勢を見せながら、具体的な内容を語ろうとしなかった首相が、突然目標を「発表」したことに強い違和感を覚える。しかも、改憲派という、いわば「身内」の会合に寄せたビデオメッセージでの発言であり、真意は定かではない。早急に国会など正式な場で国民に向けて説明するべきだ。
　なぜこのタイミングなのか。朝鮮半島情勢と無関係ではあるまい。北朝鮮がミサイルを発射する可能性があるとして、自衛隊が米軍と一体となった動きを活発化させている。必要以上に「有事」を強調することで、９条改正を掲げても反発は少ないと計算している可能性がある。
　首相は９条の改正案として、戦争放棄などを規定した現行の１、２項は残し、自衛隊を書き加えて明文化すると提案した。「加憲」を主張する公明党や、一部に改憲賛成論もある民進党を議論に誘う狙いが透ける。
　しかし、自衛隊が現実に存在するから、現状に合わせるために憲法を変えるという主張は通らない。安倍政権はすでに、憲法解釈を一方的に変え、集団的自衛権の行使を認める安全保障関連法を強行成立させている。そして「なし崩し的」に自衛隊の活動範囲を広げておき、憲法に追認させるのは順序が逆だ。改めて議論を促すなら、まず安保関連法を廃止し「白紙」の状態に戻すべきだ。
　「戦力不保持」を明確にした２項を変えずに、自衛隊の存在を別項で書き加えても矛盾は残る。さらに自民党が１２年に発表した「憲法改正草案」は「国防軍の保持」にまで踏み込んでいる。合憲となった途端に活動範囲が広がり、他国の戦争に巻き込まれる可能性が高まるのは間違いない。
　なぜ２０年かも不明だ。東京五輪・パラリンピックを口実にすれば何でも許されるわけではないと、くぎを刺しておきたい。
　首相は、衆参両院で３分の２の改憲勢力があるのに、憲法審査会での論議がなかなか進まないことにいらだちを募らせているようだ。自ら具体策を提起することで、議論の促進を狙ったともみられる。
　必然的に今後の議論は９条が中心となろう。国民も積極的に議論に加わる必要がある。ただし「変えること」が前提ではない。「変えないこと」も有力な選択肢であることを忘れてはならない。
　さらに議論の大前提として、政府には自衛隊や安全保障に関する情報を原則、すべて開示することを求めたい。南スーダンや、今回の米軍との一体行動でも、政府は国民に対する説明責任を果たさないどころか、不都合な事実を隠蔽（いんぺい）してきた。そうした政府の姿勢が国民に根強い不信感を植え付けていることを自覚しなければならない。

愛媛新聞／2017/5/4 16:05

社説　もの言う自由／異論排除する政治に反対の声を

　７０年と３０年。長い歳月のうちに、憲法が、「もの言う自由」が、じわじわと失われていく―そんな危機感を新たにする。
　１９８７年の昨日、施行４０年の憲法記念日の夜に朝日新聞阪神支局は銃撃され、２９歳の若い記者が命を落とした。「反日分子には極刑」といった憎悪むき出しの犯行声明や脅迫文が「赤報隊」名で送りつけられたが、未解決のまま時効が成立した。
　気にくわない言論を暴力で封殺するテロ行為は、断じて許されない。改めて、事件の痛みを忘れず、憎悪や差別、恐怖を乗り越え、誰もが自由に語り合える社会を維持する努力を怠ってはならないと、胸に刻む。
　しかし３０年たって、言論を取り巻く環境は悪化している。
　国内外で言論への暴力やテロは後を絶たず、インターネットの普及で排他的な言動や匿名の攻撃が広がった。さらには改憲を宿願とする安倍政権以降、政治が憲法を踏みにじり、異論を排除する強権姿勢を隠そうともしなくなった。憲法が保障する思想・良心の自由（１９条）、言論・表現の自由（２１条）が根こそぎ奪われかねない瀬戸際に立つ現状を、強く危惧する。
　特定秘密保護法や安全保障関連法、総務相の「政治的に公平でない」放送局への「停波」発言…。ついにはテロ対策の名の下、内心を罰する「共謀罪」を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案も強行成立を狙う。一連の動きは憲法を無力化し、国民に対する監視を強め戦争への道を開くもので、到底容認できない。
　政治の大きな役割は、社会の価値観の対立や利害を調整し、合意形成して実現させること。であればこそ、少数派の意見や批判に丁寧に耳を傾ける責務がある。対してメディアを含めた国民には、政権に都合の悪い主張も述べる権利がある。その根本を見誤り、力ずくの政治を押し通すだけでは国民は萎縮し、民主主義は成り立たない。
　「共謀罪」法案は、公権力の恣意（しい）的な運用や拡大解釈の余地が極めて大きい。対象さえ「一般人は処罰されない」「一般人が捜査の対象にならないということはない」「何らかの嫌疑がある段階で一般人ではない」と答弁が二転三転、歯止めはないも同然であることを露呈した。
　重要な成立要件「準備行為」の判断基準も「（同じ桜並木の下を歩く行為でも）ビールと弁当を持っていたら花見、地図と双眼鏡なら（犯行の）下見」。驚くほどずさんな説明で、国民が納得できるはずもあるまい。
　政府は、戦前の治安維持法の立法時（２５年３月）にも「思想を圧迫するものではない」「善良な国民に対して何ら刺激を与えるものではない」などと答弁していた。だが実際は、適用対象が際限なく広がり、思想・言論弾圧に利用された。「戦前回帰」は、決して杞憂（きゆう）ではない。
　７０年、営々と積み重ねてきた憲法の理念を手放すことのないよう、声を上げ続けたい。失ってしまってからでは、遅い。

愛媛新聞／2017/5/2 8:05

社説　自衛隊初の米艦防護／安保転換の実

　「平和主義」を定めた憲法９条をないがしろにする行動を、断じて許すわけにはいかない。
　北朝鮮による核・ミサイル開発で朝鮮半島情勢が緊迫化する中、海上自衛隊の護衛艦「いずも」がきのう、太平洋上で米海軍補給艦と合流し、安全保障関連法に基づく「武器等防護」を初めて実施した。平時から米軍の艦艇などを守るこの新任務の遂行は、「専守防衛」を貫いてきた戦後の安保政策を大きく転換させる危険な一歩と言わざるを得ない。
　先週は、北朝鮮へ圧力をかけることを目的に、日本海へ入った米空母カール・ビンソンと海上自衛隊が共同訓練を実施。今後、「いずも」に防護された補給艦が、北朝鮮の弾道ミサイル発射に備えて日本付近に展開する米艦船に燃料を補給する可能性もある。米軍支援がさらに拡大することを憂慮する。
　一連の行動には、日米の連携をアピールする狙いが透けて見えるが、米軍と自衛隊の一体的な行動に他ならない。東アジアの緊張を高めかねず、万一、北朝鮮が対抗策に出た場合、自衛隊が攻撃に巻き込まれる懸念も拭えない。
　実施の根拠も不透明だ。国家安全保障会議（ＮＳＣ）での審議を経て稲田朋美防衛相が決定したが、決定のプロセスや必要性、隊員に危険性がないと言えるのかなどの議論は明らかにしていない。運用指針の条件を満たしているのかも疑問が残る。早急な検証と結果公表を強く求めたい。
　専門家は軍事的合理性がないと指摘する。強力な海軍力を誇る米艦船への防護が必要なのかも疑わしく、米国追従の安倍政権の姿勢を示すためと見える。改憲に前のめりな首相が緊迫化する北朝鮮情勢に乗じ、安保分野での「実績づくり」を進めるために踏み切ったのは想像に難くない。問題解決は軍事的な圧力ではなく、関係国との対話という外交努力によってなされるべきだ。
　安保法に絡んでは、政府は南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する陸上自衛隊に昨年、新任務として「駆け付け警護」を付与した。参加は「戦闘」が行われていてはできないのが原則。だが、２７０人以上が死亡した政府軍と反政府勢力との銃撃戦などを「戦闘」と記した現地部隊の日報について、防衛省は当初、廃棄したと説明した。稲田防衛相は国会で「戦闘」を「武力衝突」と言い換えて答弁。「（戦闘行為が）行われたとすれば９条の問題になるので、武力衝突という言葉を使っている」との理由からだ。目的達成のためなら何でもありという姿勢に、危うさを覚える。
　「いよいよ機は熟した」。初の米艦防護を行ったその当日、首相は超党派議連の大会で改憲への強い意欲を示した。９条の点から疑義が残る「実績」を積み重ねるという力ずくの首相の下、なし崩し的な改憲は認められない。

愛媛新聞／2017/5/1 12:05

社説　改憲／「結論ありき」の性急議論は慎め

　日本国憲法はあさって、施行から７０年を迎える。戦後の日本の平和と繁栄の礎となり、今も社会や暮らしの基本となっている。主権者として、改正されずに歩んできた事実の重みを再確認せねばならない。
　その原点を思い起こしたい。７０年前の５月３日、帝国議会が設置した憲法普及会（芦田均会長）が作成し、全家庭に配布した小冊子の冒頭にこう書かれている。「わが国が生まれ変わってよい国となるには、新憲法がわれわれの血となり、肉となるように、その精神を生かしてゆかなければならない。実行がともなわない憲法は死んだ文章にすぎない」。国民はその言葉を重く受け止め、平和国家の確立を目指し、憲法に血を通わせ、肉をつける努力を重ねてきた。
　しかし安倍晋三首相や自民党内には「米国から押しつけられた」との憲法観が根強く、改憲に突き進もうとしている。現在衆参両院とも改憲勢力が発議に必要な３分の２を超え、改憲が現実味を帯びる。ただ公明党も「押し付けではない」とするように与党内でも見解は割れている。重要なのは国民の意向を踏まえ慎重に議論することだ。改憲に前のめりな首相の姿勢に引きずられてはなるまい。
　自民は今年の運動方針を「改憲原案の発議に向け具体的な歩みを進める」と定め、「発議」の言葉を初めて盛り込んだ。だが首相は憲法の何が問題で、どのように変えるかを説明していない。改憲そのものが目的化しているのは明らかで、「改憲ありき」の性急な議論は厳に慎むべきだ。
　昨年１１月、１年５カ月ぶりに再開した衆院憲法審査会では与野党が検討項目を示した。緊急事態時の国会議員の任期延長、首相の衆院解散権の制限、教育無償化、参院の合区解消など、党によってテーマはばらばら。改憲しなければならない共通の課題がない証左だ。そもそもこれらの項目は法律の改正で対応できると専門家は指摘する。憲法が国民に広く定着していることは自民自身も認めており、急ぐ理由は見当たらない。
　国家権力を憲法が縛る「立憲主義」を、権力を持つ側が崩そうとする動きも看過できない。「安倍政権の下での改憲」には国民の多くが反対している。首相が目指す本丸は９条と見透かし、力ずくの手法への警戒心があるからに他ならない。安倍政権は特定秘密保護法や、違憲の疑いが色濃い集団的自衛権の行使を可能とする安全保障関連法を、強行採決で成立させた過去があるからだ。
　現憲法は基本的人権の尊重、国民主権、平和主義の三大原則を基本理念としている。その背景には失敗から学んだ知恵や、戦争への反省と不戦の誓いがある。この崇高な理念を次の世代に引き継ぐのは国民の重要な責任だ。憲法が脅かされる現在の状況は、その価値を見つめ直す機会になり得る。問われているのは一人一人の意志である。

高知新聞
高知新聞／2017/5/3 10:05

社説　憲法施行７０年／危うい個人より国家優先

　きょう５月３日は日本国憲法が施行されて７０周年となる記念日だ。
　基本的人権の尊重は国民主権、平和主義と並ぶ、憲法の基本原則の一つとして揺るがせにできない。
　憲法１１条はいう。「国民は、すべての基本的人権の享有を妨げられない。この憲法が保障する基本的人権は、侵すことのできない永久の権利として現在及び将来の国民に与えられる」
　崇高な理念といえる。だが基本的人権の核をなす「個人の尊重」（憲法１３条）は、国家の在り方との関係でたびたび軋轢（あつれき）が生じてきた。
　特に憲法改正に前のめりな安倍政権の誕生以来、その傾向は顕著だ。首相はまず機密漏えいに厳罰を科す特定秘密保護法の成立を急いだ。行政機関に対する取材や報道を制限し、国民の「知る権利」を侵害する恐れは今に残したままだ。
　次に政府が目指したのが、集団的自衛権の行使を可能にする、安全保障法制の成立である。世論の支持も広がらず、衆院憲法審査会で参考人の憲法学者３人全員が法案は「違憲」と主張したにもかかわらず、与党は採決を強行した。
　先日は安全保障関連法で可能になった米艦防護が初めて実施された。もはやなし崩しの感がある。
　そして今、国会では過去３度廃案になった「共謀罪」が、「テロ等準備罪」と名を変えて審議されている。犯罪が行われていなくても取り締まりの対象になる。現行の刑法体系が根底から覆される。
　事前の捜査では、対象者を継続して監視する必要が出てくる可能性がある。市民の言論の自由も制約を受けかねない。
　これまでの一連の法整備をみると、互いに関連し合った一筋の流れが浮かび上がる。憲法の大原則である「基本的人権」「個人の尊重」という理念が後退し、圧迫され、代わって国家という巨大組織の論理が優先されている危うさだ。
　憲法という最高法規の性質からすれば、話があべこべなのではないか。現行憲法は権力者側の横暴や行き過ぎに歯止めをかけ、権力を縛る「立憲主義」を本旨とする。
　国家が個人の思想信条の自由や表現の自由など、内心に立ち入ることはできない。だがこれまでの法整備では、どれだけ厳密な議論がされてきただろう。
　肥大化した安倍１強政治の中で、民進党など野党勢の追及の矛先は先細りする一方だ。相次ぐ閣僚の失言問題などで、国会には緊張感が感じられない。
　法律はいったん成立すると、拡大解釈の余地が生まれやすい。明治憲法下でも次々に法律がつくられ、自由の弾圧や思想統制などで戦争への坂道を転げ落ちていった。
　かけがえのない基本的人権を守るために、個人と国家の在り方を考え続けたい。「この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によって、これを保持しなければならない」（憲法１２条）

高知新聞／2017/5/2 10:05

社説　米艦防護／戦闘に巻き込まれないか

　海上自衛隊がきのう、平時から米軍の艦艇などを守る「武器等防護」の活動に初めて着手した。
　安全保障関連法に基づく新任務として稲田防衛相が命じ、ヘリコプター搭載型護衛艦が関東沖で米軍の補給艦と合流した。四国沖まで一緒に航行し、警戒監視などを担う。
　補給艦は、北朝鮮の弾道ミサイル発射などに備えて日本周辺に展開する米艦艇に物資を補給するとみられる。防護活動は共同訓練の形を取っているが、北朝鮮をけん制する狙いがあるのは明らかだ。
　安保法の新任務では、陸上自衛隊の南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊に「駆け付け警護」などが付与されているが、実行は今回の防護活動が初めてとなる。施行から１年を経た安全保障関連法は大きな節目を迎えた。
　武器等防護は安全保障関連法の改正自衛隊法で設けられた。
　自衛隊と連携して「日本防衛に資する活動」に従事する米軍などの武器弾薬や設備、艦艇などを守る。「米艦防護」とも呼ばれる。政府の国家安全保障会議（ＮＳＣ）が２０１６年末に運用指針を決定していた。
　平時や武力攻撃に至らない「グレーゾーン事態」での活動を想定し、米艦艇が偶発的な攻撃を受けた場合などに自衛隊が最小限の武器を使用できる。改正前は自衛隊が攻撃を受けた場合に限っていたが、対象を米軍などに広げた。
　本格的な武力行使は認められていないが、不安は大きい。平時から自衛隊と米軍の一体化が進み、自衛隊が戦闘に巻き込まれる危険性が高くなるからだ。防護の手段によっては自衛隊が戦闘に発展させてしまう恐れも否定できない。
　安全保障関連法は、いまだ政府の説明や国民の理解が不十分だ。集団的自衛権の行使容認は多くの憲法学者が違憲と指摘している。国会では多くの法案をひとくくりにして審議したこともあり、米艦防護も論議が尽くされてこなかった。
　政府はそんな中で新任務の付与や実行を進めており、米艦防護の発令も唐突感が拭えない。
　朝鮮半島情勢を踏まえ、いまなら国民の理解が得られると踏んだ可能性があるが、強硬なトランプ米政権に同調したり、安全保障関連法の安易な運用に走ったりすればかえって危険を招くのではないか。緊迫化しているのなら、なおのこと慎重に判断しなければならない。
　不測の事態に備える必要性は否定しないが、政府にはもっとやるべきことがあろう。６カ国協議の再開や北朝鮮に影響力を持つ中国との交渉など、しっかりとした外交努力が求められる。
　米艦防護は情報の公開制度も十分とは言い難い。防衛相は実施した結果を毎年ＮＳＣに報告するが、公表は活動中に「特異な事象」が発生した場合としている。
　実態が国民に知らされないまま既成事実化されてはならない。検証の仕組みづくりも急がれる。

佐賀新聞
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論説　憲法施行７０年

　日本国憲法は１９４７年の施行から７０年を迎えた。安倍晋三首相は在任中の憲法改正に強い意欲を示し、改憲に前向きな勢力が衆参両院で改憲発議に必要な議席を占める国会では、憲法審査会で議論が行われている。
　現憲法は７０年間、一言一句変わっていない。その間、社会の在り方や国際情勢が大きく変わったのは事実だ。しかし憲法が掲げる基本的な理念は古びているだろうか。
　時代の変化に合わせて見直すとしても問われるのはその方向性だ。求められるのは憲法の基本理念を充実させ、より良きものへ磨き上げていく建設的な論議である。「古希の憲法」の普遍的価値をあらためて確認したい。
　憲法審査会での各党の議論で一致するのは国民主権、基本的人権の尊重、平和主義の三つの基本原理は国民に定着しており、今後も堅持するという点だ。しかし、これらの理念は本当に守られていると言えるだろうか。
　まず国民主権。２０１４年の前回衆院選の投票率は５２％と戦後最低を記録した。今の国会は主権者の代表であると胸を張れるのか。安倍政権は１５年末、憲法の規定に基づいて総議員の４分の１以上が要求した臨時国会の召集を拒否した。主権者の意思の無視ではないか。
　沖縄では国政選挙で主権者が示した「基地反対」の声に反して、米軍基地の移設工事が進む。
　基本的人権はどうか。３月に東京都内で８１歳の妻を殺害して逮捕された８４歳の夫は「認知症の介護に疲れた」と供述した。「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」は保障されているのか。
　北陸の都市では憲法記念の集会が「中立性の確保」を理由に会場使用を拒否された。表現や集会の自由はどこへ行ったのか。そして今「内心の自由」を侵す恐れが指摘される「共謀罪」法案が国会で審議されている。
　平和主義の揺らぎは言うまでもないだろう。「積極的平和主義」の名の下、安全保障関連法の制定で自衛隊の海外での武力行使に道が開かれた。
　戦後の占領下、憲法の草案は連合国軍総司令部（ＧＨＱ）によってつくられた。だがそれを受けた日本政府の原案は、女性の選挙権を初めて認めた普通選挙で選ばれた国会の審議で多くの修正が加えられている。
　７０年はただ憲法の文言を固守してきた歴史ではない。権利を訴える声や裁判闘争を積み重ね、憲法の内実は具体化していった。その一方でいまだ理念に達していない現実もあるということだ。
　安倍首相は改憲派の集会で「理想の憲法の具体的な姿を国民に示す時だ。節目の年に歴史的一歩を踏み出す」と強調した。もちろん７０年前の憲法は完全無欠ではないだろう。しかし今、自民党など改憲勢力が検討課題に挙げる緊急事態条項の新設や教育無償化などに緊急の必要性は薄い。憲法審査会の議論は深まっておらず、国民の抵抗が少なそうなテーマを探す「改憲を目的とした改憲」の議論に陥っている。
　自民党が１２年に決定した改憲草案は憲法を全面的に書き換える復古調の内容だ。自民党の根本にこの考え方がある限り、与野党が一致点を見いだすのは困難だろう。
　国家の基本を定める憲法の見直しは、特定の政権が「成果」として目指すべきものではない。安倍首相が在任中の改憲を封印して初めて建設的な論議が始められる。（川上高志）

佐賀新聞／2017/5/5 6:05

論説　首相の改憲発言

　安倍晋三首相（自民党総裁）が、２０２０年に憲法改正の施行を目指し、９条と高等教育の無償化を具体的な検討項目とする考えを明言した。あえて改憲の「本丸」とされる９条改正に切り込んだ形だが、国民的な議論が巻き起こるかは見通せない。
　首相は改憲派集会にビデオメッセージを寄せて提示した。特に９条については、世論や野党に改正への根強い反対論がある中での異例の言及だ。それだけ首相本人の思いの強さがあらためて鮮明になった。
　発言の理由はいくつか考えられる。国会での憲法論議が進まないことに焦燥感を抱いているのは想像に難くない。与党は衆参両院で改憲発議に必要な３分の２以上の勢力を持っている。それなのに国会の憲法審査会の歩みは遅い。あえて正面突破で論議の加速を狙ったともいえる。
　もう一つは北朝鮮情勢の緊迫化を背景に、自衛隊の存在を位置づけるなど憲法改正が国民の理解を得やすくなったと判断したのだろう。また、長期政権への自信もある。首相は党総裁任期延長で２１年９月まで在任が可能となり、内閣支持率は依然安定している。
　しかし９条改正発言は唐突感があるのは確かである。国会の憲法審査会でもまだ議論されておらず、自民党案とも異なる。
　９条は１項で「戦争放棄」、２項で「戦力の不保持」を規定。自民党改正草案ではこれを大幅に加筆・修正し、「国防軍」を保持すると明記されている。首相は今回、１項、２項はそのままに、自衛隊の存在を加えるとした。広く支持を得るためハードルを下げたといえる。
　確かに国民の大部分は自衛隊の存在意義を認めている。しかし、それは災害救助などでの活躍が評価されているからだ。あらゆる武力行使を禁止している９条は、自衛隊の活動に一定の歯止めをかけてきた。集団的自衛権の行使容認という憲法解釈の変更で、９条の形骸化も指摘されている。その上に自衛隊が明記されてしまえば、ブレーキが外れてしまわないか心配する向きもあろう。あえて憲法に書き込むほどでもないと考える人もいるはずだ。
　高等教育の無償化も一見理解が得やすいように映るが、大学に進学しない人も払う税金で、同世代の大学生の学費を賄うことへの抵抗感はないだろうか。財源確保もネックだ。自民党内では「教育国債」の発行も検討されているが、実質は子どもに借金を回すことになる。そもそも無償化は改憲しなくても、現憲法でも可能と主張する憲法学者もいる。
　憲法改正の発議をするのは国会である。首相でも自民党でもない。だから国会の議論に時間がかかるのはやむを得ない。今回の首相の表明は内輪の場でなく、国会か記者会見の場でして、広く国民に訴えるべきだったのではないか。
　今、改憲への国民の関心は高まっていない。３日付佐賀新聞で、井上亜紀・佐賀大准教授（憲法学）が指摘しているように、国民の多くが憲法を今すぐ変える必要がないと思っているからだろう。首相の思いだけでスケジュールを示されても、国民の意識が追いついていかない。首相の発言も含めて、国会できちんと議論すべきだ。（横尾章）

熊本日日新聞
社説　憲法施行70年　何のための改憲か不明確だ
熊本日日新聞2017年05月03日
　日本国憲法は、１９４７年の施行からきょうで７０年を迎えた。平和国家日本の象徴である９条を巡って揺れ動きながらも、これまで一言一句変わらずにきたが、衆参両院の憲法審査会が長い休眠期間を経て昨年１１月に再開。憲法改正が現実味を帯びつつある。
　「自由と平和とを愛する文化國家を建設するやうに努めたいと思ふ」－。憲法の公布式典で昭和天皇が読み上げられた勅語の結びである。多くの人命が失われた苦い大戦の反省に立った決意の言葉に思いを巡らしながら現行憲法の存在意義を考える。そんな憲法記念日にしたい。
　ここにきてにわかに改憲論議が動きだした背景には昨年夏の参院選の結果、衆参ともに改憲に賛同する勢力が国会発議に必要な３分の２以上を占めたことが大きい。
　さらに憲法改正を宿願とする安倍晋三首相の存在もあろう。１日に開かれた憲法改正を目指す超党派議連の大会に現職首相として初めて出席した安倍首相は「いよいよ機は熟してきた。この節目の年に必ずや歴史的一歩を踏み出す」と述べ、改憲への並々ならぬ決意を重ねて示した。
■国民意識と隔たり
　改憲を党是としてきた自民党としては圧倒的な数の力を背景に、憲法審査会で早期に改憲項目の絞り込みに向けた議論に入りたいのが本音だろう。しかし、一口に改憲勢力と言ってもそれぞれの主張には隔たりがある。世論調査の結果を見れば国民の間で改憲の必要性について賛否が真っ二つに割れている。丁寧に各党の主張に耳を傾ける謙虚さが求められる。
　審査会は今のところ、緊急事態条項の新設、参院選の合区解消といった参政権に関するものや、環境権、教育の無償化など新たな人権関連、地方自治絡みを議論の主テーマにしている。
　ただ、これらの中には差し迫って改憲が必要なのか首をかしげるものもある。例えば合区解消や教育無償化は法整備で事足りるのではないか。共同通信社が実施した世論調査でも「合区解消」の改憲案に賛成は２割弱で「現行の選挙制度を見直すべき」が６割以上を占めた。高等教育の無償化についても６割が「法律で実施できるので改正の必要はない」と回答。国民意識との乖離［かいり］がうかがえよう。
■真正面から議論を
　審査会はテーマごとの議論が始まった段階だが、気掛かりなのは国民の抵抗の少ない部分を手始めに改憲を進めようという空気がありはしないかということだ。何のための改憲かが明確ではない。
　憲法改正には衆参両院で３分の２以上の賛成による国会発議と国民投票での過半数の承認が不可欠。ハードルが高く、国会内には「最初の国民投票は成功させなければならず、政治的に激しく対立するテーマは選ばない」との声も聞かれる。交戦権の放棄や戦力の不保持を明記した９条改正については今のところ議論のテーブルに上っていないが、安倍首相や自民党が目指す“本丸”は９条との見方が根強い。そうならば真正面から９条について議論する姿勢が必要だ。
　７０年もの時が過ぎれば時代の変化に即さない部分が出てくるのは当然である。憲法を「不磨の大典」のごとく扱って一切変えてはならないということではない。ただ、時代の変化に合わせて見直すとしても問われるのはその方向性だ。求められるのは、国民主権、基本的人権の尊重、平和主義という基本理念を充実させるような建設的な論議であろう。
■立憲主義に揺らぎ
　「日本は明治以来、立憲政治が発達した国」と指摘するのは近現代日本の政治・文化を専門とする筒井清忠・帝京大文学部教授である。ただ、安倍政権は改憲に意欲的な一方で、立憲主義を軽視するかのような政権運営がしばしば見られる。国論が二分する中、９条の憲法解釈を変更し、集団的自衛権行使を可能とする安全保障関連法を成立させたのは、その代表例だ。
　折しも安保関連法に基づいて米軍の艦艇を守る「武器等防護」が１日から実施されたばかり。自衛隊が安保関連法の新任務に当たる初めてのケースである。脅威を高める北朝鮮への対応が必要なのは分かるが、違憲との指摘が根強い安保関連法の既成事実化を図る狙いがありはしないか。
　現憲法は平和国家を目指す強い決意を示し、昭和天皇はその方向性として「文化国家」という表現をされたのではなかろうか。今の「日本丸」は進むべき文化国家に向かっているのだろうか。国家の基本を定める憲法の見直しは、特定の政権が「成果」として目指すべきものではない。
社説　首相改憲提案　情念より「理」の積み重ねを
熊本日日新聞2017年05月05日 
　＜憲法が君たちを守る。君たちが憲法を守る＞－。現行憲法の制定に関わった憲法学者・佐藤功氏は、１９５５年に子ども向けに書いた著書『憲法と君たち』（時事通信社から復刻）の中で、繰り返しこう訴えている。
　終戦から１０年、憲法施行から８年という時期だけに佐藤氏の文章は熱を帯びる。その憲法も７０歳を迎えた。戦争の惨禍を肌で感じた世代が年々少なくなる中、「守る」という意識や憲法観も次第に変容しつつあるのだろうか。
　それを痛感させられるような映像だった。安倍晋三首相は３日、憲法改正を訴える会合にビデオメッセージを寄せ、戦争放棄などを定めた９条を維持した上で自衛隊の存在を明記する文言を追加するよう提案。「２０２０年を新しい憲法が施行される年にしたい」と表明した。首相が改憲の実現時期について具体的な目標を明示したのは初めてだ。
　なぜ２０年か。首相は１９６４年の東京五輪で得た自信が、日本が先進国へと急成長を遂げる原動力となったとした。その上で、次に東京五輪・パラリンピックが開かれる２０年も新しく生まれ変わった日本が動き出す年であり、新憲法施行の年にしたいと述べた。
　しかし、五輪と憲法改正を結び付けるのは不自然であり、説得力に欠けよう。改憲時期の明示もあまりに唐突で、首をかしげざるを得ない。悲願の憲法改正を自ら手掛けたいとの思いの一方で、国会の憲法審査会での議論が進まないことから焦りの色もにじむ。
　ただ、同時に周到な計算も透ける。９条を維持した上で自衛隊の存在を明記するとしたのは、現行憲法に必要な条文を加える「加憲」を掲げる公明党に配慮した可能性がある。また、首相は高等教育の無償化を巡る議論の進展も促した。教育に言及することで、独自の憲法草案の柱に教育無償化を掲げる日本維新の会の協力を得ようという狙いもあろう。
　さらに、あえて９条改正に踏み込んだ背景には、北朝鮮情勢の緊迫化があるとみられる。共同通信社の憲法施行７０年に伴う世論調査でも、９条改正が必要と答えた人がその理由として最も多く挙げたのが「日本を取り巻く安全保障環境の変化」だった。今ならば国民の理解を得られると判断したとしても不思議ではない。
　しかし、同じ世論調査で９条改正の必要性については必要４９％、必要ない４７％と拮抗［きっこう］。安倍政権下での改憲には過半数が反対した。拙速は禁物であり、丁寧な合意形成に努めるべきだ。
　憲法を巡る首相の言動は、内容より「変える」こと自体に重きが置かれているようだ。それは「情念」とも呼べるものではないか。憲法は「国のかたち」を決めるものだ。変える必要があるのならば、「情」ではなく、地道に「理」を積み重ねていくべきだ。
　国民の側も憲法を自分の身に引き付けて考える努力が求められよう。冒頭に掲げた佐藤氏の言葉の意味を、改めてかみしめたい。 
宮崎日日新聞
宮崎日日／2017/5/3 8:05

社説　憲法施行７０年

◆理念充実へ建設的論議望む◆
　日本国憲法は１９４７年の施行から７０年を迎えた。安倍晋三首相は在任中の憲法改正に強い意欲を示し、改憲に前向きな勢力が衆参両院で改憲発議に必要な議席を占める国会では、憲法審査会で議論が行われている。
　時代の変化に合わせて見直すとしても問われるのはその方向性だ。求められるのは憲法の基本理念を充実させ、より良きものへ磨き上げていく建設的な論議である。「古希の憲法」の普遍的価値をあらためて確認したい。
主権者の意思を無視
　国民主権、基本的人権の尊重、平和主義の三つの基本原理は国民に定着している。憲法審査会での各党の議論では、この基本原理を今後も堅持するという点で一致する。しかし、これらの理念は本当に守られているだろうか。
　まず国民主権。２０１４年の前回衆院選の投票率は５２％と戦後最低。今の国会は主権者の代表であると胸を張れるのか。安倍政権は１５年末、憲法の規定に基づいて総議員の４分の１が要求した臨時国会の召集を拒否した。主権者の意思の無視ではないか。
　基本的人権はどうか。北陸の都市では憲法記念の集会が「中立性の確保」を理由に会場使用を拒否された。表現や集会の自由はどこへ行ったのか。そして今「内心の自由」を侵す恐れが指摘される「共謀罪」法案が国会で審議されている。
　平和主義の揺らぎは言うまでもない。「積極的平和主義」の名の下、安全保障関連法の制定で自衛隊の海外での武力行使に道が開かれた。
改憲賛成が過去最高
　７０年はただ憲法の文言を固守してきた歴史ではない。権利を訴える声や裁判闘争を積み重ね、憲法の内実は具体化していった。
　今、自民党など改憲勢力が検討課題に挙げる緊急事態条項の新設や教育無償化などに緊急の必要性は薄い。憲法審査会の議論は深まっておらず、国民の抵抗が少なそうなテーマを探す「改憲を目的とした改憲」の議論に陥っている。
　宮崎日日新聞と宮崎大が合同で学生を対象に実施した憲法意識調査では、改憲論議に「関心がある」割合は過去最高の７割弱に上った。改憲への賛否は「どちらともいえない」が大半だが、賛成は最高の２８・５％、逆に反対は最低の９・７％となった。
　ところが９条改正の是非については「今のまま残すべき」が３３・９％で「改正すべき」の２４・２％を上回った。９条以外は現実に対応して改憲してもかまわないという傾向がうかがえる。だが、いわゆる「お試し改憲」が現憲法の根本理念を変えるための突破口になる懸念が強くあることには留意していたい。
　国家の基本を定める憲法の見直しは、特定の政権が「成果」として目指すべきものではない。安倍首相が在任中の改憲を封印して初めて建設的な論議が始められる。

宮崎日日／2017/5/5 8:05

社説　地方自治７０年

◆制度生かし人口減はね返せ◆
　日本国憲法に「地方自治」が章立てされ、それを実践するための地方自治法と同時施行してから７０年。人ならば長寿への敬意といたわりの対象となる「古希」だ。しかし今、地方を取り巻く環境は、人口流出や少子高齢化、財政難などで厳しさを増している。
　戦後民主化の一つの象徴として、都道府県と市町村の決まりや国との関係を示した地方自治法は、何度も改正を重ねて強化されてきた。今こそ、地方にはその制度を使いこなしてもらいたい。
合併で衰退した町も
　７０年の歩みで特筆すべきは、国から地方に権限を移す地方分権改革と、自治体行政の効率化を図った市町村合併だろう。
　１９９３年、国会で分権推進が決議され、中央集権を転換する歯車が回りだした。地方側が、既得権益を守ろうとする中央省庁とのせめぎ合いで得た最大の成果は、国が自治体を下部組織として仕事をさせていた「機関委任事務」の廃止だ。
　国と地方は「上下・主従」の関係から「対等・協力」となった。バス停の位置すら国の許可なくずらせないような住民無視の省庁の関与もある程度は減り、自治体の裁量も高まった。
　ただ、国と地方の役人同士の「官官分権」にとどまっている感はぬぐえない。ぜひとも住民サービスに反映させたい。
　市町村合併では、戦後約１万あった市町村を昭和の時代に約３２００に、平成で１７１８にまで集約した。だが合併で役場が遠ざかって、地域が衰退したという話は本県でも耳にする。これらの地区では災害時の対応の遅れなども指摘されている。
　このほか道州制論議や大阪都構想も、利益相反や政治的要因で実現はしていないが、地方制度の在り方に一石を投じた。
議会は緊張関係保て
　現在、地方全体を覆うのは人口減の暗雲だ。２０１４年に安倍政権が地方創生を宣言する直前、市町村の約半数を「消滅可能性自治体」とする日本創成会議の衝撃の試算が公表された。
　積年の人口問題に即効薬はない。だが座して待つわけにはいかない。政府は国家の礎である地方を切り捨てず、ニーズに応じた存続支援に全力を挙げるべきだ。消滅を予想された自治体もそれをはね返す気概で活路を探ってほしい。
　地方議会も問われている。二元代表制の首長と議会は車の両輪に例えられるが、一定の間合い、つまり緊張関係を保ってこその車輪だ。現職議員がこぞって首長与党に走ったり、敵役をつくる劇場型政治で首長と特定会派が対立したりするのは違和感がある。
　いわゆる地域政党は自然発生的なら好ましいが、首長が率いて多数派を形成しようとするのは、議会に監視機能が求められる二元代表制を台無しにする恐れがある。ローカルを掲げながら虎視眈々（たんたん）と国政を狙うなら自己矛盾だろう。

南日本新聞
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社説　憲法施行７０年／出発点に戻り理念を見つめ直したい

　「平和の旗をかかげて、民主主義のいしずえの上に、文化の薫り高い祖国を築きあげてゆかなければならない」
　７０年前のきょう、憲法普及会（芦田均会長）の小冊子「新しい憲法　明るい生活」が発行された。
　憲法普及会は帝国議会に設置された国の機関で、２０００万部を全国の家庭に配った。分かりやすい条文の解説に、民主主義を手にした誇りと国造りへの決意がにじむ。
　国民主権、平和主義、基本的人権の尊重を基本原則とする憲法に、国民は大きな希望を見いだしたに違いない。
　憲法施行時と比べ、国内外の情勢は大きく変わった。国家意識や価値観も多様化している。だが、憲法の理念は色あせていない。
　憲法改正が今、現実味を帯びた政治課題になっている。７０年目の大きな岐路だ。だからこそ憲法の出発点に戻り、役割や意義を見つめ直したい。
■「押し付け論」越えて
　国会では、改憲に前向きな勢力が衆参両院で発議に必要な議席を占め、憲法審査会の議論が進んでいる。
　安倍晋三首相は在任中の改憲に強い意欲を示す。改憲派の集会で「理想の憲法の具体的な姿を国民に示す時だ。節目の年に歴史的一歩を踏み出す」と述べた。
　保守勢力の憲法批判の底流には、連合国軍総司令部（ＧＨＱ）による「押し付け論」がある。
　憲法の草案が戦後の占領下で作られたのは確かだ。だが制定過程に目をこらせば、別の事実が浮かび上がる。
　ＧＨＱ側は、日本の学者や評論家で構成する「憲法研究会」が発表した「憲法草案要綱」を高く評価した。それを現行憲法の土台にしたとされる。
　研究会では、自由民権運動家らによる民間の憲法私案「私擬憲法」を取り扱っていた。その人権規定などが現行憲法に受け継がれたことは注目される。
　議会の議論も活発だった。平和主義の文言は日本側の発案で、戦争放棄の９条１項に盛り込まれている。
　生存権と呼ばれる「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」（２５条）も議会で追加された条文だ。
　憲法案は１９４６年８月、衆議院で賛成４２１、反対８の圧倒的多数で可決された。時代の逆戻りを拒否する国民に選び取られたといっていい。
　憲法が歓迎され、社会に根付いたのは新たな「国のかたち」を提示していたからだろう。７０年間、一度も改正されなかった事実は重みがある。
　ただ憲法は「不磨の大典」ではない。時代の変化によって過不足が生じれば、手直しすればいい。
　それには基本理念を充実させ、磨き上げる建設的な議論が求められる。将来の国家像を見据えた先人のような気概も欠かせまい。
■平和主義が揺らぐ
　憲法の本質は国家権力を制限し、国民の権利や自由を守ることにある。これが立憲主義の考え方だ。作家井上ひさしは「国民から政府への命令書」と表現する。
　ところが、安倍政権は憲法の解釈を読み替え、歴代内閣が禁じてきた集団的自衛権行使を容認する安全保障関連法を成立させた。
　「積極的平和主義」の下、自衛隊の海外任務が急拡大し、米軍との一体化が進む。だが、多くの憲法学者らが指摘する違憲の疑念は拭えないままだ。
　平和主義を掲げる国のかたちが揺らいでいる。国家権力を縛る力を、国民の判断を経ずに緩めることは極めて危うい。
　憲法を軽んじる一方で、改憲の流れを作る動きには違和感を覚える。
　改憲テーマは大災害時に備える緊急事態条項、参院選「合区」の解消、教育無償化と次々に変わっている。
　首相らの本丸は、９条改正との見方は根強い。国民の抵抗感が薄そうな所から手をつける狙いなら、本末転倒だ。こうした「お試し改憲」は許されない。
　自民党が野党時代の２０１２年にまとめた改憲草案は、個人より国が尊重される復古調の内容だ。この考え方が根本にあるなら、与野党が共通の土台に立つことは難しい。
　そもそも改憲の機が熟しているのだろうか。憲法を論じる主役は主権者の国民のはずだ。改憲を急ぐ理由は見当たらない。
　グローバル経済の下で、格差や貧困の拡大が深刻だ。東京電力福島第１原発事故の被災地では、震災から６年を経た今でも、帰るめどが立たない避難者が多い。沖縄の過重な基地負担も解消されていない。
　いずれも生存権や幸福追求権など基本的人権に関わる問題だ。憲法で保障された理念の達成は道半ばである。
　求められるのは、憲法の条文を現実に合わせて書き換えることではなかろう。普遍の理念に現実を近づける努力こそ重要だ。　
　憲法がうたう権利の主張を諦めれば、将来の世代は権利を享受できず、やがて失うことになりかねない。
　主権者が関心を高めることこそ、憲法に新たな命を吹き込むことにつながる。

南日本新聞／2017/5/5 8:05

社説　首相の改憲発言／性急な議論なじまない

　「２０２０年を、新しい憲法が施行される年にしたい」
　安倍晋三首相は施行７０年の憲法記念日に改憲派の集会にビデオメッセージを寄せ、憲法改正の実現に大きく踏み込んだ。具体的な時期を明示したのは初めてだ。
　戦争放棄などを定めた９条を維持した上で自衛隊の存在を明記する文言を追加するよう提案。高等教育の無償化へ具体的な議論も促した。
　国会の憲法審査会の議論は進まず、自ら期限を明確にすることで改憲への突破口を開こうとする狙いがうかがえる。
　しかし、９条の改正には野党や世論の根強い反対もある。首相も述べる通り「憲法は国の未来、理想の姿を語るもの」である。期限を定めるような性急な議論はなじまない。拙速を避け、丁寧な合意形成に努めるべきだ。
　首相の言及する改憲項目はこれまで、憲法改正の発議要件の緩和や緊急事態条項など変遷を続けてきた。
　憲法審査会でも議論されていない９条改正に、なぜいきなり言及したのか、疑問である。
　北朝鮮情勢が緊迫化する中で、今なら「本丸」である９条改正に国民の理解を得やすいと踏んだのでは、との見方もある。そうであるなら、国民の不安につけ込む手法であり、看過できない。
　憲法改正を巡っては、国民の間にさまざまな意見がある。中でも９条改正は賛否が分かれているのが実情だ。共同通信社の直近の世論調査では９条改正が必要４９％、必要ない４７％と拮抗（きっこう）した。
　一方で、日本が戦後、海外で武力行使しなかった理由について、戦争放棄や戦力の不保持を定めた「憲法９条があったからだ」とする回答は７５％に上る。武力行使の歯止めとして機能してきたことへの国民の高い評価の表れだろう。
　自衛隊の存在を９条に明記すべきとの声があるのも確かだ。だが、安倍政権は集団的自衛権の行使容認という９条の憲法解釈変更で、違憲の疑いが強い安全保障関連法を施行させた。憲法に自衛隊を位置づければ、武力行使への抑制がさらに外れるのではとの懸念もある。だからこそ、慎重な論議が必要である。
　首相が、憲法改正に前向きな集会で改憲発言を加速させていることにも違和感を覚える。
　１日にも超党派の「新憲法制定議員同盟」大会に現職首相として初めて出席し、「必ずや歴史的一歩を踏み出す」と表明した。
　まずは開かれた国会の場で発言するべきだ。国民に正面から向き合うことを忘れてはならない。

南日本新聞／2017/5/4 8:05

社説　米艦防護／慎重な検証欠かせない

　政府は昨年３月に施行された安全保障関連法に基づく「武器等防護」の実施に踏み切った。
　房総半島沖の太平洋上で米海軍の補給艦と合流した海上自衛隊の護衛艦「いずも」が、周囲を警戒監視しながら共に航行した。
　武器等防護は南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の部隊に付与された「駆け付け警護」と並ぶ安保法の新任務の柱だ。防護対象として主に米軍を想定しているため「米艦防護」とも呼ばれる。
　南スーダンでは駆け付け警護が実行されなかったため、新任務の実施は今回が初めてとなる。
　にもかかわらず、実施に至った経緯は不透明だ。必要性や隊員の危険性などについて、どんな議論が交わされたのか。
　武器等防護活動は、自衛隊法で平時や武力攻撃に至らないグレーゾーン事態に限られる。防護の対象は「日本の防衛に資する活動」を行っている他国軍とされる。
　忘れてならないのは、憲法が他国軍との「武力行使の一体化」を禁じていることだ。新任務の運用を慎重に検証する必要がある。
　「いずも」は全長２４８メートルの海自最大の艦船で、平らな甲板にヘリコプター５機が同時発着できる。巨大さと空母のような外観はインパクトがあるが、イージス艦などと比べて対空戦闘力は低く、防護任務には向いていない。
　今回の任務に「いずも」を充てたことからは、不測の攻撃に対処するという軍事的合理性は重視されなかったことがうかがえる。
　そもそも日本海側ならともかく、太平洋上の米艦が自衛隊の防護を必要とするとは考えにくい。
　日本海では北朝鮮の核・ミサイル開発を巡って米軍が艦隊を展開し、緊張が高まっている。挑発的な軍事行動をやめない北朝鮮の出方は予断を許さない。
　国民に不安が広がる中、政府は新任務の実績をつくっても理解を得やすいと判断したのだろう。米国に対して、同盟関係強化に向けた積極姿勢をアピールする狙いもあったと思われる。
　米軍との一体化に前のめりな安倍政権の姿勢には、強い懸念を感じざるを得ない。
　米艦防護の実施に関して、英ＢＢＣ放送は安倍晋三首相や稲田朋美防衛相ら「右派ナショナリスト」にとって、北朝鮮の脅威拡大は好機だと指摘した。国際社会にはこうした見方もあることを安倍首相らは自覚しなければならない。
　安倍政権は米軍との同盟関係だけに依存せず、北朝鮮と関係の深い中国やロシアへの外交的な働きかけに力点を置いて、緊張状態の緩和を目指すべきだ。

南日本新聞／2017/5/4 8:05　
社説　地方自治７０年／逆境をどうはね返すか

　地方自治法が、憲法と同時施行されてから７０年を迎えた。
　国民主権などの理念を住民に身近な地域で実践するための法律である。地方自治は「民主主義の学校」と評されるゆえんだ。
　地方を取り巻く環境は厳しい。人口流出に伴う過疎化や少子高齢化、財政難が存立の基盤を揺るがしている。
　一方で課題は尽きない。中央集権を転換させる分権改革は不十分だ。東京一極集中の是正は見通せず、地方創生もおぼつかない。
　総じて地方の自立は道半ばである。だが、逆境にあるからこそ、それをはね返す気概を持ちたい。住民自治の原点をしっかり見据え、自立の道を探るべきだ。
　戦前の明治憲法下では地方自治に関する規定はなかった。知事は「官選」で、政府の方針が押し付けられていた。
　これに対して、日本国憲法は地方自治の章を設け、明文化した。住民自らが地域のことを考え、判断する理念を打ち出した形だ。
　自治の強化は民主主義社会に欠かせないものだ。自治法は戦後の高度成長など社会の変化に対応し、法改正を重ねてきた。
　１９９９年成立の地方分権一括法で、国と地方の関係を「上下・主従」から「対等・協力」に位置づけ直した意義は大きい。
　問われるのは、こうした改革が十分理解され、現実の施策に生かされているかどうかだ。
　国と沖縄県は米軍普天間飛行場の名護市辺野古への移設を巡り、対立を深めている。
　政府は、移設に反対する地元の民意を一顧だにすることなく、工事を強行した。
　国と地方の関係は対等なはずなのに、安全保障という国策なら何をしても許されるのだろうか。地方自治の精神を損なうと言わざるを得ない。
　一方、戦後の自治では、行政の効率化を名目にした市町村合併の功罪にも目を向ける必要がある。
　市町村の数は戦後の約１万から昭和の時代に約３２００に、平成には１７００余りに集約された。鹿児島県は「平成の大合併」で、９６市町村が４３市町村になった。
　合併のあおりで役場を失い、コミュニティーが崩壊した地域も多い。住民サービスの維持や災害時の対応など対策を急ぎたい。
　積年の過疎問題に即効薬はない。政府は国家の礎である地方を切り捨てず、ニーズに応じた支援に全力を挙げるべきだ。
　自治体も住民参画を掛け声に終わらせず、政策立案能力を高め、地域活性化への努力を続けることが求められる。

琉球新報
琉球新報／2017/5/3 6:05

社説　憲法施行７０年／普遍的価値を後世に／「平和主義」かえてならぬ
　日本国憲法が施行されて７０年を迎えた。この間、戦争放棄を定めた９条が改正されずにきたことを誇りたい。
　一方で、憲法の危機を強く危惧せざるを得ない。安倍晋三首相が憲法改正に意欲を示し、改憲勢力が国会で改憲発議に必要な３分の２を占めたことが大きい。 
　だが、北朝鮮情勢が緊迫化する中、恒久平和を希求する憲法の重みは増している。憲法を改正することは新たな「戦前」につながりかねない。私たちには、憲法の普遍的価値を後世に引き継ぐ責任があることを深く認識したい。 
　外交力強化こそ必要 
　安倍首相は憲法改正を目指す超党派議連「新憲法制定議員同盟」の大会で「改憲という大きな目標に向かって、この節目の年に必ずや歴史的一歩を踏み出す」と表明した。憲法９９条は大臣や国会議員に、憲法を尊重し擁護する義務を課している。改憲に前のめりな安倍首相の姿勢はこれに反する。 
　衆参両院が開いた憲法施行７０周年の記念式典で、安倍首相は「北朝鮮による核・ミサイル開発をはじめ、わが国を取り巻く安全保障環境の悪化」を挙げて「私たちには憲法の基本原則の普遍的価値を心に刻みながら、新しい時代の理想の姿を描いていくことが求められている。それが時代の要請なのではないか」と述べ、憲法改正の必要性を強調した。 
　憲法の普遍的価値に触れる一方で、軍事力には軍事力で対抗するとの安倍首相の意思が透けて見える。これが「時代の要請」であるはずがない。 
　憲法に示された「平和主義」とは、国家に対して戦争・武力行使を禁じる一方で、紛争を平和的手段で解決するという積極的平和主義そのものである。 
　北朝鮮と米国は互いに軍事的挑発を繰り返し、日本は「米艦防護」に乗り出した。この状況を是認することは、憲法の「平和主義」に反するだけでなく、平和国家としての戦後日本の歩みを否定することになる。憲法の理念に従い、軍事衝突回避を粘り強く働き掛ける日本の外交力強化こそが「時代の要請」である。 
　改憲議論の中で、教育無償化が浮上している。日本維新の会の「幼児期から大学まで無償」を、自民党も憲法改正の具体的項目の一つとして検討している。 
　だが、改憲せずとも法改正や特別法制定で教育無償化は実現できる。しかもその方が早い。そうしないのは、国民受けする「教育無償化」を改憲の突破口にする狙いがあるということだ。その先に９条改正があるのは間違いない。 
　沖縄にも完全適用を 
　沖縄が憲法の下に入って４５年になる。だが、憲法の「国民主権」「基本的人権の尊重」「平和主義」の基本原則が沖縄で完全に生かされているとは言い難い。 
　その要因は国土の０・６％しかない沖縄に在日米軍専用施設の７０・６％が集中し、県民が過重な基地負担を押し付けられていることにある。沖縄ではいまだ憲法１４条の「すべて国民は法の下に平等」を実感できていないのである。それを放置することが許されるはずがない。 
　憲法と同じく、地方自治法も施行７０年の節目を迎えた。「国民主権」など憲法の理念を住民に身近な地域で実践するための法律である。１９９９年に成立した地方分権一括法は、戦後一貫して「上下・主従」だった国と地方の関係を「対等・協力」と明確に位置付け直した。 
　だが、沖縄の米軍基地問題に対する国の姿勢は、憲法の理念を具現化する分権一括法に反し、沖縄をいまだ「国の下」に置く旧態依然とした対応である。翁長雄志知事の辺野古新基地建設阻止の公約は、安倍政権に踏みにじられ、司法がそれを追認している。 
　今、なすべきことは改憲ではない。憲法を一つ一つ誠実に守ることである。憲法の精神を沖縄に完全適用することを強く求める。

琉球新報／2017/5/5 6:05

社説　首相改憲表明／現憲法の理念実現が先だ 

　安倍晋三首相が憲法記念日の３日、改憲を実現し、２０２０年の施行を目指す方針を表明した。改定内容として、戦争放棄などを定めた憲法９条に自衛隊の存在を明記する文言を追加することや、教育無償化などを挙げた。
　「憲法改正は自民党の立党以来の党是だ」と述べる安倍首相にとって、国会での憲法論議は遅々として進んでいないと見えるのだろう。しかし、あと３年で憲法改定まで進むというのは拙速に過ぎる。 
　９条は条文上、あらゆる武力行使を禁止し、自衛隊の活動に一定の歯止めをかけてきた。しかし集団的自衛権の行使容認という憲法解釈の変更で事実上、自衛隊の任務は国際紛争の場にまで広がった。さらに自衛隊が明文化されれば、武力行使の歯止めは利かなくなるのではないか。 
　共同通信の全国世論調査でも日本が戦後、海外で武力行使しなかった理由について「９条があったからだ」とする回答は７５％に上った。国民に一定評価されている９条改定の機運が熟したとは思えない。 
　安倍首相が同時に、高等教育の無償化を理由に挙げたことも解せない。教育の無償化は憲法を改定せずともできることだ。現に民主党政権は高校の無償化を実現させた。自公政権になってから所得制限を設けたため、安倍首相が言う「全ての国民に真に開かれた」ものではなくなったのだ。 
　共同通信調査では、安倍首相の下での改憲に５１％が反対し、賛成は４５％だった。 
　本紙の世論調査でも、戦争放棄や戦力不保持を定めた９条を「堅持すべきだ」が４４・２％で最も多く、「改正すべきだ」の２１・７％を２２・５ポイント上回った。県内では９条堅持を望む声が高い。 
　憲法を変えるよりも先に行うべきことがある。 
　先月の衆院憲法審査会では４人の参考人全員が、沖縄県に米軍基地負担が集中し、政府と対立する現状を問題視して、それぞれ異なる道筋を示しながら、沖縄の自治権強化を求めた。 
　地方自治を保障した現憲法下でも、基地が偏在し、沖縄の自治がないがしろにされている。参考人として出席した学識者全員が現状を変えるよう促したのだ。 
　安倍首相は改憲を唱える前に、現憲法の平和希求や地方自治の理念を実現するよう努力すべきだ。

琉球新報／2017/5/4 6:05

社説　トランプ政権１００日／在沖米軍見直すべきだ

　トランプ米大統領が就任１００日を迎えた。政策や成果を評価する最初の節目になる。
　内政面ではつまずきが目立つ。顕著なのはトランプ氏がテロ対策として署名した、中東などからの入国を一時的に禁止する大統領令だ。国内外から厳しい反発が起こり、裁判所は２度、大統領令を執行停止する決定を下した。 
　選挙戦中から主張していた「メキシコ国境に壁を築く」という公約も、建設予算のめどが立たない。 
　見直しを掲げたオバマ前大統領による医療保険制度改革「オバマケア」は、身内の共和党内すらまとめ切れず、代替案を取り下げざるを得なかった。 
　政権にとって打撃は大きく、行き詰まりと言われても仕方がない。 
　一方、外交面では公約からの転換も見られる。 
　就任前は「米国は世界の警察官にはならない」と公言したが、シリアへのミサイル攻撃など国際紛争への不介入路線から反転した。 
　対北朝鮮についても経済制裁や軍事的圧力を強化する一方、対話の用意があることも強調し、硬軟両様で揺さぶる。ただ、軍事行動の可能性に繰り返し言及しており、事態打開を急ぐあまり、性急な軍事行動に向かわないかを懸念する。 
　沖縄から見ればトランプ氏は選挙戦で、在日米軍駐留経費の日本側負担増や在日米軍撤退の可能性に言及していた。これが在沖米軍の枠組みを変える契機になるのではないかという淡い期待もあった。県民の強い反対を押し切って名護市辺野古に新基地を建設することが、中長期的には在沖米軍基地存続の不安定要因と米側が受け取る可能性があるからだ。 
　安倍晋三首相はトランプ氏当選１０日後に訪米して関係構築に動き、米政権も日本政府の「辺野古唯一」を踏襲している。 
　政府機関の中枢を占める政治任用職の８割がいまだ指名すらされていない中で、在日米軍の問題にまで手を着けられない事態にあることは分かる。 
　しかし「日本の安保ただ乗り」論を訴えたトランプ氏は今後、米軍駐留経費の負担増を求めてくるだろう。日本側はいずれ、在日米軍の見直し要求に直面するはずだ。その際、沖縄社会の理解を得られない新基地建設の中止を含め、住民に負担の大きい在沖米軍の枠組みを見直すべきだ。

琉球新報／2017/5/2 6:05

社説　米艦防護開始／安保関連法を廃止せよ 

　安全保障関連法に基づき自衛隊が平時から米軍などの艦艇を守る「米艦防護」が初めて実施された。米国と北朝鮮との軍事的緊張が高まっている中で、日本が他国との戦争に自ら巻き込まれに行くような行為は厳に慎むべきだ。
　日本国憲法は国際協調主義を取り、安全保障の基本を国連に置く。そして戦争と国際紛争を解決する手段として武力を永久に放棄した。安全保障関連法は、他国を武力で守る集団的自衛権の行使を可能にする。多くの憲法学者が指摘するように憲法違反である。 
　今年は憲法施行から７０年の節目に当たる。主権者である国民は、憲法の精神に反する安保関連法の廃止を目指すべきだ。 
　政府は昨年１２月に決定した運用指針で、具体例として（１）弾道ミサイルの警戒を含む情報収集・警戒監視（２）放置すれば日本への直接の武力攻撃に至る恐れがある「重要影響事態」での輸送・補給（３）日本の防衛能力を向上させるための共同訓練－での実施を挙げた。 
　武力行使と一線を画すため「現に戦闘が行われている海域」では行わず、武器使用も「極めて受動的かつ限定的な必要最小限のもの」と定めている。 
　ただし「自衛隊や米軍などへの具体的な侵害」や「実施中の特異な事象」が発生した場合以外は、活動を公表しないことになっている。運用実態がどこまで検証できるかは見通せないため、なし崩しで運用が拡大する可能性がある。 
　武器使用の限定を強調するが、海上自衛隊は米艦防護の任務中に、米軍に対する偶発的な攻撃や妨害行為があれば、武器を使って阻止できる。武器を使用することで戦争の道を開く可能性もある。 
　初の米艦防護は北朝鮮に近い日本海側ではなく、米軍が必ずしも自衛隊に守ってもらう必要のない太平洋側で実施した。政府の意図は何か。実施する必要があるのか大いに疑問である。 
　ローマ法王は、北朝鮮情勢について「外交手段での問題解決」を求め、戦争になれば「人類が破壊される」として米国と北朝鮮の双方に軍事的圧力の自制を促した。第三国による調停を提案している。 
　日本は米国との軍事一体化を加速させるのではなく、憲法の精神を発揮し、国際社会と共に朝鮮半島の緊張を沈静化させる役割を果たすべきだ。

沖縄タイムス
沖縄タイムス／2017/5/3 10:05

社説　憲法記念日に／立憲・民主主義の再生を

　「それには、わたしたちに再生の手がかりを与える文言が充ちていた。人間らしく生きるのに核となる理念がいくつもあった」
　沖縄師範学校在学中に鉄血勤皇隊として沖縄戦に駆り出され、多くの学友を失った元県知事の大田昌秀さんは１９４７年の夏ごろ、本土から密航船でもたらされた新憲法に接し、一字一句をノートに写し取った。
　「わたしにとっては、すべてが目新しく心に沁（し）みるものばかりであった」
　立法院（現在の県議会）は復帰前の６５年、沖縄に憲法が適用されていないにもかかわらず、５月３日の憲法記念日を「祝祭日」と定める法改正案を全会一致で可決した。憲法に対する渇望の表れだった。
　米軍統治下の沖縄では、憲法が適用されていれば起こり得なかった政治的事件や米軍事故が相次いだ。
　「島ぐるみ闘争」のデモに参加しただけで学生が退学処分などを受けた。那覇市長に当選した瀬長亀次郎氏に対しては布令を出して市長の座から追放した。
　那覇市では青信号で横断していた中学１年の男子生徒が信号無視の米兵の大型トラックにひかれ死亡したが、米兵は軍法会議で無罪となった。
　７２年５月１５日。本紙は復帰の日に合わせ１ページを割いて憲法全文を掲載した。
　施政権返還によって沖縄にも憲法が適用される。だが、安保・地位協定の適用は基地の自由使用と膨大な米軍基地の固定化を保障するものでしかなかった。「本土並み返還」は全くの幻想だった。
　憲法が施行されてからきょうで７０年を迎えた。憲法と沖縄の関係を考えるとき痛感するのは、戦後日本の極めていびつな姿である。
　米軍政下にあった沖縄は新憲法を審議する国会に住民代表を送ることができなかった。しかもその憲法は施行後２５年間も適用されず、その間沖縄は「無主権状態」に置かれた。
　復帰に伴って制定された公用地暫定使用法は、米軍・自衛隊基地のための土地を国が使用するために沖縄だけに適用された法律だが、憲法９５条の定める住民投票は実施されなかった。
　沖縄国際大学へのＣＨ５３大型ヘリ墜落事故、名護市安部海岸へのＭＶ２２オスプレイ墜落大破事故はいずれも民間地域で起きた重大事故だった。本来県警が捜査すべきであるにもかかわらず、安保・地位協定の壁にさえぎられ、捜査権を行使することができなかった。
　各種の世論調査によると、「憲法９条プラス日米安保」体制は多くの国民の支持を得ている。しかし、どこも米軍基地を引き受けようとはせず、沖縄に基地を置くことをさも当たり前のように考えている人たちも少なくない。
　米軍基地をそのままにして憲法９条を改正するなどというのはとんでもない話である。
　緊急性の乏しい憲法改正に政治資源を費やすのではなく「９条・安保」体制と沖縄の関わりについて国民的議論を起こすよう求めたい。
　日本は確実に「戦争のできる国」に向かっている。
　矢継ぎ早に打ち出される国家主義的な政策。その手法は憲法の解釈変更や、国会での数の力を背景にした相次ぐ強行採決など立憲主義や民主主義を踏みにじる極めて強権的な姿勢である。
　私たちは憲法が指一本触れてはいけない「不磨の大典」とは思わない。野党の中に護憲を掲げるだけでそれを深めてこなかった弱点があったことも事実である。今最も大事な課題は憲法を改正するのではなく、危機に瀕（ひん）している立憲主義と民主主義を再生することではないのか。立憲主義が国民の間に浸透しているとはいえない。単なる護憲運動ではなく、立憲主義を根付かせ、民主主義を再生させる新たな運動を立ち上げる必要がある。「守る運動」ではなく「つくる運動」が大切だ。
　憲法改正問題で自分たちがどのような選択をするかは将来の世代を深く拘束する。辺野古問題もそうだ。子や孫の世代を見据えた判断が切実に求められている。
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社説　首相　９条改正表明／危機に便乗　野党かく乱

　安倍晋三首相は３日、憲法改正を求める集会にビデオメッセージを寄せ、「２０２０年を新しい憲法が施行される年にしたい」と表明した。
　戦争放棄などを定めた９条について「９条１項、２項を残しつつ、自衛隊を明文で書き込むという考え方は国民的な議論に値する」と述べ、９条改正の具体的内容にまで踏み込んだ。
　安倍首相は、読売新聞の３日付朝刊１面に掲載された単独インタビューでも、同じことを語っている。
　北朝鮮危機やテロの不安など、内外の政治状況を計算し尽くした上で、憲法施行７０年という節目の日に合わせ、今後の憲法論議の方向性について自らアジェンダ（議題）を設定し、国民に示した。極めて巧妙なやり方である。
　ビデオメッセージで首相は、教育無償化にも前向きな姿勢を示した。これは日本維新の会が強い意欲を示している改正項目だ。公明党の引き込み、維新の会の協力、民進党の分裂、野党の足並みの乱れ－を一挙に誘う。そんな意図がメッセージに込められているのは明らかである。
　だが、安倍首相の構想はあまりにも問題が多い。
　政府の９条解釈では、自衛隊は憲法９条にうたわれた「戦力」には該当せず、「自衛のための必要最小限度の実力組織」と位置づけている。その解釈はどうなるのか。
　戦争の放棄、戦力の不保持、交戦権の否認を定めた９条１項、２項を変えずに、自衛隊の根拠規定だけを新たに追加することは、まっとうに考える限りほとんど不可能だ。
　このような「ヌエ的な９条改正」が実現すれば、いずれ集団的自衛権もなし崩しで拡大されていくに違いない。
　日本の安全保障は「９条プラス日米安保」で成り立っている。
　沖縄県民は復帰後も、この日本特有の安保体制の負担を強いられてきた。これほど長期にわたって安全保障の負担と犠牲を一地域だけに過剰に強いる例は、ほかにない。
　９条改正によって、日米安保条約はどうなるのか。沖縄に常駐する地上兵力の海兵隊は撤去されるのか。
　そのような根本的な議論もないまま、「９条は改正するが、安保・地位協定・米軍基地はそのまま」ということになりかねないのである。
　そうなれば、沖縄の負担が半永久的に固定化し、米軍・自衛隊が一体となった「不沈空母」と化すのは避けられないだろう。
　安倍政権は、国民の根強い反対にもかかわらず、特定秘密保護法や安保関連法を数の力で制定。今また、共謀罪の趣旨を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案の採決に向け、強引な国会運営を続けている。
　北朝鮮危機を巧妙に利用している面も見逃せない。
　行政権が肥大化した安倍「１強」体制の下で、９条改正や緊急事態条項の導入を図るのは、国が首相個人の政治信条に引きずられる可能性が強く、極めて危険である。
　平和国家のブランドと、行政権力の暴走や行き過ぎをチェックする監視機能を失ってはならない。
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